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プログラム
第１部 

時間 プログラム 

13:00-13:10 開会・来賓等紹介 

13:10-13:55 

全国の地方自治体首長によるディスカッション 

「全国の市長がいま考える「多文化共生」とは」 

【進行】 

岡山県総社市長 片岡 聡一 

【参加自治体】 

千葉県市川市長 田中 甲

富山県南砺市長 田中 幹夫 

石川県小松市長 宮橋 勝栄 

大阪府東大阪市長　　野田 義和 

奈良県奈良市長 仲川 げん 

岡山県高梁市長 石田 芳生 

岡山県瀬戸内市長　　黒石 健太郎 

岡山県浅口市長 栗山　康彦

香川県三豊市長 山下 昭史 

福岡県古賀市長 田辺 一城 

熊本県熊本市副市長 岡田 芳和 
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第２部 

時間 プログラム 

13:55-14:15 
基調講演「外国人住民とともに育む多文化共生社会へ」 

岡山大学 社会文化科学学域 准教授 中東 靖恵 

14:15-14:25 休憩 

14:25-15:30 

パネルディスカッション１ 

「育成就労制度を見据えた企業等の日本語教育推進に向けて」 

【外国人集住都市会議会員都市】 

【省庁関係者】 

出入国在留管理庁 在留管理支援部長 福原 申子  

文部科学省 総合教育政策局日本語教育課長 降籏 友宏 

厚生労働省 職業安定局外国人雇用対策課長 安藤 英樹 

【コーディネーター】 

武蔵野大学 グローバル学部 日本語コミュニケーション学科 

教授 神吉 宇一 

15:30-15:40 休憩 

15:40-16:40 

パネルディスカッション２「多文化共生新時代へ」 

岡山県総社市長 片岡 聡一 

愛知県小牧市長 山下 史守朗 

【省庁関係者】 

出入国在留管理庁 在留管理支援部長 福原 申子 

総務省 自治行政局国際室長 黒田 夏子 

文部科学省 総合教育政策局国際教育課長 釜井 宏行 

【コーディネーター】 

明治大学 国際日本学部 教授 山脇 啓造 

16:40-16:50 休憩 

16:50-16:55 

全体総括 

【コーディネーター】 

明治大学 国際日本学部 教授 山脇 啓造 

16:55-17:00 そうじゃ宣言 

17:00 
閉会  

次期座長都市 静岡県浜松市長 中野 祐介 

【外国人集住都市会議会員都市】  
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三重県鈴鹿市長 末松 則子  

愛知県豊田市副市長 辻󠄀 邦惠

静岡県浜松市長　中野 祐介 



外国人集住都市会議の概要 

１．会議趣旨 

外国人集住都市会議は、外国人住民に係る施策や活動を進めている都市及び同地

域の国際交流協会をもって構成する。各都市の状況の情報交換等を行うなかで、地

域で顕在化している様々な問題の解決に積極的に取り組むだけでなく、まちづくり

の担い手やまちを活性化させる貴重な人材と捉え、多文化共生を推進していくこと

を目的としている。  

また、外国人住民に係る諸課題は広範かつ多岐にわたるとともに、就労、教育、

医療、社会保障など、法律や制度に起因するものも多いことから、必要に応じて首

長会議を開催し、国・県及び関係機関への提言や連携した取り組みを行っている。 

２．開催経緯 

２００１年５月７日、浜松市で第１回会議を開催し、その後担当者会議を重ね、

同年１０月１９日、「外国人集住都市公開首長会議」を浜松市で開催し、外国人住

民との地域共生に向けた「浜松宣言及び提言」を採択。１１月３０日には、総務省、

法務省、外務省、文部科学省、文化庁、厚生労働省、社会保険庁の５省２庁に「浜

松宣言及び提言」の申し入れを行った。これは、基礎自治体では初めての外国人住

民の支援に対する政府への提言であった。 

以来、多文化共生社会を実現するための課題解決に向けたさまざまな研究や、提

言・規制改革要望を続けてきた。その成果の一つとして、２０１２年７月に外国人

住民に係る住民基本台帳制度が施行され、市町村において外国人住民の居住実態を

今まで以上に把握できるようになった。また会員都市間で「災害時相互応援協定」

を締結し、会員都市の地域で地震などによる災害が発生し、被災した会員都市単独

では言語支援などが困難な場合に、相互に応援を行えるよう防災体制の整備を図っ

ている。 

しかし、日本語能力が十分でない外国人住民が多く存在することや、外国人住民

の多くが派遣などの不安定な雇用形態に留まるなど、まだまだ取り組むべき課題が

多くある。  

会議設立から２４年目を迎えた会員都市では、外国人住民の多国籍化・定住化が

進み、アジア諸国からの外国人住民の増加など設立当時とは違った社会情勢の変化

がある。 

政府は２０１９年４月から新たな在留資格「特定技能」を創設し、さらに２０２

７年には新たに「育成就労制度」の導入を予定しており、さらなる外国人受け入れ

の拡大を進めようとしている。「外国人集住都市会議そうじゃ2025」では、外国人

集住都市会議がこれまで取り組んできた外国人住民に係る課題の解決に加えて、多

様性を都市の活力とするための施策等について議論する。 
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３．外国人集住都市会議会員都市の外国人人口データ 

 令和７年４月１日現在 

都市名 
総人口 

（人） 

外国人人口 

（人） 

外国人割合 

（％） 

国籍別１位 

（人） 

同２位 

（人） 

同３位 

（人） 

群馬県伊勢崎市 211,651 16,683 7.9% 
ベトナム 

3,904 

ブラジル 

3,300 

ペルー 

2,282 

群馬県太田市 222,763 16,090 7.2% 
ブラジル 

3,669 

ベトナム 

2,567 

フィリピン

1,827

群馬県大泉町 41,734 9,051 21.7% 
ブラジル 

4,840 

ペルー 

1,090 

ネパール

555

長野県上田市 151,120 4,693 3.1% 
中国 

882 

ブラジル 

660 

ベトナム 

470 

長野県飯田市 91,841 2,352 2.6% 
中国 

851 

フィリピン

464

ベトナム 

296 

静岡県浜松市 781,011 30,286 3.9% 
ブラジル 

9,505 

ベトナム 

4,958 

フィリピン

4,715

愛知県豊田市 415,138 22,182 5.3% 
ブラジル 

6,813 

ベトナム 

4,125 

フィリピン

2,601

愛知県小牧市 148,674 11,309 7.6% 
ブラジル 

2,894 

ベトナム 

2,408 

フィリピン

1,643

三重県鈴鹿市 193,763 10,295 5.3% 
ブラジル 

3,159 

ペルー 

1,283 

ベトナム 

1,182 

岡山県総社市 69,450 1,947 2.8% 
ベトナム 

1,061 

ブラジル 

224 

フィリピン

152
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外国人集住都市会議 

会員都市首長プロフィール

≪会員都市≫ 

群馬県伊勢崎市 

臂 泰 雄（ひじ やすお）【1952 年 12 月 11 日生】

前職：群馬県議会議員 就任年：2021 年 1 月 

当選回数：2 期目 

多国籍の外国人市民が住む伊勢崎市は、誰もが活躍できる「SDGs に

よる共生」をまちづくりの軸の一つとして、お互いの多様性を認め合う

持続可能な共生都市を目指します。 

群馬県太田市 

穂 積 昌 信（ほづみ まさのぶ）【1974 年 9 月 18 日生】

前職：群馬県議会議員 就任年：2025 年 4 月 

当選回数：1 期目 

国籍の異なる市民が相互理解を深め、共に安心して暮らせる多文化共

生社会の実現を目指します。言語や文化の違いを尊重しながら、すべて

の住民が快適に暮らせるまちづくりに取り組みます。 

群馬県大泉町 

村 山 俊 明（むらやま としあき）【1962 年 7 月 25 日生】

前職：大泉町議会議員 就任年：2013 年 5 月 当選回数：4 期目 

総人口の約 22％を外国人が占める大泉町では、地域の安全と秩序を守

りながら、行政と外国人が顔の見える関係を築き、共に地域を支え合い、

全ての人が活躍できる多文化共生のまちづくりを推進しています。 

長野県上田市 

土 屋 陽 一（つちや よういち）【1956 年 10 月 28 日生】 

前職：上田市議会議員 就任年：2018 年 4 月 当選回数：2 期目 

多様な文化が共生できる社会を築くため、国籍や文化の違いを理解し

尊重し合い、個々が自主的かつ自立的に地域づくりを担う「市民力」と、

互いに心を寄せる「共感力」を重視し、多様性に溢れる魅力的なまちづ

くりを目指します。 
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長野県飯田市 

佐 藤 健（さとう たけし）【1967 年 10 月 21 日生】 

前職：総務省（地方公務員共済組合連合会事務局長） 就任年：2020 年 10 月 

当選回数：2 期目 

多文化共生の日常的な取組を通じ、国籍や文化の違いを越え、多くの

世代が日常的に交流し、外国人住民の皆さんが活躍できる多文化共生社

会を創っていきたいと思います。 

静岡県浜松市 

中 野 祐 介 （なかの ゆうすけ）【1970 年 4 月 2 日生】 

前職：総務省（都道府県税課長） 就任年：2023 年 5 月 当選回数：1 期目 

浜松市は、外国人集住都市会議の提唱都市、アジア初のインターカル

チュラル・シティ加盟都市として、外国人市民の持つ能力や多様性を都

市の活力や発展に生かしていく価値創造型の多文化共生都市を目指し

ます。

愛知県豊田市 

太 田 稔 彦（おおた としひこ）【1954 年 4 月 30 日生】 

前職：豊田市総合企画部長 就任年：2012 年 2 月 当選回数：4 期目 

本市は「SDGs 未来都市」として内閣府より選定され、SDGs の基

本理念「誰ひとり取り残さない」を重視しています。様々な文化的

背景を持つ市民が本市に愛着を感じ、多文化共生社会を実現する

ために積極的に活躍することを目指しています。 

愛知県小牧市 

山 下 史 守 朗（やました しずお）【1975 年 7 月 6 日生】 

前職：愛知県議会議員 就任年：2011 年 2 月 当選回数：4 期目 

人口の約 7.6％が外国人市民である小牧市では、「みんな『こまき市

民』、助けあって笑顔で暮らせるまち」をスローガンに、地域・企業・

行政が一体となった事業を行い、さらなる多文化共生社会の推進に向

けて取り組んでいきます。 

三重県鈴鹿市 

末 松 則 子（すえまつ のりこ）【1970 年 11 月 14 日生】

前職：三重県議会議員 就任年：2011 年 5 月 当選回数：4 期目 

育成就労制度の導入が１年半後に迫り、私たち地方を取り巻く環境

はこれまで以上に大きく変化していくことが予想されます。国籍や文

化の違いを超え、同じ地域の生活者として共に歩むために、互いを尊

重し支え合い、日本人も外国人も活躍できる鈴鹿市を目指します。 
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岡山県総社市 

片 岡 聡 一（かたおか そういち）【1959 年 8 月 2 日生】

前職：内閣総理大臣公設第一秘書 就任年：2007 年 10 月 

当選回数：5 期目 

総社市は「外国人に一番やさしいまちづくり」に取り組んでいます。

外国人市民も含めた市民全員が共に支え合い、成長し合えるような環

境を作り、安心して生活できる多文化共生社会を目指していきます。 

≪ メ モ ≫
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基調講演 

「基調講演テーマ： 外国人住民とともに育む多文化共生社会へ 」 

基

調

講

演

者 

岡山大学 社会文化科学学域 准教授 中東 靖恵 

岡山大学学術研究院社会文化科学学域准教授。専門は社会言

語学、日本語教育学。日本語の地域的変種や多様な話し言葉の

研究を通して、外国人住民を含む地域社会における言語コミュ

ニケーションのあり方を探求している。

ブラジル・サンパウロ大学客員研究員（2009 年）、放送大学

客員准教授（2014〜2016 年）を経て現職。地域日本語教育や

「やさしい日本語」の実践に携わり、多文化共生社会における

言語支援の仕組みづくりを推進している。研究と現場を往還し

ながら、言語を通じた包摂的社会の実現を目指して活動を続け

ている。 

講

演

骨

子 

　日本の在留外国人数は約396万人となり、多国籍化や在留資格の多様化が進み、
外国人労働者も増加している。外国人住民は地域社会の重要な担い手である一
方、様々な生活上の課題を抱えており、国・自治体の役割が一層重要となってい
る。国の施策と並行して、2024年に岡山県では「岡山県外国人材等支援推進条
例」を制定し、外国人が安心して働き、生活し、活躍できる社会の実現を目指し
た基盤整備を進めている。
　総社市では、2009年から「顔の見える関係づくり」による安心・安全な多文化
共生のまちづくりを推進し、日本語教育の質を保証した持続可能な地域日本語教
育「総社モデル」を構築している。外国人住民の声を聞き、情報を伝え、ともに
地域を創るだけでなく、外国人住民が「主体」となって地域を支え、次世代を育
てている。総社市のように、外国人住民とともに「育む」多文化共生社会の実現
こそが、地域社会に安心と活力を生み出し、魅力のある国・地域づくりにつなが
ると考える。

≪ メ モ ≫
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在 留 外 国 人 数 （ 千 人 ）

年

在
留

外
国

人
数

総
人

口
に

占
め

る
在

留
外

国
人

数
の

割
合

２
．日

本
に

暮
ら

す
外

国
人

住
民

の
増

加
・多

様
化

2
0

2
４

（
R

6
）

年
末

現
在

で
在

留
外

国
人

数
は

約
3

７
７

万
人

，総
人

口
の

約
３

.０
4

％

約
2

3
0

万
人

（
6

割
以

上
）

が
就

労
す

る
外

国
人

2
0

2
5

（
R

7
）

年
6

月
末

約
3

9
6

万
人

（
約

3
.2

％
）

出
入

国
在

留
管

理
庁

「
在

留
外

国
人

統
計

」
・総

務
省

統
計

局
「

人
口

推
計

」
 （

1
9

8
5

～
2

0
2

4
）

厚
生

労
働

省
「

外
国

人
雇

用
状

況
」

の
届

出
状

況
ま

と
め

（
2

0
2

4
）

11



出
入

国
在

留
管

理
庁

「
在

留
外

国
人

統
計

」
2

0
2

4
.1

2

国
籍

・地
域

別
在

留
外

国
人

数
・割

合
（

2
0

2
４

.1
2

） 非
漢

字
圏

の
外

国
人

が
増

加

多
国

籍
・多

言
語

化
が

進
行

中
国

 8
7

3
,2

8
6

 

2
3

.2
% ベ
ト

ナ
ム

6
3

4
,3

6
1

 
1

6
.8

%
韓

国
 

4
0

9
,2

3
8

 
1

0
.9

%

フ
ィ

リ
ピ

ン
 3

4
1

,5
1

8
 

9
.1

%

ネ
パ

ー
ル

 2
3

3
,0

4
3

 
6

.2
%

ブ
ラ

ジ
ル

 2
1

1
,9

0
7

 
5

.6
%

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

 1
9

9
,8

2
4

 
5

.3
%

ミ
ャ

ン
マ

ー
 1

3
4

,5
7

4
 

3
.6

%

台
湾

 7
0

,1
4

7
 

1
.9

%

米
国

 6
6

,1
1

1
 

1
.8

%

タ
イ

 6
5

,3
9

8
 

1
.7

%

ス
リ

ラ
ン

カ
 6

3
,4

7
2

 
1

.7
%

イ
ン

ド
 5

3
,9

7
4

 
1

.4
%

そ
の

他
 

4
1

2
,1

2
4

1
0

.9
%

多
言

語
翻

訳
・通

訳
の

限
界

「
や

さ
し

い
日

本
語

」
の

活
用

・普
及

12



永
住

者
 9

1
8

,1
1

6
 

2
4

.4
%

特
別

永
住

者
 

2
7

4
,0

2
3

 
7

.3
%

技
能

実
習

 

4
5

6
,5

9
5

 
1

2
.1

%

技
術

・人
文

知
識

・国
際

業
務

 4
1

8
,7

0
6

 
1

1
.1

%

留
学

 4
0

2
,1

3
4

 
1

0
.7

%

定
住

者
 2

2
3

,4
1

1
 

5
.9

%

家
族

滞
在

 3
0

5
,5

9
8

 
8

.1
%

日
本

人
の

配
偶

者
等

 1
5

0
,8

9
6

 
4

.0
%

特
定

活
動

 9
5

,5
0

8
 

2
.5

%

特
定

技
能

 2
8

4
,4

6
6

 
7

.5
%

そ
の

他
 
2

3
9

,5
2

4
 

6
.4

%

在
留

資
格

別
在

留
外

国
人

数
・割

合
（

2
0

2
4

.1
2

）

「
育

成
就

労
」

制
度

へ

在
留

資
格

多
様

化
定

住
・永

住
化

就
労

者
増

加

外
国

人
は

一
時

的
滞

在
者

で
は

な
い

地
域

住
民

多
文

化
共

生
日

本
語

教
育

の
基

盤
整

備
へ

出
入

国
在

留
管

理
庁

「
在

留
外

国
人

統
計

」
2

0
2

4
.1

2

13



 -

 1
0

0
,0

0
0

 2
0

0
,0

0
0

 3
0

0
,0

0
0

 4
0

0
,0

0
0

 5
0

0
,0

0
0

 6
0

0
,0

0
0

 7
0

0
,0

0
0

 8
0

0
,0

0
0

北 海 道

青 森 県

岩 手 県

宮 城 県

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神 奈 川 県

新 潟 県

富 山 県

石 川 県

福 井 県

山 梨 県

長 野 県

岐 阜 県

静 岡 県

愛 知 県

三 重 県

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

奈 良 県

和 歌 山 県

鳥 取 県

島 根 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿 児 島 県

沖 縄 県

（
人

）

2
0

1
4

年

2
0

2
4

年

都
道

府
県

別
在

留
外

国
人

数
の

比
較

（
2

0
1

４
年

末
と

2
0

2
４

年
末

）

自
治

体
に

よ
る

施
策

の
地

域
格

差
に

つ
な

が
る

懸
念

大
都

市
部

で
の

集
住

化
地

方
で

の
散

在
化

と
い

う
地

域
的

偏
在

出
入

国
在

留
管

理
庁

「
在

留
外

国
人

統
計

」
2

0
1

4
.1

2
お

よ
び

２
０

２
４

.1
2

14



2
0

～
３

０
代

が
約

５
６

％
1

0
代

以
下

が
約

１
２

％

年
代

別
在

留
外

国
人

数
・割

合
（

2
0

2
4

.1
2

）

少
子

高
齢

化
が

進
行

す
る

日
本

社
会

の
担

い
手

将
来

の
キ

ャ
リ

ア
形

成
に

必
要

な
教

育
の

重
要

性

0
～

9
歳

 
2

0
9

,8
6

9
 

5
.6

%

1
0

～
1

9
歳

 

2
3

8
,1

4
9

 
6

.3
%

2
0

～
2

9
歳

 

1
,2

4
7

,2
0

7
 

3
3

.1
%

3
0

～
3

9
歳

 

8
5

9
,4

4
2

 
2

2
.8

%

4
0

～
4

9
歳

 
5

0
2

,1
7

0
 

1
3

.3
%

5
0

～
5

9
歳

 

3
5

7
,3

6
3

 
9

.5
%

6
0

～
6

9
歳

 
2

0
7

,1
7

7
 

5
.5

%

7
0

歳
以

上
 

1
4

7
,6

0
0

 
3

.9
%

出
入

国
在

留
管

理
庁

「
在

留
外

国
人

統
計

」
２

０
２

４
.1

2
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0

1
0

,0
0

0

2
0

,0
0

0

3
0

,0
0

0

4
0

,0
0

0

5
0

,0
0

0

6
0

,0
0

0

7
0

,0
0

0

8
0

,0
0

0

1
9

9
9

2
0

0
0

2
0

0
1

2
0

0
2

2
0

0
3

2
0

0
4

2
0

0
5

2
0

0
6

2
0

0
7

2
0

0
8

2
0

1
0

2
0

1
2

2
0

1
4

2
0

1
6

2
0

1
8

2
0

2
1

2
0

2
3

（
人

）

外
国

籍
日

本
国

籍

公
立

学
校

に
お

け
る

日
本

語
指

導
が

必
要

な
児

童
生

徒
数

の
推

移

文
部

科
学

省
「

日
本

語
指

導
が

必
要

な
児

童
生

徒
の

受
入

状
況

等
に

関
す

る
調

査
」

（
1

9
9

9
～

2
0

2
３

）
文

部
科

学
省

「
外

国
人

の
子

供
の

就
学

状
況

等
調

査
」

（
2

0
2

4
）

2
0

2
3

年
度

で
6

9
,1

2
3

人
（

2
0

年
前

の
3

倍
）

（
外

国
籍

5
7

,7
1

8
人

，日
本

国
籍

1
1

,4
0

5
人

）
母

語
の

多
様

化
が

進
行

不
就

学
と

考
え

ら
れ

る
外

国
人

の
子

供
は

8
,4

3
2

人
（

2
0

2
4

年
度

）

16



文
部

科
学

省
「

夜
間

中
学

の
設

置
状

況
」

h
tt

p
s:

//
w

w
w

.m
ex

t.
g

o.
jp

/a
_m

en
u

/s
h

ot
ou

/y
a

ka
n

/i
n

d
ex

_0
0

0
0

3
.h

tm

2
0

2
５

年
度

岡
山

市
に

公
立

夜
間

中
学

が
開

校

夜
間

中
学

の
設

置
状

況
（

2
0

2
5

.4
）

4
1

都
道

府
県

（
2

6
）

・指
定

都
市

（
1

5
）

に
6

2
校

８
都

府
県

に
３

１
校

（
２

０
１

４
）

2
0

2
４

年
度

で
１

,９
６

９
人

（
外

国
籍

1
,2

5
6

人
，

日
本

国
籍

7
1

3
人

）
外

国
籍

生
徒

は
6

4
％

1
0

年
で

２
倍

に

17
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３
．地

域
に

暮
ら

す
外

国
人

住
民

が
抱

え
る

様
々

な
問

題

ラ
イ

フ
ス

テ
ー

ジ
に

応
じ

て
、地

域
社

会
に

生
活

基
盤

を
置

く
「

生
活

者
と

し
て

外
国

人
」

が
抱

え
る

様
々

な
問

題
に

直
面

し
て

い
る


日

本
語

習
得

や
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

問
題


生

活
ル

ー
ル

・マ
ナ

ー
や

文
化

・習
慣

の
違

い


雇
用

や
社

会
保

障
の

問
題


職

場
で

の
人

間
関

係


近
所

付
き

合
い


出

産
や

子
育

て


子
供

の
就

学
問

題
・学

校
で

の
日

本
語

教
育


母

語
保

持
・母

語
母

文
化

教
育


高

齢
化

、介
護

、医
療

、福
祉

の
問

題
な

ど
な

ど

法
整

備
が

進
行

中

2
0

1
８

年
外

国
人

材
の

受
入

れ
・共

生
の

た
め

の
総

合
的

対
応

策
（

以
後

改
訂

）
２

０
２

０
年

総
務

省
「

地
域

に
お

け
る

多
文

化
共

生
推

進
プ

ラ
ン

」
改

訂
２

０
２

２
年

外
国

人
と

の
共

生
社

会
の

実
現

に
向

け
た

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

（
5

年
ご

と
）

18



日
本

語
教

育
の

推
進

に
関

す
る

法
律

（
令

和
元

年
6

月
2

8
日

公
布

・施
行

）
（

日
本

語
教

育
の

推
進

に
関

す
る

施
策

を
総

合
的

か
つ

効
果

的
に

推
進

す
る

た
め

の
基

本
的

な
方

針
令

和
２

年
６

月
2

3
日

閣
議

決
定

→
改

定
：令

和
7

年
9

月
5

日
閣

議
決

定
）


日

本
語

教
育

推
進

は
国

・地
方

公
共

団
体

・事
業

主
の

責
務

→
多

様
な

文
化

を
尊

重
し

た
活

力
あ

る
共

生
社

会
の

実
現


日

本
語

教
育

を
受

け
る

機
会

を
最

大
限

確
保

→
地

域
の

実
情

に
応

じ
た

日
本

語
教

育
の

実
施

・日
本

語
教

室
空

白
地

域
の

解
消


日

本
語

教
育

の
水

準
の

維
持

向
上

（
質

・量
の

充
実

・日
本

語
教

育
の

参
照

枠
の

活
用

）
→

国
家

資
格

「
登

録
日

本
語

教
員

」
制

度
の

創
設

→
外

国
人

児
童

生
徒

、夜
間

中
学

生
、生

活
者

、就
労

者
へ

の
日

本
語

教
育

拡
充

（
日

本
語

教
育

の
適

正
か

つ
確

実
な

実
施

を
図

る
た

め
の

日
本

語
教

育
機

関
の

認
定

等
に

関
す

る
法

律
令

和
５

年
６

月
公

布
・令

和
６

年
４

月
施

行
）


自

治
体

・日
本

語
教

育
機

関
・企

業
・地

域
社

会
と

の
連

携
→

行
政

職
員

や
地

域
住

民
に

対
す

る
「

や
さ

し
い

日
本

語
」

の
研

修

19



国
・自

治
体

に
よ

る
地

域
日

本
語

教
育

の
体

制
整

備
（

都
道

府
県

・政
令

指
定

都
市

対
象

）
岡

山
市

は
２

０
２

３
年

度
～

、岡
山

県
は

２
０

２
４

年
度

～
＊

中
核

市
は

対
象

外


文

部
科

学
省

：地
域

日
本

語
教

育
の

総
合

的
な

体
制

づ
く

り
推

進
事

業
（

2
0

1
9

年
度

～
）


出

入
国

在
留

管
理

庁
：外

国
人

と
の

共
生

社
会

実
現

に
向

け
た

取
組

（
２

０
１

９
年

度
～

）

在
留

支
援

の
た

め
の

「
や

さ
し

い
日

本
語

」
普

及
、生

活
オ

リ
エ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

動
画

（
1

7
言

語
）

在
留

外
国

人
に

対
す

る
基

礎
調

査


文

部
科

学
省

：日
本

語
教

室
空

白
地

域
解

消
推

進
事

業
（

２
０

１
６

年
度

～
）

地
域

日
本

語
教

育
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

よ
る

日
本

語
教

室
立

ち
上

げ
支

援
IC

T
日

本
語

学
習

サ
イ

ト
「

つ
な

が
る

ひ
ろ

が
る

に
ほ

ん
ご

で
の

く
ら

し
」

（
1

9
言

語
対

応
）
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岡
山

県
外

国
人

材
等

支
援

推
進

条
例

（
岡

山
県

議
会

２
０

２
４

.１
０

.4
可

決
成

立
）

人
口

減
少

に
よ

る
労

働
力

の
不

足
等

を
背

景
と

し
た

事
業

者
に

よ
る

特
定

技
能

の
在

留
資

格
に

係
る

制
度

の
活

用
等

に
よ

っ
て

、外
国

人
労

働
者

が
増

加
し

て
い

る
。ま

た
、日

本
で

の
就

労
や

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
等

を
希

望
し

、 
将

来
の

人
材

と
し

て
期

待
さ

れ
る

留
学

生
も

近
年

増
加

傾
向

に
あ

る
。 

（
中

略
）

こ
の

よ
う

な
背

景
を

踏
ま

え
、こ

れ
か

ら
の

県
の

経
済

の
維

持
及

び
発

展
に

向
け

て
、地

域
住

民
と

の
共

生
の

下
に

、外
国

人
材

等
を

積
極

的
に

受
け

入
れ

、外
国

人
材

等
が

安
心

し
て

働
き

、生
活

し
、及

び
活

躍
で

き
る

社
会

を
実

現
す

る
た

め
、こ

の
条

例
を

制
定

す
る

。

（
日

本
語

教
育

の
機

会
）

 
第

1
0

条
県

は
、日

本
語

を
十

分
に

理
解

で
き

な
い

外
国

人
材

等
に

対
し

て
、日

本
語

を
学

ぶ
こ

と
が

で
き

る
機

会
を

提
供

す
る

も
の

と
す

る
。 

２
県

は
、外

国
人

材
等

に
伝

わ
り

や
す

い
日

本
語

で
の

表
現

の
周

知
に

努
め

る
も

の
と

す
る

。
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
岡

山
市

外
国

人
労

働
者

実
態

調
査

報
告

書
（

2
0

2
5

.3
）


県

内
企

業
等

の
外

国
人

材
等

雇
用

実
態

調
査

報
告

書
（

２
０

２
５

．９
）

県
内

企
業

5
,0

0
0

社
の

う
ち

、2
,3

6
8

社
（

4
7

.4
％

）
が

回
答

外
国

人
材

雇
用

に
お

け
る

課
題

：日
本

語
で

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
苦

労
（

6
7

.4
％

）
資

格
取

得
支

援
（

2
9

.9
％

）
、ビ

ジ
ネ

ス
レ

ベ
ル

の
日

本
語

へ
の

教
育

支
援

（
2

6
.2

％
）


倉

敷
市

外
国

人
労

働
者

雇
用

実
態

調
査

結
果

報
告

書
（

2
0

2
5

.3
）

市
内

企
業

1
,2

0
0

社
の

う
ち

、4
7

5
社

（
３

９
.6

％
）

が
回

答
外

国
人

労
働

者
受

け
入

れ
の

課
題

：コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
が

取
り

づ
ら

い
（

6
2

.9
％

）
行

政
機

関
に

対
し

て
望

む
サ

ー
ビ

ス
：日

本
語

習
得

の
支

援
（

5
0

.9
％

）

市
内

企
業

1
,１

４
８

社
の

う
ち

、５
６

９
社

（
4

９
.6

％
）

が
回

答
外

国
人

労
働

者
雇

用
で

の
苦

労
：コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

が
上

手
く

取
れ

な
い

（
5

7
.2

％
）

行
政

に
期

待
す

る
こ

と
：日

本
語

学
習

に
関

す
る

支
援

（
5

0
.2

％
）

岡
山

県
外

国
人

材
等

支
援

推
進

計
画

骨
子

案
「

魅
力

あ
る

働
き

先
と

し
て

選
ば

れ
る

県
へ

」
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0

2
0

0

4
0

0

6
0

0

8
0

0

1
0

0
0

1
2

0
0

1
4

0
0

1
6

0
0

1
8

0
0

2
0

0
0

1
9

8
9

1
9

9
1

1
9

9
3

1
9

9
5

1
9

9
7

1
9

9
9

2
0

0
1

2
0

0
3

2
0

0
5

2
0

0
7

2
0

0
9

2
0

1
1

2
0

1
3

2
0

1
5

2
0

1
7

2
0

1
9

2
0

2
1

2
0

2
3

2
0

2
5

（
人

）

ブ
ラ

ジ
ル

中
国

韓
国

・朝
鮮

フ
ィ

リ
ピ

ン
ペ

ル
ー

ベ
ト

ナ
ム

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

ミ
ャ

ン
マ

ー
そ

の
他

４
．総

社
市

に
お

け
る

多
文

化
共

生
の

ま
ち

づ
く

り
2

0
1

5
～

 ベ
ト

ナ
ム

（
技

能
実

習
）

が
急

増
技

能
実

習
・特

定
技

能
・技

人
国

：6
6

%
永

住
者

・定
住

者
：2

2
％

2
0

～
３

０
代

が
７

０
％

、1
0

代
以

下
が

1
0

％


総

人
口

：6
9

,４
５

0
人

（
2

0
2

5
年

4
月

現
在

）


在
留

外
国

人
数

：1
,９

４
７

人
（

総
人

口
比

2
.８

0
％

）

ブ
ラ

ジ
ル

（
定

住
者

・
永

住
者

）
が

増
加

リ
ー

マ
ン

シ
ョ

ッ
ク

外
国

人
大

量
失

業
1

0
月

現
在

：2
,1

6
3

人
（

3
.1

1
％

）
２

０
０

９
～

多
文

化
共

生
の

取
り

組
み
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外
国

人
住

民
と

と
も

に
育

む
多

文
化

共
生

社
会

～
「

顔
の

見
え

る
関

係
づ

く
り

」
に

よ
る

安
心

・安
全

な
活

力
あ

る
ま

ち
づ

く
り

～


外

国
人

住
民

の
声

を
聞

く

多
文

化
共

生
推

進
員

・外
国

人
相

談
窓

口
（

通
訳

）
の

設
置

ポ
ル

ト
ガ

ル
語

・ス
ペ

イ
ン

語
・英

語
・中

国
語

・ベ
ト

ナ
ム

語
対

応
R

６
相

談
件

数
５

，８
６

６
件

（
内

、行
政

手
続

が
３

，６
９

３
件

）
→

外
国

人
の

声
を

多
文

化
共

生
施

策
に

反
映


外

国
人

住
民

に
伝

え
る

広
報

紙
の

多
言

語
化

：ポ
ル

ト
ガ

ル
語

・中
国

語
・ベ

ト
ナ

ム
語

・
や

さ
し

い
日

本
語

版
外

国
人

世
帯

へ
の

配
布

・市
H

P
や

F
a

ce
b

oo
k等

で
配

信
→

外
国

人
住

民
へ

の
情

報
提

供
・情

報
格

差
の

解
消
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
外

国
人

住
民

と
創

る

外
国

人
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
「

総
社

S
IC

＆
M

IA
」

が
市

と
連

携
S

O
JA

 I
N

T
E

R
N

A
T

IO
N

A
L

 F
E

S
T

A
の

開
催

外
国

人
住

民
関

連
イ

ベ
ン

ト
時

の
多

言
語

通
訳

・翻
訳

「
や

さ
し

い
日

本
語

」
研

修
で

の
実

践
練

習
ゲ

ス
ト

参
加

→
地

域
の

活
動

・交
流

を
通

じ
た

積
極

的
な

社
会

参
画


外

国
人

住
民

が
支

え
る

外
国

人
防

災
リ

ー
ダ

ー
の

養
成

（
多

国
籍

・約
9

0
名

）
防

災
訓

練
時

に
は

指
導

す
る

側
西

日
本

豪
雨

時
に

は
、災

害
ゴ

ミ
の

撤
去

作
業

・外
国

人
相

談
→

「
支

援
さ

れ
る

」
側

か
ら

「
支

援
す

る
」

側
へ


外

国
人

住
民

が
育

て
る

先
輩

外
国

人
が

来
日

し
た

若
い

外
国

人
を

育
て

る
→

地
域

社
会

の
新

た
な

担
い

手
の

育
成
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
行

政
が

事
業

実
施

主
体


有

資
格

者
の

日
本

語
教

師
（

登
録

日
本

語
教

員
）

が
有

償
で

教
え

る

多
文

化
共

生
社

会
を

支
え

る
外

国
人

住
民

へ
の

日
本

語
教

育
「

総
社

モ
デ

ル
」

～
日

本
語

教
育

の
「

質
」

の
保

証
と

多
文

化
共

生
推

進
の

仕
組

み
作

り
～


市

民
が

日
本

語
学

習
サ

ポ
ー

タ
ー

と
し

て
参

加

地
域

住
民

と
し

て
の

外
国

人
住

民
受

け
入

れ
  

地
域

社
会

の
生

活
に

必
要

な
行

政
情

報
・生

活
情

報
を

提
供

日
本

語
教

育
の

「
質

」
を

保
証

日
本

語
指

導
者

の
育

成
と

社
会

的
地

位
の

向
上

地
域

住
民

同
士

の
交

流
を

促
進

し
、多

文
化

共
生

推
進

の
場

に
無

理
の

な
い

持
続

可
能

な
教

室
運

営

中
東

靖
恵

（
2

0
2

5
）

『
地

域
日

本
語

教
育

を
行

政
と

共
に

創
る

―
岡

山
県

総
社

市
「

総
社

モ
デ

ル
」

の
構

築
と

展
開

―
』

ひ
つ

じ
書

房
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④
日

本
語

学
習

サ
ポ

ー
タ

ー
（

無
償

）
地

域
居

住
の

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

日
本

人
住

民

②
日

本
語

学
習

者
地

域
に

居
住

す
る

外
国

人
住

民
（

成
人

）
ゼ

ロ
初

級
レ

ベ
ル

母
語

は
限

定
し

な
い

①
日

本
語

教
師

（
有

償
）

（
6

名
：毎

回
２

名
ず

つ
ロ

ー
テ

ー
シ

ョ
ン

）
有

資
格

の
日

本
語

教
師

教
授

歴
・経

験
豊

富

③
総

社
市

役
所

職
員

日
本

語
教

育
事

業
の

事
務

局
（

国
際

・交
流

推
進

係
）

直
接

教
室

に
参

加
せ

ず
、背

後
か

ら
客

観
的

に
俯

瞰
し

全
体

統
括

・調
整

⑤
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー

総
社

市
に

お
け

る
地

域
日

本
語

教
育

「
総

社
モ

デ
ル

」 ２
０

２
３

年
度

～
総

社
南

高
校

の
生

徒
が

授
業

の
一

環
で

参
加

次
世

代
の

担
い

手
に
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1
6

歳
以

上
の

南
米

系
定

住
外

国
人

（
全

員
2

7
8

人
）

の
う

ち
、ブ

ラ
ジ

ル
人

6
6

票
（

2
3

.7
％

）
限

定
的

な
日

本
語

使
用

・日
本

語
能

力
、地

域
住

民
同

士
の

関
係

性
希

薄
、多

岐
に

わ
た

る
悩

み


総

社
市

に
お

け
る

南
米

系
定

住
外

国
人

の
言

語
生

活
実

態
調

査
（

2
0

1
2

）


総

社
市

に
お

け
る

外
国

人
就

業
者

の
日

本
語

教
育

支
援

に
関

す
る

調
査

（
2

0
1

8
）

企
業

（
1

5
社

）
・企

業
で

就
業

す
る

ベ
ト

ナ
ム

人
技

能
実

習
生

（
1

6
0

人
）

の
う

ち
、企

業
9

票
（

回
収

率
6

0
.0

％
）

・実
習

生
7

8
票

（
4

8
.8

%
）

企
業

が
求

め
る

日
本

語
能

力
と

実
習

生
の

ニ
ー

ズ
の

違
い

、日
本

語
教

育
支

援
の

難
し

さ


総

社
市

に
お

け
る

多
文

化
共

生
推

進
施

策
に

関
す

る
意

識
調

査
（

2
0

1
6

）

1
6

歳
以

上
の

日
本

人
住

民
（

5
0

0
人

無
作

為
抽

出
）

の
う

ち
、2

3
1

票
（

4
6

.2
％

）
地

域
住

民
同

士
の

関
係

性
希

薄
、外

国
人

住
民

へ
の

関
心

低
い

、多
文

化
共

生
施

策
情

報
不

足

実
態

把
握

に
必

要
な

調
査

の
実

施
・

情
報

公
開

に
よ

る
課

題
や

ビ
ジ

ョ
ン

の
共

有
地

域
住

民
へ

の
周

知
と

理
解

促
進

中
・長

期
的

展
望

を
持

っ
た

事
業

運
営
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外
国

人
住

民
と

と
も

に
育

む
多

文
化

共
生

社
会

へ
魅

力
あ

る
国

と
地

域
を

目
指

し
て

～
多

文
化

共
生

が
支

え
る

安
心

と
活

力
～

外
国

人
住

民
の

声
を

聞
く

外
国

人
住

民
に

伝
え

る

外
国

人
住

民
と

創
る

外
国

人
住

民
が

支
え

る

外
国

人
住

民
が

育
て

る

外
国

人
の

声
を

多
文

化
共

生
施

策
に

反
映

情
報

提
供

・
情

報
格

差
の

解
消

地
域

の
活

動
・交

流
を

通
じ

た
積

極
的

な
社

会
参

画

地
域

社
会

の
新

た
な

担
い

手
の

育
成

「
支

援
さ

れ
る

」
側

か
ら

「
支

援
す

る
」

側
へ
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パネルディスカッション１

「育成就労制度を見据えた企業等の日本語教育推進に向けて」 

２０２７年に「育成就労制度」が導入されることが決まり、今後は外国人労働者

とその家族が地域に一層増加・点在していくことが見込まれます。このような中、

多文化共生社会を実現するうえで、外国人労働者等と日常的に接する機会の多い企

業において、日本語教育をいかに推進していくかが今後の重要な論点となります。 

２０１９年の「日本語教育推進法」や２０２４年の「日本語教育機関認定法」に

より、制度面の整備は進んできましたが、企業における日本語教育の取組は十分に

浸透しているとは言えません。コスト負担や制度の周知不足など、依然として多く

の課題が残されています。育成就労制度では、入国前後における日本語講習の実施

や日本語能力に関する基準などが新たに設けられましたが、これにより外国人の日

本語力が実質的に向上するのか、また既存の永住者・定住者への支援をどのように

進めていくのかは、今後も検討が必要です。 

国・地方自治体・企業が連携し、外国人が地域の一員として安心して暮らし、活

躍できるよう、企業における日本語教育の推進等を中心に具体的な議論を行います。 

登壇者 

【外国人集住都市会議会員都市】 

三重県鈴鹿市長 末松 則子  

愛知県豊田市副市長 辻󠄀 邦惠

静岡県浜松市長　中野 祐介 

【省庁関係者】 

出入国在留管理庁 在留管理支援部長 福原 申子  

文部科学省 総合教育政策局日本語教育課長 降籏 友宏 

厚生労働省 職業安定局外国人雇用対策課長 安藤 英樹 

【コーディネーター】 

武蔵野大学 グローバル学部 日本語コミュニケーション学科 

教授 神吉 宇一 
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コーディネーター略歴

武蔵野大学 グローバル学部 日本語コミュニケーション学科 

教授 神吉 宇一（かみよし ういち） 

武蔵野大学グローバル学部教授、武蔵野大学学外学修推進セン

ター長。専門は日本語教育政策、地域日本語教育。社会人の始ま

りは小学校教員、その後、さまざまな職を経て 2013 年から大学

教員に。学会役員、国や自治体の委員等多数の実績あり。主な著

書・訳書「ことばの教育と平和』（2023 年 明石書店）、『日本語学

習は本当に必要か』（2024 年明石書店）、『一歩進んだ日本語教育

概論』（2024 年 大阪大学出版会）、『よい教育研究とはなにか』（ガ

ートビースタ著 2024 年明石書店）。2021 年度日本語教育学会学

会賞、2021 年度日本語教育学会学会活動貢献賞。

≪ メ モ ≫
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パネルディスカッション２

「多文化共生新時代へ」 

少子高齢化による労働力不足やグローバル化の進展により、外国人住民の増加が

進む中、日本における多文化共生の実現は、国際社会での存在感を高め、SDGs の
理念「誰一人取り残さない」を具現化するためにも不可欠な課題となっています。

　近年は、南米の日系人中心の定住化から、技能実習や特定技能などの制度変化を

背景に、アジア諸国出身者の増加と多国籍化が進み、「多文化共生新時代」を迎え

ています。こうした中、国による財政支援の充実や「（仮称）多文化共生基本法」

や「（仮称）多文化共生庁」の創設など、法的・行政的基盤の整備が急務です。 

また、異文化を共に創造する「共創」の視点のもと、教育現場から意識醸成を図

ることが重要です。 

本セッションでは、日本が包摂的で活力ある社会を実現するための方策について

議論します。 

登壇者 

【外国人集住都市会議会員都市】

岡山県総社市長 片岡 聡一 

愛知県小牧市長 山下 史守朗 

【省庁関係者】 

出入国在留管理庁 在留管理支援部長 福原 申子 

総務省 自治行政局国際室長 黒田 夏子 

文部科学省 総合教育政策局国際教育課長 釜井 宏行 

【コーディネーター】 

明治大学　国際日本学部　教授 山脇 啓造 
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コーディネーター略歴

明治大学国際日本学部教授 

山脇 啓造（やまわき けいぞう） 

明治大学国際日本学部教授。専門は移民政策・多文化共生

論。東京都、群馬県、長野県、高知県等多文化共生委員会委員

長。総務省、法務省、文部科学省、外務省等の外国人施策関連

委員を歴任。愛知県、山形県等の多文化共生委員会委員長や外

国人集住都市会議アドバイザーも歴任。英国オックスフォード

大学客員研究員（2012年）、豪州クイーンズランド大学訪問研

究員（2024）。明治大学の研究室では学生たちと多文化共生の

まちづくりを実践。

≪ メ モ ≫
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総括

パネルディスカッション１・２の内容を踏まえ、そうじゃ 2025 のテーマ「魅力

ある国と地域を目指して ～多文化共生が支える安心と活力～」を実現するため

に、日本人住民・外国人住民それぞれが安心して共に暮らせる社会の構築に向け、

国と地方が果たすべき役割や今後の施策の方向性について、コーディネーターの山脇

氏から両ディスカッションを通じての総括を行います。 

登壇者 

【パネルディスカッションコーディネーター】 

明治大学　国際日本学部　教授 山脇 啓造 

※略歴はセッション１参照（P34）

≪ メ モ ≫
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外国人集住都市会議資料
※令和７年４月１日時点

１ 相談窓口 

都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

伊勢崎市 外国人総合相談窓口 
平日 8:30～17:00 

（12:00～13:00 は除く） 
多文化共生課 

対応言語はスペイン語、ポルトガル

語、英語、タガログ語、ベトナム

語。 

※曜日により対応言語異なる。

ポケトークとタブレット端末あり。 

太田市 
外国人市民相談窓口ワンスト

ップセンター 

ポルトガル語 月・火・木・金 

スペイン語  月・火・木 

中国語 月・火・木 

英語 月・木 

ベトナム語  火・金  

※相談員の配置

国際課 

国際交流協会 

市役所市民相談窓口で在住外国人の

行政相談に対応。 

ポケトーク・３者間通訳・タブレッ

ト端末を導入し、音声翻訳体制を整

備 

大泉町 

外国人相談窓口 

（ポルトガル語・スペイン

語・英語） 

多文化協働課（ポルトガル語） 

平日 13:00～17:00 

多文化協働課（英語） 

月・水・木・金 9:00～17:00 

収納課（ポルトガル語） 

月・火・金 8:30～16:00、 

水 8:30～19:15、木 8:30～17:15、 

土 8:30～17:15 

収納課（スペイン語） 

月・火・金 9:30～17:15 

住民課（ポルトガル語） 

平日 9:15～17:15 

こども課（ポルトガル語） 

平日 9:00～17:00 

保健福祉総合センター（ポルトガル語） 

平日 9:00～17:00 

多文化協働課 

収納課 

住民課 

こども課 

保健福祉総合センター 

通訳職員を配置し、各課窓口や電話

口での外国人対応を行っている。

（スペイン語は収納課、英語は多文

化協働課のみ） 

大泉町多文化共生コミュニテ

ィセンター相談業務（ポルト

ガル語） 

平日 8:30～18:30 

（通訳対応は 10:00～18:30） 
多文化協働課 

ポルトガル語対応職員を配置し、相

談の整理を行っている。（相談内容

により必要に応じ、多文化協働課職

員も対応） 

無料法律相談 年１回 
多文化協働課 

国際交流協会 

県観光物産国際協会と共催による、

無料の法律相談を実施 

上田市 
多言語相談ワンストップセン

ター

ポルトガル語、英語、スペイン語、中国語、

インドネシア語（平日 9:00～17:00）
人権共生課 

多言語（タブレット端末の翻訳機能

も使用）による相談業務を実施 

飯田市 外国語総合相談窓口 

ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語  毎週火･木 

中国語    毎週月・火・水 ･ 金 

ﾀｶﾞﾛｸﾞ･英語 毎週水･金

共生・協働推進課 
外国語相談窓口にて在住外国人の各

種相談に対応する。 

浜松市 

多文化共生総合相談ワンスト

ップセンター 
通年 

国際課 

（多文化共生センタ

ー） 

ポルトガル語（週 6 日）、英語(週

5 日)、フィリピノ語・ベトナム語

（週 3 日）、スペイン語、中国語・

インドネシア語（週 1 日）

外国人雇用サポートデスク 

（多文化共生センター内に設

置） 

通年（平日：9:00～17:00） 労働政策課 
・企業向けの外国人材活用相談

・外国人向け就労相談、労働相談

浜松市外国人メンターによる

就労・起業促進事業 
通年 労働政策課 

外国人留学生等を対象とした就労・

起業・生活等の相談 

外国人市民カウンセリング事

業 
通年 国際課 

電話による心の悩み事のカウンセリ

ング

言語：ポルトガル語（週 1 回 2 時

間） 

外国人メンタルヘルス相談 通年 精神保健福祉センター 

浜松市多文化共生センターでメンタ

ルヘルス相談を実施。

言語：ポルトガル語（週 5 日） 
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都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

帰国・外国人児童生徒相談 通年 
教育委員会 

教育支援課 

相談員が常駐し、外国人のための就

学ガイダンスや電話や来所による相

談に対応する。学校や各課と連携を

取り、校区の公立小中学校への編入

を進める。 

豊田市 

ポルトガル語・スペイン語・

英語（通訳職員）相談 
通年 市民相談課 

通訳職員によるポルトガル語・スペ

イン語・英語による日常の困りごと

など 

豊田市多言語サービスデスク 通年 市民相談課 

外国人来庁者に対し、遠隔通訳サー

ビスを用いて多言語で対応（英語・

中国語・韓国語・ポルトガル語・ス

ペイン語・ベトナム語・タガログ

語・タイ語・ヒンディー語・インド

ネシア語・ネパール語・フランス

語・ロシア語・ミャンマー語・マレ

ー語） 

電話通訳サービス 通年 市民相談課 

外国人、市職員、通訳者の三者が同

時に会話できる電話通訳対応（英

語・イタリア語・クメール語・タイ

語・ネパール語・ベトナム語・マレ

ー語・ロシア語・韓国語・インドネ

シア語・シンハラ語・タガログ

語・・ヒンディー語・ベンガル語・

ミャンマー語・中国語・ウルドゥー

語・スペイン語・ドイツ語・フラン

ス語・ポルトガル語・モンゴル語）

外国人多言語相談事業 

・英語 TIA 開館時間

・ポルトガル語、ベトナム語

土、日（いずれも 10：00～16：00）

・中国語 火（13：00～16：00）、水～金・

日（10：00～16：00）、土（9：00～正午） 

多様性社会共創課 
英語・ポルトガル語・中国語・ベト

ナム語相談員による対応

小牧市 

外国人のための相談 

（ポ語・ス語・英語・ベトナ

ム語）

ポ語・ス語・英語・ベトナム語：月曜日～金

曜日 
多文化共生推進室 

市役所多文化共生推進室窓口で相談

員が在住外国人からの相談や行政情

報の翻訳などの業務にあたる。 

在留相談 
ポ語・ス語・英語・ベトナム語：毎月第 1 水

曜日（13:00～16:45）要予約 
多文化共生推進室 

名古屋出入国在留管理庁の職員を招

き、在留資格に関する相談に応じ

る。Zoom を利用した相談や、相談

員による通訳対応も可能。 

鈴鹿市 

外国人相談窓口 通年 
市民対話課 

外国人交流室 

市役所市民対話課窓口で外国人住民

の生活相談等に対応。通訳員（ポル

トガル語１名、スペイン語２名※令

和７年４月現在）に加え、タブレッ

ト端末を利用した多言語通訳システ

ムにより、16 言語対応可能。

令和５年度から庁内の電話機に３者

通訳機能を付与。（対象所属のみ）

外国人住民からの電話を受ける際の

み３者通訳が可能に。 

外国人のための行政書士相談 月 1 回第 2 木曜日 
市民対話課 

外国人交流室 

行政書士によるビザ等行政手続に関

する無料相談。 

救急通報等への多言語対応 通年 

情報指令課 

※予算額については消

防課消防 G 

高機能消防指令システムの外国語応

答機能を使用し外国人からの通報に

対応する。 24 時間 31 言語に対応

可能。 

※令和７年 11 月からは津市・鈴鹿

市・亀山市の３市合同による消防指

令業務の共同運用となるため市単独

での運用は本年 11 月まで。 

総社市 外国人相談窓口 通年 人権・まちづくり課 

多文化共生推進員による行政・生活

相談業務全般を実施（ポルトガル

語・スペイン語・英語：１名，中国

語：１名，ベトナム語：1 名）。 

浜松市 
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都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

就労支援（ポ語・ス語：ハロ

ーワーク） 
通年 福祉課 

ハローワークにおいて，就労支援チ

ームの一員として日本人相談員（1

名）を配置。 

総社市 
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２ 生活情報・広報 

都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

伊勢崎市 

伊勢崎市生活ガイドブック 通年 多文化共生課 

ポルトガル語、スペイン語、英語、

ベトナム語、中国語で作成し、転入

者に配布したり、外国人総合相談窓

口等に設置している。 

日本語と外国語の指差し会話

集 
通年 多文化共生課 

「地域の会話編」と「防災の会話

編」を日本語、ポルトガル語、スペ

イン語、英語、ベトナム語、中国語

を併記で作成し、各行政区に配布し

たり、多文化共生課窓口等に設置し

ている。 

総合防災マップ 通年 安心安全課 

ポルトガル語、スペイン語、英語、

ベトナム語で作成し、転入者等に配

布している。 

家庭の資源とごみの分け方・

出し方 
通年 資源循環課 

ポルトガル語、スペイン語、英語、

ベトナム語、タガログ語、中国語で

作成し、転入者等に配布している。 

ゴミ分別辞典 通年 資源循環課 

ポルトガル語、スペイン語、英語、

ベトナム語、タガログ語、中国語で

作成し、転入者等に配布している。 

ゴミ収集カレンダー 通年 資源循環課 

ポルトガル語、スペイン語、英語、

ベトナム語、タガログ語、中国語で

作成し、転入者等に配布している。 

太田市 

ポルトガル語・スペイン語・

英語・中国語・ベトナム語・

やさしい日本語版 

広報紙「太田インフォルマ」

の発行 

毎月 10 日発行 
国際課 

国際交流協会 

各小中学校の該当言語児童生徒に配

布したり、行政機関窓口等に設置。 

大泉町 

ポルトガル語・英語版広報紙

「ガラッパ」の発行 

毎月 10 日発行 

年に複数回 特集号発行 
多文化協働課 

公共施設や銀行、郵便局をはじめ、

町内外の外国人学校や、店舗・事業

所などに配布。 

大泉町多文化共生コミュニテ

ィセンターホームページへの

情報掲載 

通年 多文化協働課 

日本語・ポルトガル語・英語による

情報を配信（随時更新）。自動翻訳

機能により、スペイン語・ネパール

語・中国語・韓国語・ベトナム語・

インドネシア語・タガログ語・タイ

語への対応も行っている。 

ごみ収集カレンダーの配布 通年 環境整備課 

英語、ポルトガル語、スペイン語、

ベトナム語、ネパール語、インドネ

シア語、カンボジア語(クメール語)

のごみ収集カレンダー及びごみの出

し方を説明した資料の配布。 

総合防災マップの配布 通年 
安全安心課 

多文化協働課 

3 カ国語（ポルトガル語・英語・日

本語）による洪水ハザードマップと

防災マニュアルの情報を合わせた総

合防災マップの配布。 

「大泉町くらしの便利帳」の

掲載 
通年 長公室 

役場窓口や各種サービスの利用手続

等行政情報、地域情報などをまとめ

たものを HP に掲載。ポルトガル

語・スペイン語・英語のページあ

り。 

転入者への資料配布 通年 
多文化協働課 

住民課 

多文化共生コミュニティセンターの

案内や、ごみカレンダーなど必要な

資料を封筒に入れ、転入者に配布。 

上田市 

ポルトガル語、中国語、イン

ドネシア語の広報紙発行 
毎月発行 人権共生課 

外国籍市民の勤務する企業や外国籍

児童生徒のいる小中学校、関連店舗

等へ配布及びホームページに掲載。 

上田市多言語メールの配信 通年 広報課 

防災情報などを、多言語（英語、中

国語、韓国語、ポルトガル語、イン

ドネシア語、スペイン語、タガログ

語、フランス語、ベトナム語）でメ

ール配信する。 
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都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

「上田市ごみの出し方パンフ

レット」外国語版の配布
通年 廃棄物対策課 

外国籍市民に多言語（中国語･ポル

トガル語・スペイン語・英語・韓国

語・タイ語・インドネシア語・ベト

ナム語）で作成し、配布している。

多言語及びやさしい日本語版
ホームページ 通年 広報課 

市ホームページの自動翻訳サービス

により、多言語（12 言語）及びや

さしい日本語による各種情報を提供 

「上田市ごみ分別アプリ」の

外国語対応 
通年 廃棄物対策課 

外国籍市民向けにアプリを４言語

（英語・中国語･ポルトガル語・ベ

トナム語）対応にしている

飯田市 

市政情報の多言語及びやさし

い日本語による情報発信 
通年 

共生・協働推進課 

広報・ブランド推進課 

外国人住民に多言語、やさしい日本

語により市政情報を提供する 

コミュニティーラジオ「いい

だ FM」 

行政情報多言語放送 

通年（毎週土、日） 共生・協働推進課 
市の必要な情報をラジオを通じて提

供する。（ポル・中・英 3 カ国語） 

浜松市 

外国語広報紙ポルトガル語

版・英語版・やさしい日本語 
毎月 20 日発行 広聴広報課 

希望する自治会、協働センター、

小・中学校等に配布し、web で公開 

広報紙の多言語 Web 配信 

（広報プラス） 
通年 広聴広報課 

広報紙「広報はままつ」の Web 上で

のやさしい日本語を含むおよそ 100

言語による配信（自動翻訳・音声読

み上げ機能） 

浜松市公式ホームページ 

自動翻訳機能の運営 
通年 広聴広報課 

英語、ポルトガル語、スペイン語、

中国語（簡体）、韓国語、フィリピ

ノ語、ベトナム語に対応。

浜松市公式多言語生活情報サ

イト「カナル・ハママツ」の

管理運用 

通年 国際課 

在住外国人向けに、生活・行政情報

を提供。 

やさしい日本語、ポルトガル語、英

語、フィリピノ語、スペイン語、中

国語（簡体）、ベトナム語の７言語

で運営 

在留外国人向けオリエンテー

ションツール「ウェルカムパ

ック」の増刷 

通年 国際課 

本市に転入する外国人を対象に住民

登録窓口で配布する、生活に必要な

情報を多言語でまとめたオリエンテ

ーションツール「ウェルカムパッ

ク」の増刷

多文化共生センター運営事業 通年 

国際課 

（多文化共生センタ

ー） 

多文化共生コーディネーターなどの

専門スタッフを配置し、多言語によ

る生活支援や相談業務をはじめ、自

治会の多言語回覧文書の作成・翻訳

など地域における多文化共生の取組

や多様性を生かしたまちづくりに関

連した事業を実施し、浜松市におけ

る多文化共生の推進を図る。 

豊田市 

広報誌（市 HP における自動翻

訳） 
毎月１回 広報課 

月１回発行の市の広報誌について、

Ｗｅｂ上でオンライン版を掲載。市

ホームページの自動翻訳機能で閲覧

可能。（英語・中国語（簡体字・繁

体字）・韓国語・スペイン語・ポル

トガル語・ベトナム語・タガログ

語・やさしい日本語） 

外国語版ホームページ 通年 広報課 

市ホームページに外国語自動翻訳機

能を導入（英語・中国語（簡体字・

繁体字）・韓国語・スペイン語・ポ

ルトガル語・ベトナム語・タガログ

語・やさしい日本語） 

くらしの便利帳外国語版 通年 広報課 

緊急・災害時の対応、市役所での各

種届出や各種手続き、福祉や子育て

に関するくらしに役立つ情報をまと

めた情報誌「くらしの便利帳」の外

国語版（ポルトガル語・中国語・英

語・ベトナム語） 

上田市 
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都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

ごみカレンダー 通年 循環型社会推進課 

ごみの分別や出し方に関する啓発資

料を多言語対応（ポルトガル語・中

国語・英語・スペイン語・ベトナム

語・インドネシア語・タイ語・タガ

ログ語・ネパール語）

※インドネシア語・タイ語・タガロ

グ語・ネパール語は簡易版 

小牧市 

「生活情報誌こまき（ポルト

ガル語・スペイン語・英語・

中国語・ベトナム語・やさし

い日本語）」の発行。 

毎月１日発行 多文化共生推進室 

行政機関窓口などに設置。保育園や

外国人を雇う企業などを通して配

布。 

ごみに関する多言語化（ポル

トガル語・スペイン語・英

語・中国語・インドネシア

語・ベトナム語・タガログ

語） 

通年 ごみ政策課 

ごみに関する啓発アプリを作成。多

言語対応にすることで、外国人へよ

り分かりやすく啓発を行う。 

資源・ごみの分け方と出し方【概要

版】を多言語でデータにて配信。 

防災情報メール配信サービス 通年 防災危機管理課 

防災情報メールを多言語（ポルトガ

ル語、スペイン語、英語、中国語、

ベトナム語）で配信。 

119 番通報等多言語通訳業務委

託 

（英語・中国語・韓国語・ド

イツ語・フランス語・スペイ

ン語・タイ語・ベトナム語・

インドネシア語・マレー語・

タガログ語・ネパール語・ポ

ルトガル語・ロシア語・イタ

リア語・ミャンマー語・クメ

ール語・モンゴル語・シンハ

ラ語・ヒンディー語・ベンガ

ル語）

通年 

消防総務課（消防指令

センター共同運用事

業） 

日本語が話せない外国人が関係する

119 番通報、火災現場活動、予防業

務等の消防業務遂行時に通訳センタ

ーに同時通訳を業務委託するもの。 

救急活動時の救急ボイストラ

の活用 

 （多言語音声翻訳アプリ） 

通年 消防署 

多言語音声翻訳アプリ「救急ボイス

トラ」の入ったタブレットを救急車

両に配備し、日本語が話せない外国

人傷病者に対応。（15 言語対応

可） 

外国語版ホームページ（ポル

トガル語・スペイン語・英

語・中国語・ベトナム語）の

運用 

随時 多文化共生推進室 

外国語人向けの情報を多言語（ポル

トガル語、スペイン語、英語、中国

語、ベトナム語、やさしい日本語）

で発信。その他の情報は、自動翻訳

機能（ポルトガル語、スペイン語、

英語、中国語、韓国語、ベトナム

語）で対応。 

住民異動等に伴う手続き案内

の多言語化（ポルトガル語・

英語・中国語・スペイン語・

ベトナム語） 

通年 市民窓口課 

スマート窓口の呼び出しシステム

（タッチパネル）と自動翻訳機によ

り多言語で案内 

庁内窓口等における多言語対

応支援 
通年 多文化共生推進室 

タブレット端末(78 台)への遠隔通

訳サービスの導入、自動翻訳機(2

台)の配備を行い、庁内窓口等での

多言語対応を支援。 

鈴鹿市 

Web サイトの多言語化(英語・

中国語・韓国語・スペイン

語・ポルトガル語・ベトナム

語、タガログ語、インドネシ

ア語、タミル語、ネパール

語、タイ語) 

通年 情報政策課 自動翻訳による多言語化 

外国語版防災マップ・防災ガ

イドの作成
通年 防災危機管理課 

令和６年４月１日に日本語・ポルト

ガル語・スペイン語・英語・中国

語・やさしい日本語に対応したウェ

ブ版鈴鹿市総合防災マップを公開し

た。また、避難情報、避難方法等を

記載した外国語版の防災ガイドを市

ウェブサイトに公開する。

ごみ集積所、不法投棄禁止外

国語看板補充事業 
通年 廃棄物対策課 

外国語（ポルトガル語、スペイン

語）日本語併記の看板を補充し、利

便を図る。また、不法投棄禁止の啓

発に役立てる。 

豊田市 
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都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

ごみ収集カレンダー等作成事業 通年 廃棄物対策課 

日本語、英語、中国語、ポルトガル

語、スペイン語併記のごみの収集カ

レンダー及び英語、ポルトガル語、

スペイン語、中国語、やさしい日本

語版等、計10言語の「ごみの分け

方・出し方」を作成し配布している。 

外国人向け ウェブサイト及び 

Facebook ペ ージ「Amigo 

Suzuka」による情報発信 

通年 
市民対話課 

外国人交流室 

外国人市民にとって有益と思われる

情報を市ウェブサイト上並びに 

Facebook ページ「Amigo Suzuka」

により広報している。言語は、ポル

トガル語、スペイン語、やさしい日

本語。

外国人向け多言語電子広報

「City Guide Amigo Suzuka」

による情報発信 

通年 
市民対話課 

外国人交流室 

外国人向けの広報誌「City Guide 

Amigo Suzuka」を配信。 

【配信媒体】カタログポケット、

Web ブラウザ 

【配信頻度】月１回（毎月５日） 

【配信内容】「広報すずか」の 20

日号と 5 日号に掲載の情報の内、外

国人住民に取得いただきたい情報を

掲載 

【言語数】計 10 言語 

※やさしい日本語を掲載し、その他

は機械翻訳 

総社市 

ポルトガル語版広報紙「SOJA 

BRAZILIAN NEWS」を作成 
毎月発行 人権・まちづくり課 

毎月，市報からイベント情報をはじ

めブラジル人住民に特に必要な情報

等を選定し編集。市内のブラジル人

世帯に配布。 

中国語版広報紙「総社チャイ

ニーズニュース」を作成
毎月発行 人権・まちづくり課 

毎月，市報からイベント情報をはじ

め中国人住民に特に必要な情報等を

選定し編集。市内の中国人世帯に配

布。 

ベトナム語版広報紙「総社ベ

トナミーズニュース」を作成
毎月発行 人権・まちづくり課 

毎月，市報からイベント情報をはじ

めベトナム人住民に特に必要な情報

等を選定し編集。市内のベトナム人

世帯に配布。 

やさしい日本語版広報紙「広

報そうじゃ やさしい日本語

版」を作成 

毎月発行 人権・まちづくり課 

毎月，市報からイベント情報をはじ

め外国人住民に特に必要な情報等を

選定し編集。市内の外国人世帯に配

布。 

「ごみの正しい出し方」の作成 環境課 

ごみの分別や出し方を記載した冊子

を、英語、スペイン語、ポルトガル

語、中国語、ベトナム語で作成 

鈴鹿市 
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３ 日本語教育 

都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

伊勢崎市 

日本語教室 

一期：５月～７月 

二期：９月～１１月 

三期：１月～３月 

国際交流協会 

市有施設を会場に、日本語や生活ル

ールなどを学ぶための日本語教室を

開催。 

（NPO 法人への委託事業） 

オンライン日本語教室
前期：７月～９月 

後期：１２月～２月 
国際交流協会 

日本語と生活ルールをインターネッ

ト環境下で学べる日本語教室を開

催。 

（民間企業への委託事業） 

日本語ボランティア講師養成

講座 
１０月～１２月 国際交流協会 

日本語学習を支援するボランティア

に興味を持つ人を対象に開催。 

（民間企業への委託事業） 

太田市 「あゆみの会」日本語教室 

通年 

前期：４月～７月 

中期：９月～１２月 

後期：１月～３月 

国際課 

国際交流協会 

多文化共生センターおおたを会場

に、ボランティア講師による日本語

教室を開催し、日本語や日本の文化

を指導。 

大泉町 

大泉国際交流協会の日本語講

座 
通年コース 国際交流協会 ボランティアによる日本語講座。 

多言語サロン 通年 教育指導課 毎週土曜日、町立図書館にて開催。 

上田市 

日本語指導等に関する支援金

の交付 
通年 

人権共生課（上田市多

文化共生推進協会） 

ボランティアによる市内日本語教室

（４か所）へ支援金を交付。 

外国籍市民のための日本語教

室 
通年 

人権共生課（上田市多

文化共生推進協会） 

目的や習得度に応じた日本語教室を

開き、学びの場を提供する。 

飯田市 

各地区日本語教室の開催 通年（毎週１～２） 
各地区公民館 

飯田市公民館 

市内公民館・集会所等で日本語支援

者による日本語教室を開催し、各地

区での外国人住民の地域参画の推進

と地域住民の多文化共生意識の醸成

を目的に開催する。 

外国籍住民の社会参画促進事

業 
通年 飯田市公民館 

（一財）自治体国際化協会の支援を

受け、日本語教育の人材育成と講座

の実施の他、多文化交流事業を開催

する。 

浜松市 

外国人学習支援センター運営

事業 
通年 国際課 

外国人の子供から大人までを対象と

した総合的な学習支援の拠点とし

て、日本語教室をはじめ、日本語学

習等支援者養成講座、多文化体験講

座等の各種講座を市民協働により実

施。 

（外国人学習支援センター運

営事業） 

地域日本語教育の総合的な体

制づくり推進事業 

通年 国際課 

総合調整会議の設置 

総括コーディネーターの配置 

地域日本語教育コーディネーターの

配置 

日本語教室（浜松版生活日本語コー

ス（～B1）、平日/休日読み書きク

ラス、ひらカタ漢字クラス、若者ク

ラス、外国籍児童生徒向けクラス）

企業と連携した外国人支援者育成 

大学と連携した日本語学習支援者養

成 

日本語学習支援ポータルサイトの運

用 

（外国人学習支援センター運

営事業） 

日本語学習等支援者養成事業 

通年 国際課 

日本語学習支援ボランティア養成講

座 

日本語学習支援者スキルアップ研修 

教職員多文化共生講座 

（外国人学習支援センター運

営事業） 

地域日本語学習支援事業 

通年 国際課 

日本語学習支援団体ネットワーク会

議 

地域日本語学習コーディネート業務 

日本語学習支援ボランティア活動コ

ーディネート業務 

地域における日本語学習支援業務 

外国人材等日本語学習支援事

業費補助金 
随時 国際課 

従業員の日本語能力試験 N3 以上の

認定取得に要する経費を負担する事

業者に対し補助金を交付する。 
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都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

母国語支援 通年 教育委員会教育支援課 

ポルトガル語、スペイン語、ベトナ

ム語の３教室を開設。土曜日の 2 時

間程度実施。※NPO 団体への委託事

業 

日本語・学習支援 通年 
教育委員会 

教育支援課 

市内の市立小中学校において、在籍

する児童生徒に生活言語や学習言語

を習得させるために、取り出しや入

り込みによる日本語・学習支援を行

う。市内を 3 つのエリアに分け、支

援者を学校に派遣する。※NPO 団体

への委託事業 

豊田市 

日本語学習支援事業①とよた

日本語学習支援システムの運

用②にほんごひろば 

①通年

多様性社会共創課 

定住化の進む外国人が、生活に必要

不可欠な日本語能力と市の制度や生

活ルール等の基礎知識を習得できる

仕組みの運用 

※豊田市国際交流協会への委託事業

②通年

金・土・日 

（会話・読み書きクラス） 

会話・読み書きクラス 

※豊田市国際交流協会への委託事業

外国人幼児向け日本語 教育

事業 
通年 多様性社会共創課 

外国人の幼児向けに、今後の生活に

スムーズに適応するために必要な日

本語を習得する教室を開催 

また、保護者に対しても、子どもの

言語習得に関する啓発活動を実施 

※NPO 法人への委託事業

小牧市 日本語教室 

通年 

一期：５月～８月 

二期：９月～１２月 

三期：１月～３月 

国際交流協会 

日本語教師による日本語教室を開催

し、日本語や日本文化を指導。レベ

ルごとに A～Ｉまでの計９クラスを

開講。 

鈴鹿市 

日本語教室 通年 鈴鹿国際交流協会 

市内日本語教室を実施しているボラ

ンティア団体への運営委託（市内３

教室）。 

※令和６年度までは市から各教室へ

補助金を交付していた。 

日本語講座 
全 12 回×1 期（前期）

全 12 回×1 期（後期） 
鈴鹿国際交流協会 

日本語教師による入門・初級レベル

の学習者に向けた日本語教室を行

う。 

初級オンライン日本語教室 
１期目：７月～９月 

２期目：１１月～２月 
鈴鹿国際交流協会 

市内企業で働く外国人労働者とその

家族の日本語能力向上を目的に本年

度から開催する。 

対象のレベルは入門（N5 相当）、

初級（N4）を予定しており、日中と

夜間の時間で開催する。 

日本語学習支援ボランティア

養成講座 
4 日間＋教室見学 鈴鹿国際交流協会 

日本語を教えてみたい市民向けに養

成講座を開催する。 

総社市 

地域でつながる日本語教室 
毎年 6 月～3 月 

毎週日曜日（全 30 回） 
人権・まちづくり課 

外国人住民を対象とした日本語教育

と日本人住民を対象とした人材育成

研修を実施する。 

外国人住民に対しては，教室内で日

本での生活に必要な情報を提供する

とともに，交流活動を通じて外国人

住民の言語生活をサポートする人材

を地域の中から発掘・育成する。 

地域に根ざした日本語学習サ

ポーター育成研修 

毎年 6 月～9 月 

・学習研修（全 3 回）

・実践研修

毎週日曜日（全 30 回）

人権・まちづくり課 

地域コミュニティ連携防災訓

練事業 
年１回 人権・まちづくり課 

外国人住民に対し，地域コミュニテ

ィ協議会，外国人防災リーダー，行

政が連携し，行政主催の防災訓練に

外国人住民が参加し，防災知識や災

害時の日本語を体験的に学習すると

ともに，地域の日本人住民と「顔の

見える関係づくり」を行う。 

地域ではぐくむ子育て応援事

業 
年４回 人権・まちづくり課 

市内の保育・子育て NPO 法人との連

携により，子育て世代の外国人保護

者と子供を対象に，同世代の親子が

集まる交流の場に参加する機会を提

供し，育児に関する基礎的知識，育

児用語や学校用語など子育てに関す

る日本語の習得を目指す。 

浜松市 
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４ 教育 

都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

伊勢崎市 

子ども日本語教室未来塾業務

委託 
通年 教育部総務課 

外国籍児童生徒などに対する初期の

日本語指導や学習支援をボランティ

ア団体に委託

巡回型日本語指導コーディネ

ーター（TJC） 
通年 学校教育課 

日本語指導の経験豊かな教員を小中

の校種ごとに 1 人ずつ任命し、週に

一度、日本語教室未設置校を巡回

し、指導体制を整えるための助言を

行う。 

外国籍児童生徒学校生活支援

助手 
通年 学校教育課 

ポルトガル語やスペイン語など外国

語に堪能な人材を 30 人任用。学習

支援を行ったり、外国籍児童生徒の

学校生活における相談に乗ったり、

保護者への通訳や通知の翻訳を行っ

たりしている。 

日本語教育研究班 通年 学校教育課 

日本語教室担当教員（有志）による

自主研究班。大学教員の助言を得な

がら本市の日本語教育の課題に対応

できるように研究を進めている。 

太田市 

プレクラス「ひまわり教室」 

（公立学校における帰国・外

国人児童生徒に対する決め細

かな支援事業） 

通年 学校教育課 

外国人児童生徒が公立小中学校への

適応を図るために必要な初期指導を

行うとともに、その保護者へオリエ

ンテーションを実施する。

バイリンガル教員の配置 通年 学校教育課 

教員免許を持ったバイリンガル教員

を主要校に配置し、単独での教科指

導を含めた、きめ細かな指導や教材

研究及び連携連絡の促進を図る。 

日本語指導助手の配置 通年 学校教育課 

日本語と外国人の子どもたちの母語

（ポ/ス/中/タ/べ）の双方に堪能な

人材を配置し、指導支援、通訳翻訳

等を実施する。 

外国人児童生徒放課後学習支

援 
通年 

国際課 

国際交流協会 

外国にルーツを持つ児童生徒への学

習支援・日本語指導を実施する。 

大泉町 

小中学校「日本語学級」設置 通年 教育指導課 

全公立小中学校に英語・ポルトガル

語・スペイン語と日本語のできる指

導助手を配置。合計 13 名。 

多言語サロン 通年 教育指導課 毎週土曜日、町立図書館にて開催。 

地域外国人学習支援 通年 国際交流協会 

ボランティアによる外国人児童生徒

などに対する教科の学習支援を実

施。 

地域外国人就学支援 随時 国際交流協会 
勉学意欲があり、就学支援を要望す

る外国籍住民を対象に実施。 

上田市 

集中日本語教室「虹のかけは

し」、日本語教室 
通年 学校教育課 

外国籍児童生徒の公立小中学校への

適応を図るために必要な指導援助を

県と共同で行う。(市費は補助者の

み） 

外国籍児童生徒生活支援事業 通年 学校教育課 

小中学校に週１回程度巡回派遣し、

日本語指導を行う。必要に応じて生

活習慣の指導や保護者との連絡、通

訳を行う。 

外国籍児童生徒支援員 通年 学校教育課 

外国籍児童生徒の公立小中学校への

就学・通学の相談、学校と保護者と

の連絡調整、学校文書の翻訳等を行

う。 

進学・教育ガイダンス 年 1 回 人権共生課 

小中学校の外国籍児童生徒や保護者

を対象とした進路の相談や指導を行

う。 

外国籍児童生徒の日本語学習

支援ボランティア登録制度 
通年 人権共生課 

小中学校等からの要請に応じて、登

録している日本語の学習支援ボラン

ティアを派遣する。
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都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

飯田市 

外国籍児童･生徒共生支援員の

配置 
通年 教育センター 

母語支援を必要とする児童生徒の多

く在籍する学校を中心に、児童･生

徒が公立小中学校へ適応するために

必要な指導援助を行う。 

外国籍児童･生徒支援のための 

通訳・翻訳 
通年 教育センター 

学校と日本語支援を必要とする児

童･生徒の保護者との意思疎通のた

めに、必要に応じて通訳や翻訳を行

う。 

外国人就学促進事業 通年 教育センター 

学校内で日本語の支援を必要とする

児童生徒及び不就学の外国人の子ど

もに対する日本語、教科、母語の指

導を行う。 

外国人児童・生徒キャリア形

成支援事業 
通年 

共生・協働推進課飯田

市公民館飯田国際交流

推進協会 

外国人児童、生徒のキャリア形成に

つなげるための日本語学習支援や交

流事業を行う。 

浜松市 

外国につながる次世代の学習

支援事業 
通年 国際課 

外国にルーツを持つ青少年の社会参

加を促進するため、外国人青少年の

支援に係る関係諸機関と連携して

「外国にルーツを持つ青少年のキャ

リア支援事業」を実施。

外国人学校教育事業費補助金 通年 国際課 

市内の南米系外国人学校のうち静岡

県から各種学校として認可を受けた

学校に対し補助金を交付する。 

外国人学校児童生徒教科書購

入費補助金 
通年 国際課 

南米系外国人学校に通う児童生徒の

うち、教科書を購入する学齢期の児

童生徒の保護者に対し補助金を交付

する。 

外国人学校への日本語教師派

遣 
通年 国際課 

外国人児童・生徒の教育支援に資す

ることを目的とし、市内の外国人学

校に対して日本語教師を派遣する。 

外国人の子どもの不就学ゼロ

作戦事業 

（定住外国人の子供の就学促

進事業） 

通年 国際課 

外国人の子どもの不就学を生まない

仕組み（浜松モデル）を関係諸機関

との連携により推進し、不就学等就

学に課題を抱える外国人の子供の学

びの場を確保するとともに、公立学

校や外国人学校等教育機関への就学

につなげるために必要な支援を行

う。 

相談員の要請訪問 通年 
教育委員会 

教育支援課 

相談員が学校の要請によって学校訪

問を行う。 

外国人児童生徒就学サポータ

ー 
通年 

教育委員会 

教育支援課 

外国人児童生徒が多く在籍する小中

学校へ母国語が話せるサポーターを

派遣し、通訳･翻訳等適応指導全般

にかかる業務を行う。 

外国人児童生徒教科指導員 通年 
教育委員会 

教育支援課 

特別の教育課程を編成した指導が実

施できるよう、小中学校に教員免許

を持っている者を学校に配置または

派遣する。 

母国語支援 

※再掲
通年 

教育委員会 

教育支援課 

ポルトガル語、スペイン語、ベトナ

ム語の３教室を開設。土曜日の 2 時

間程度実施。 

※NPO 団体への委託事業

プレスクール 1～3 月 
教育委員会 

教育支援課 

小学新 1 年生とその保護者対象に、

１～３月の土曜日に８回開催。対象

は、日本の就学前教育を受けていな

いか、その就園期間が半年に満たな

い子供とその保護者。内容は初期適

応指導と親子日本語教室及び入学準

備ガイダンス 

就学の手引き 通年 
教育委員会 

教育支援課 

外国人児童生徒等の就学促進のた

め、本市の指導体制を学校及び保護

者に向けて周知する。 

保護者版は（やさしい日本語、ポル

トガル語、英語表記）
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支援者研修 通年 
教育委員会 

教育支援課 

外国人指導リーダー研修、バイリン

ガル研修、教科指導員研修、やさし

い日本語研修 

日本語･学習支援 

※再掲
通年 

教育委員会 

教育支援課 

市内の市立小中学校において、在籍

する児童生徒に生活言語や学習言語

を習得させるために、取り出しや入

り込みによる日本語・学習支援を行

う。市内を 3 つのエリアに分け、支

援者を学校に派遣する。 

※NPO 団体への委託事業

ステップアップクラスの開催 通年 
教育委員会 

教育支援課 

高校進学を目指す、学習内容の理解

を深めたいと希望する外国人生徒を

対象とした、学習支援教室を開催す

る。 

ロールモデル派遣事業 通年 
教育委員会 

教育支援課 

現在社会で活躍する外国人の経験を

伝える講座を学校で開催し、外国人

生徒の就学や進路選択に対する意欲

等を啓発する。 

進路について語る会 年 2 回 
教育委員会 

教育支援課 

浜松市内在住の外国人児童生徒と保

護者を対象として実施する。浜松市

で進学・就職をすることを見据えた

情報提供を行う。個々の相談にも対

応するために、ポルトガル語、スペ

イン語、フィリピノ語、ベトナム

語、中国語、インドネシア語の通訳

が対応する 

初期日本語指導拠点校 通年 教育委員会教育支援課 

中学生年齢で初めて日本の学校に編

入する生徒を対象とし、通級による

初期日本語指導及び日本語基礎指

導、教科の補習を行うことで、在籍

校への円滑な適応を図る。10 週間

(週 4 日は通級し、週 1 日は在籍校

に投稿する）令和 6 年 4 月から「浜

北教室」を開設し、「江南教室」と

の 2 教室に増設。 

豊田市 

外国人青少年に対する健全育

成事業 
通年 多様性社会共創課 

外国人児童生徒への学習支援や外国

人青少年の自立支援事業 

※ＮＰＯ法人への委託事業

外国ルーツの子どもへの日本

語学習を通じた就学サポー

ト・居場所づくり事業

通年 多様性社会共創課 

複雑な問題を抱える子どものケア 

社会適応のための初期日本語・学習

指導 

※ＮＰＯ法人への委託事業

母語・継承語保持教室の開催

支援 
通年 国際交流協会 

子どもを対象にした母語・継承語保

持教室の開催支援 

国際理解教育事業 

（小・中・高等・特別支援学

校） 

年５回 多様性社会共創課 

市内の小・中・高等・特別支援学校

に通う児童生徒に各国の文化などを

紹介 

学校日本語指導員の配置 通年 学校教育課 

日本語教育が必要な外国人児童生徒

への学習支援及び保護者との通訳や

翻訳を行う 

プレスクール １１月～３月 学校教育課 

新 1 年生になる外国人幼児への初期

日本語指導・小学校への適応指導を

行う 

※NPO 法人への委託事業

外国人学校教育推進費補助金 通年 教育政策課 

外国人学校（ブラジル人学校）に運

営費の一部を補助する 

教職員の人件費補助 ：上限 70 万円 

外国人学校通学費特別補助金 通年 教育政策課 

朝鮮人学校に就学する児童・生徒の

通学費の一部を補助する 

一律：1 万 2 千円

都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

浜松市 
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都市名 事業名 事業期間 事業担当部署 備考 

小牧市 

日本語初期教室 通年 学校教育課 

日本語の指導を３ヶ月間集中的に行

い、日本の学校への就学および適応

が円滑に行えるように指導する。 

語学相談員 通年 学校教育課 

各学校を巡回指導して日本語教育が

必要な外国人児童生徒の学習支援や

補助や進路相談等の通訳、保護者へ

の連絡事項などの翻訳を行う。 

日本語指導員 通年 学校教育課 

各学校を巡回指導して日本語教育が

必要な外国人児童生徒への日本語指

導を行う。 

プレスクール 11 月～3 月 国際交流協会 

小学校入学前の児童に対し、日本の

学校にスムーズに順応できるよう、

日本語や学校生活について 5 ヵ月間

(14 回)指導する。 

鈴鹿市 

外国人児童生徒サポート事業/ 

受入促進事業 
通年 教育支援課 

①国際教室のない学校に日本語指導

支援員を配置する。 

②家庭訪問等による保護者の支援、

子どもの適応支援を行う就学促進

員・母語協力員を配置する。 

③JSL 生徒と保護者を対象に進路ガ

イダンスを企画運営する。

④就学年齢に達した子どもとその保

護者を対象に入学ガイダンスとプレ

スクールを企画運営する。

⑤指導者の育成を図るため、研修会

を開催する。  

外国人児童生徒サポート事業/ 

就学支援事業 
通年 教育支援課 

①就学支援教室を設置する。

②就学支援教室に、コーディネータ

ーを配置する。 

③就学支援教室にバイリンガル指導

員を配置する。 

外国人児童生徒サポート事業/

適応支援事業 
通年 教育支援課 

①市内に在籍する JSL 児童生徒のた

めに巡回支援をおこなう外国人児童

生徒支援員を配置する。②JSL 児童

生徒の割合が多い学校に、外国人教

育指導助手を配置する。 

総社市 日本語教育サポート事業 通年 学校教育課 

日本語と外国語（ポルトガル語）を

話すことができる人材を日本語教育

サポーターとして１人配置し，外国

人児童生徒の保護者への通訳，文書

翻訳等の業務を行い，外国人児童生

徒の学校生活への円滑な適応を支援

する。 
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群馬県伊勢崎市「やさしい日本語研修」 

外国籍住民の増加や多国籍化が進む中で、各所属の職員に「やさしい日本語」の知識やス

キルを定着させることを目的として研修を実施しました。講師の方から、「はっきり」「さい

ごまで」「みじかく」といった「やさしい日本語」のコツをレクチャーしてもらったほか、

実際に想定される窓口での案内を「やさしい日本語」に変えて説明してみるグループワーク

などを行いました。実施後の参加者アンケートでは、9割以上が研修に満足し、今後、日常

業務で活用できそうだとの回答であったため、今後も実施していく予定です。 

研修の様子 

地域における多文化共生の推進に中心的な役割を果たしている６人を、「伊勢崎市多文化

共生キーパーソン」として認定し、市の多文化共生事業に協力をいただいています。 

令和７年２月には、市長との座談会を実施し、外国籍住民が地域で生活していくうえで抱

えている問題などについて意見交換をしました。 

 また、キーパーソンと協力しながら、「多文化共生フェスタいせさき２０２４」を開催し

ました。イベントでは、ベトナム、ブラジル、ペルー、ミャンマーなどといった国や地域の

ダンスや伝統衣装が披露され、スリランカ、ネパール、パキスタン、バングラディシュなど

の各国の料理も味わうことができ、国籍関係なく参加者が多文化交流を楽しみました。 

座談会の様子 多文化共生フェスタの様子 

５ 各会員都市における取組事例 
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群馬県太田市「多文化共生センターおおた開設」 

２０２４年１２月１日、国籍の異なる市民が相互理解を深め、共に安心して暮らせる多文

化共生社会の実現を目指し「多文化共生センターおおた」を開設しました。 

開設を記念し特別イベントを開催、民族舞踊の披露や多国籍料理のキッチンカー出店・ボ

ランティア団体の活動紹介など、多彩なプログラムにより多くの交流を図りました。

また、新規事業として「外国にルーツを持つ児童生徒放課後学習支援事業」をスタート。

市内小中学生が学校生活を充実できるよう、学習支援や日本語指導に取り組んでいます。 

群馬県太田市「太田日本語教室 あゆみの会」 

「太田日本語教室 あゆみの会」は、太田市で３０年以上日本語教室を開催しているボラ

ンティア団体です。多文化共生センターおおたを拠点に、毎週日曜日、火曜日、水曜日の 3

期制で教室を開催し、令和６年度は２５カ国５４６名の受講生を迎えました。 

年間を通じて、受講者一人ひとりのレベルに合わせたカリキュラムを提供し、日本語学習

を支援しています。また、日本語の学習だけでなく、講師や他の受講生との交流も大切にし

ており、日本文化への理解を深めるためのバス研修や日本文化体験なども実施しています。 

これらの活動を通じて、日本の自然や文化についての知識を広げ、より豊かな多文化共生

の実現に貢献しています。 
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群馬県大泉町「多文化共生懇談会」 

 「多文化共生懇談会」では、外国籍住民が多く集まる場所や機会を捉え、町職員がその場

へ出向き、町からの情報提供や外国籍住民からの情報収集を行っています。町の多文化共生

の基本目標である「正しい情報を正しく伝え正しく理解してもらう」ためにも、様々な機会

を捉えて実施しています。 

ポルトガル語での落語会では、日系ブラジル人３世の落語家・らむ音氏を講師に迎え、日

本文化を楽しむとともに、町から情報提供を行いました。 

外国人キーパーソンとの意見交換会では、町長を交え、地域のキーパーソンから町の取組

に対する意見を伺いました。 

ポルトガル語落語会 外国人キーパーソンとの意見交換会 

群馬県大泉町「多文化共生地域交流会」 

 「多文化共生地域交流会」では、地域における多文化共生の推進を目的として、地域に住

む日本人と外国籍住民を繋げる取組をしています。 

令和６年１０月には、新たな取組として、ハロウィーンイベント「いずハロ☆ワールド」

を開催しました。日本人をはじめ、ブラジル、ベトナム、ウクライナの４か国５２名の参加

者が集まり、仮装をしてパレードやダンスを楽しみました。パレード中にはミニゲームや各

国のお菓子試食コーナーを設置し、様々な国籍の住民が相互に文化を学び合いながら、楽し

く交流する場となりました。 

いずハロ☆ワールドの様子① いずハロ☆ワールドの様子② 
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長野県上田市「にほんご アムアム」 

上田市では、地域の多文化共生を推進する「上田市多文化共生推進協会（AMU）」を中

心に、地域の多様なニーズに応じた教育機会を提供し、多文化共生のまちづくりに力を入

れています。AMUでは、すべての年齢層を対象とした日本語教室「にほんご アムアム」

を開催しています。この教室では、大人や子ども向けに専門の日本語支援コーディネータ

ーが指導にあたり、日本語を学びたい方とボランティアのマッチングを通じて、サポート

を行っています。 

また、日本語を教えるボランティアのスキル向上や新しいボランティアの募集を目的と

した日本語支援者養成講座を毎年実施しています。 

長野県上田市「うえだ多文化交流フェスタ」 

AMUでは、外国籍市民と地域住民の交流のため、「多文化交流フェスタ」を開催してい

ます。外国籍市民の母国の文化、関係団体等の活動を紹介する展示ブースや防災意識の

啓発のための防災ブースがあります。また、この日のために練習をしてきた世界各地の

歌や踊り、様々な楽器の演奏などで盛り上がるステージ発表、世界各地を代表する料理

の試食があります。  

「にほんご アムアム」学習の様子 日本語支援ボランティアステップ 

アップ研修の様子
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長野県飯田市 市民交流施設「ムトスぷらざ」を拠点とした日常的な国際交流 

 中心市街地に立地する市民交流施設「ムトスぷらざ」を拠点に、外国人住民の皆さんとの

日常的な交流の機会を作ることで、相互理解をもとに多文化共生につなげる事業を実施して

います。 

１．ハッピープロジェクト～世界の料理と文化を知ろう 

 市内に暮らす外国人住民の皆さんを講師に、世界の料理体験や文化を知る講座を開催し、

相互理解に取り組んでいます。これまでに、フィリピン、タイ、ベトナム、中国、スリラン

カ、フランス、カナダ、ウクライナ等の国の料理体験やお話を通じて、お互いの交流や講師

の国の理解を深めています。 

２．NIHONGO & MIRAI クラブ 

 義務教育課程を卒業した外国人住民の若者を中心に、交流や就業した先輩の話を聞くなど

の、キャリア形成に関わる事業を実施しました。

　実施にあたっては、外国につながりのある若者がクラブ運営のスタッフとして関わり、

多文化共生支援員やそのサポーターの皆さんと連携しました。 

様々な世代の外国人住民や日本人住民との交流を通した、若者の居場所づくりとともに、

自身のキャリアを考える機会となっています。 
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静岡県浜松市「浜松版生活日本語教育プログラムの本格実施」 

浜松市では、日本語教育施策推進の拠点施設として「浜松市外国人学習支援センター」を

開設しており、地域日本語教育推進の体制づくりを進めています。 

令和 7 年 4 月からは、全国の自治体初となる「生活」に関する年間 600 時間の「浜松版

生活日本語教育プログラム」の本格実施を開始しました。 

このプログラムは、文部科学省「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」の採択

を受け、「日本語教育の参照枠」に基づく「生活 Can do」を参照した質の高い体系的な日本

語教育を編成・提供するものです。 

浜松での日常生活の中で日本語を使って“できること”が広がり、より生活が有意義な時

間となるよう、自立した言語使用者として社会参画し、自己実現するために必要な日本語学

習機会を提供します。 

校外学習（バス乗車） 消火器体験 

開講式 学習の様子 
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愛知県豊田市「豊田市多文化共生推進協議会」 

豊田市では、外国人住民とともに互いを尊重し暮らすことができるふれあいのあるまち

づくりを進めることを目的として、 平成１３年に「豊田市多文化共生推進協議会」を発足

させました。以来、多文化共生に関する様々な課題に対して「ワーキング部会」を設置

し、議論を深めてきました。

令和６年度は、多文化共生の担い手促進を目的に、若者の関心を高めるためのハンド

ブックを作成しました。市内において多文化共生の分野で活躍する団体や個人の活動事

例、活動を始めたきっかけや活動に対する想い等を紹介し、多文化共生を身近に感じられ

るよう周知を図りました。

令和７年度は、これまでの成果を踏まえ、次期豊田市国際化推進計画の策定に着手して

います。計画策定委員会を組織し、国籍や文化的背景の違いにかかわらず、互いを尊重

し、支え合いながら、多様な市民と共に創る多文化共生都市とよたの実現を目指します。 

愛知県豊田市「外国人の幼児向け日本語教育事業」 

外国人の集住地域において、外国にルーツを持つ児童生徒の中には日本で生まれ育った

場合でも、学校における学習言語への対応が難しく、日本語のサポートが欠かせない状況

にあります。 

豊田市では、外国につながる子どもに対し、幼児期から日本語の基礎を育むことで「言

葉の力」を身につけ、就学後の学校生活や教科学習において主体的に学ぶ力を養うことを

目的に、令和２年度より幼児向け日本語教室を開設しています。令和７年度は市内７箇所

で実施しており、遊びや体験を通して日本語を身に付けることができる教室を実施すると

ともに、保護者や保育者に対して、子どもの日本語の習得と母語・継承語の保持に関して

共に考える機会を設けています。 

今後の外国人人口の増加に伴う在住外国人の多国籍化や、散在地域の広がりによる日本

語教育の必要性の広域化に対応するため、幼児向け日本語教育の担い手の育成・確保を図 

っていきます。 
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愛知県小牧市「外国人のための合同相談会」 

令和７年７月２７日（日）に、名古屋出入国在留管理局と共催で「外国人のための合同

相談会」を小牧市役所で実施しました。愛知労働局、ハローワーク春日井、法テラス愛

知、名古屋北年金事務所、市収税課の方にもご協力いただき、各ブースで通訳付きの相談

会を行いました。事前予約でほとんどの相談コマが埋まり、当日は３２組、４５名の方の

相談を受けることができました。予約時に相談内容を聞き取ることで、当日は個別具体的

な相談をすることができ、ご好評いただきました。 

愛知県小牧市「小牧市国際交流協会設立３０周年記念式典」 

令和６年１２月１日、小牧市国際交流協会は設立３０周年を迎え、市内のホールにて記念

式典を開催しました。式典では、協会の発展に長年ご尽力いただいた法人会員・団体３組お

よび個人会員１１名の方々に感謝状を贈呈しました。また、市内に在住・在勤・在学されて

いるパキスタン、中国、ベトナム出身の３名の方によるスピーチが行われ、日本人市民と外

国人市民が協働して魅力的な国際交流と活気ある地域活動を推進する「笑顔あふれる支え合

いと活力ある地域」の実現を目指した未来宣言が発表されました。 
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三重県鈴鹿市「企業向けオンライン初級日本語教室の実施」 

本市は、（公財）鈴鹿国際交流協会と連携し、市内企業の外国人労働者とその家族を

対象とした「企業向けオンライン初級日本語教室」を実施しました。本教室は第１クー

ル（７月～10月）、第２クール（11 月～２月）の２期に分けて開催し、延べ ８社33名の

外国人労働者が参加しました。 

本教室の特徴は、受講申込みを企業の担当者に行っていただく点にあります。日本語

教育の受講を外国人労働者自身に任せるのではなく、企業が申込みや学習環境の整備

等を補助することで、外国人従業員の日本語学習を「会社全体の取組み」として位置づ

け、社内における多文化共生を考えるきっかけとしました。加えて、賛同いただいた企

業に国際交流協会の賛助会員となっていただくことで、本市の多文化共生の取組に継続

的に関わっていただく“地域貢献の枠組み”として位置づけました。

また、外国人労働者にとって、上司や同僚などから受講を勧められることで前向きに

参加しやすく、結果として全参加者の出席率はほぼ 100％を維持することができまし

た。日本語教師の有資格者に講師を務めていただくことで、参加者アンケートでは高い

満足度が示され、企業からも「外国人従業員が日本語学習に積極的になった」「日本人

従業員との会話が増えた」といった評価をいただきました。 

育成就労制度の導入が１年半後に迫る中、全国的に外国人労働者とその家族の一層の

増加が予想されます。そうした状況においては、企業が多文化共生の拠点として重要な

役割を果たし、企業内での日本語教育をいかに推進するかが大きな課題となります。 

「そうじゃ2025」での議題の一つである「企業等の日本語教育推進」に向けて、日本

語教育の趣旨に則り、国・自治体・企業が連携して取り組むことの重要性を、本取組は

まさに体現しています。 

≪画像①≫
やさしい日本語版チラシ

≪画像②≫
企業向けチラシ 

≪画像③≫
参加者に手渡した修了証 
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岡山県総社市「総社市外国人防災リーダーの養成」 

総社市では、平成２５年度から「外国人防災リーダー」の養成研修を行っています。 

外国人防災リーダーは、災害時に情報弱者になりがちな外国人市民の自助・共助の担い手

として、行政とも連携できる人材として期待されています。 

研修では、普通救急救命講習のほか、総社市で起こった過去の災害状況を知り、今後予想

される災害について学ぶとともに、外国人防災リーダーとしての今後の取り組みについて話

し合うワークショップを実施しています。 

令和７年度の研修では、新たに１３名の仲間が加わり、総社市外国人防災リーダーのメン

バーは１１カ国８５名となりました。ワークショップでは、「地震が起きた時にどう行動す

ればいいか」を参加者全員で考えました。 

また、令和５年度には、避難や平時の備えなどの情報を多言語化した「防災マニュアル」

の作成に取り組み、やさしい日本語を含む８ヶ国語のマニュアルを作成しました。 

平成３０年７月豪雨（西日本豪雨）の際には、市内の広域で水害に見舞われる中、防災リ 

ーダーは自主的に被災者のために災害ゴミの撤去作業や、復旧等の手続きに関する相談に日

本人・外国人市民の分け隔てなく対応しました。 

今後も研修を重ね、外国人防災リーダーを中心とした外国人市民が，災害時に「支援する

側」の担い手となるよう取り組みを続けていきます。 
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関係省庁資料 

※機構順

文部科学省　日本語教育課 60 

文部科学省　国際教育課　 90

厚生労働省　外国人雇用対策課 104
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0
,0

0
0

1
5
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

2
5
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0

3
5
0
,0

0
0

平
成
２
年

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

令
和
元
年

2
3

4
5

6

（
施
設
・
機
関
数
）

（
人
）

日
本

語
教

師
等

数
日

本
語

学
習

者
数

日
本

語
教

育
実

施
機

関
・

施
設

等
数

2

国
内
の
日
本
語
学
習
者
、
教
育
機
関
・
施
設
及
び
日
本
語
教
師
等
数
の
推
移

出
典

：
文

部
科

学
省

「
日

本
語

教
育

実
態

調
査

」
（

令
和

６
年

度
）
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機
関
等
数

教
師
等
数

学
習
者
数

法
務
省
告
示
機
関

6
4
8
（

2
4
.3
％
）

1
4
,4

2
4
（

2
8
.6
％
）

1
3
6
,2

3
2
（

4
6
.3
％
）

大
学
等
機
関

4
8
1
（

1
8
.0
％
）

4
,4

5
6
（

8
.8
％
）

5
4
,9

2
8
（

1
8
.7
％
）

国
際
交
流
協
会

3
2
0
（

1
2
.0
％
）

8
,3

2
9
（

1
6
.5
％
）

2
4
,4

7
7
（

8
.3
％
）

地
方
公
共
団
体

3
2
9
（

1
2
.3
％
）

7
,8

5
5
（

1
5
.6

%
）

2
7
,0

5
0
（

7
.6
％
）

教
育
委
員
会

1
9
6
（

7
.3
％
）

2
,2

5
8
（

4
.4
％
）

1
0
,1

6
8
（

3
.9
％
）

任
意
団
体

5
1
0
（

1
9
.1
％
）

7
,8

2
9
（

1
5
.5
％
）

1
9
,6

2
9
（

5
.5
％
）

そ
の
他

1
8
5
（

6
.９
％
）

5
,1

6
0
（

1
0
.2
％
）

2
1
,7

1
4
（

7
.3
％
）

合
計

2
,6

6
9

5
0
,3

0
9

2
9
4
,1

9
8

・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
5
3
.1
％

・
非
常
勤
に
よ
る
者
3
3
.3
％

・常
勤
に
よ
る
者

1
3
.6
％

（
注
）
令
和
６
年
度
日
本
語
教
育
実
態
調
査
よ
り
抜
粋
。
調
査
票
を
送
付
し
、
回
答
が
あ
っ
た
機
関
の
み
を
集
計
。

3

主
体
別
日
本
語
教
育
実
施
機
関
数
／
教
師
数
／
学
習
者
数
の
内
訳
（
令
和
６
年
度
）

出
典

：
文

部
科

学
省

「
日

本
語

教
育

実
態

調
査

」
（

令
和

６
年

度
）
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4
6
4

4
5
6

5
0
9

3
1
8

3
6
0

2
8
1

3
6
4

6
5
2

5
9
6

5
7
0

6
4
8

6
4
4

6
9
5

3
7
9

3
6
6

3
1
4

4
0
3

4
6
6

5
0
6

6
1
8

6
0
2

6
6
1

6
9
7

6
3
4

6
4
8

2
9
6

3
1
1

4
3
9

4
1
1

4
3
1

4
2
3

3
3
4

3
5
7

3
3
9

3
5
0

3
3
8

3
2
0

2
7
0

2
2
9

3
9
6

4
1
6

4
1
5

4
6
6

3
7
2

4
2
4

4
4
0

5
2
2

5
6
6

5
2
5

3
5
7

5
6
0

4
7
8

5
4
5

5
2
1

5
1
6

5
3
1

5
6
6

5
3
7

5
3
1

5
4
7

5
4
5

4
8
1

0

5
0
0

1
0
0
0

1
5
0
0

2
0
0
0

2
5
0
0

3
0
0
0

平
成

２
年
度

平
成

２
５
年
度

平
成

２
６
年
度

平
成

２
７
年
度

平
成

２
８
年
度

平
成

２
９
年
度

平
成

３
０
年
度

令
和

元
年
度

令
和

２
年
度

令
和

３
年
度

令
和

４
年
度

令
和

５
年
度

令
和

６
年
度

機 関 数 ・ 施 設 数

法
務
省
告
示
機
関
・任

意
団
体
等

任
意
団
体
等

法
務
省
告
示
機
関

国
際
交
流
協
会

地
方
公
共
団
体
・
教
育
委
員
会

大
学
等
機
関

○
令
和
６
年
度
は
、
大
学
等
1
8
.0
％
、
法
務
省
告
示
機
関
2
4
.3
％
、
地
方
公
共
団
体
等
1
9
.7
％
、
国
際

交
流
協
会
1
2
.0
％
、
任
意
団
体
等
2
6
.0
％
で
あ
っ
た
。

大
学
等

1
8
.0
％

法
務
省

告
示
機
関

2
4
.3
％

日
本
語
教
育
機
関
・
施
設
等
数
の
推
移

4

（
注
）
外
国
人
に
対
す
る
日
本
語
教
育
等
を
実
施
し
て
い
る
国
内
の
機
関
・
施
設
等
の
う
ち
回
答
の
あ
っ
た
も
の
に
つ
い
て
の
み
集
計
し
た
数
値
で
あ
り
、
国
内
の
す
べ
て
の
日
本
語
学
習
者
、
日
本
語
教
育
実
施
機
関
・
施
設
等
及
び

  
日
本
語
教
師
数
を
集
計
し
た
も
の
で
は
な
い
。
【

令
和

6
年

度
：

回
収

率
5
6
.2

%
】

出
典

：
文

部
科

学
省

「
日

本
語

教
育

実
態

調
査

」
（

令
和

６
年

度
）
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0

1
0
0
0
0

2
0
0
0
0

3
0
0
0
0

4
0
0
0
0

5
0
0
0
0

6
0
0
0
0

常
勤

非
常

勤

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

5
3
.1
％

3
3
.3
％

1
3
.6
％

○
過
去

1
0
年
間
程
度
、
日
本
語
教
師
の
う
ち
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
よ
る
者
の
割
合
は
５
割
か
ら
６
割
で
推
移
。

令
和
６
年
度
に
お
い
て
も
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

5
3
.1
％
、
非
常
勤
に
よ
る
者

3
3
.3
％
、
常
勤
に
よ
る
者

1
3
.6
％
と
な
っ
て
お
り
、

日
本
語
教
育
の
提
供
は
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・非

常
勤
の
教
師
等
に
支
え
ら
れ
て
い
る
現
状

。

日
本
語
教
師
等
数
の
推
移

5
6
.7
％

3
0
.1
％

1
3
.1
％

5

（
注
）
外
国
人
に
対
す
る
日
本
語
教
育
等
を
実
施
し
て
い
る
国
内
の
機
関
・
施
設
等
の
う
ち
回
答
の
あ
っ
た
も
の
に
つ
い
て
の
み
集
計
し
た
数
値
で
あ
り
、
国
内
の
す
べ
て
の
日
本
語
学
習
者
、
日
本
語
教
育
実
施
機
関
・
施
設
等
及
び

  
日
本
語
教
師
数
を
集
計
し
た
も
の
で
は
な
い
。
【

令
和

6
年

度
：

回
収

率
5
6
.2

%
】

出
典

：
文

部
科

学
省

「
日

本
語

教
育

実
態

調
査

」
（

令
和

６
年

度
）
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1
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,8
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2
0

,6
0
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3
0

,3
4

3
 

3
7

,2
1

8
 

1
3

,0
0

2
 

5
1

,3
9

9
 

5
3

,1
5

7
 

5
3

,5
1

8
 

5
6

,6
7

2
 

5
8

,4
1

8
 

6
3

,0
4

7
 

6
6

,1
1

2
 

4
4

,2
7

6
 

4
1

,7
3

0
 

5
4

,5
2

4
 

5
3

,4
4

7
 

5
4

,9
2

8
 

0

5
0

,0
0

0

1
0

0
,0

0
0

1
5

0
,0

0
0

2
0

0
,0

0
0

2
5

0
,0

0
0

3
0

0
,0

0
0

3
5

0
,0

0
0

平
成

２
年
度

平
成

２
５
年
度

平
成

２
６
年
度

平
成

２
７
年
度

平
成

２
８
年
度

平
成

２
９
年
度

平
成

３
０
年
度

令
和

元
年
度

令
和

２
年
度

令
和

３
年
度

令
和

４
年
度

令
和

５
年
度

令
和

６
年
度

大
学
等
機
関

地
方
公
共
団
体
・

教
育
委
員
会

国
際
交
流
協
会

法
務
省
告
示
機
関

任
意
団
体
等

法
務
省
告
示
機
関
・

任
意
団
体
等

○
令
和
２
年
度
以
降
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
に
よ
る
入
国
制
限
等
の
影
響
に
よ
り
大
幅
に
減
少
し
て
い
た
が
、
令
和

４
年
度
、
令
和

5
年
度
に
引
き
続
き
、
令
和
６
年
度
も
増
加
。

〇
学
習
先
機
関
別
の
内
訳
は
、
令
和
６
年
度
は
、
大
学
等
1
8
.7
％
、
法
務
省
告
示
校
4
6
.3
％
、
地
方
公
共
団
体
等

1
2
.7
％
、
国
際
交
流
協
会
8
.3
％
、
任
意
団
体
等
1
4
.1
%
で
あ
っ
た
。

大
学
：
1
8
.7
％

法
務
省
告
示
校
：
4
6
.3
％

国
内
の
日
本
語
学
習
者
数
の
推
移

（
人
）

6
（
注
）
外
国
人
に
対
す
る
日
本
語
教
育
等
を
実
施
し
て
い
る
国
内
の
機
関
・
施
設
等
の
う
ち
回
答
の
あ
っ
た
も
の
に
つ
い
て
の
み
集
計
し
た
数
値
で
あ
り
、
国
内
の
す
べ
て
の
日
本
語
学
習
者
、
日
本
語
教
育
実
施
機
関
・
施
設
等
及
び

  
日
本
語
教
師
数
を
集
計
し
た
も
の
で
は
な
い
。
【

令
和

6
年

度
：

回
収

率
5
6
.2

%
】

出
典

：
文

部
科

学
省

「
日

本
語

教
育

実
態

調
査

」
（

令
和

６
年

度
）
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,0
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2
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6
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2
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5
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2
9
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6
1
 

3
1
,8

2
6
 

2
6
,1

5
5
 

3
0
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9
1
 

2
8
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4
8
 

3
1
,0

1
9
 

3
3
,1

7
9
 

1
4
6

6
0
7

5
5
7

5
2
3

5
8
2

5
2
4

5
2
0

5
7
9

6
0
3

6
7
5

7
4
1

7
2
6

7
1
3

01
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

6
0
0

7
0
0

8
0
0

0

5
,0

0
0

1
0
,0

0
0

1
5
,0

0
0

2
0
,0

0
0

2
5
,0

0
0

3
0
,0

0
0

3
5
,0

0
0

4
0
,0

0
0

平
成

２
年
度

平
成

２
５
年
度

平
成

２
６
年
度

平
成

２
７
年
度

平
成

２
８
年
度

平
成

２
９
年
度

平
成

３
０
年
度

令
和

元
年
度

令
和

２
年
度

令
和

３
年
度

令
和

４
年
度

令
和

５
年
度

令
和

６
年
度

教
師
等
の
数

受
講
者
数

機
関
・施

設
等
数

○
国
内
に
お
け
る
日
本
語
教
師
養
成
・
研
修
課
程
（
コ
ー
ス
）
又
は
科
目
等
を
設
け
、
日
本
語
教
師
等
の
養
成
・研

修
を
実
施
し
て
い
る
機
関
・
施
設
等
数
は
、
平
成
２
年
度
と
比
べ
約
５
倍
に
増
加
。

日
本
語
教
師
の
養
成
・
研
修
実
施
機
関
・
施
設
等
数
の
推
移

（
人
）

（
機
関
・
施
設
数
）

7

（
注
）
外
国
人
に
対
す
る
日
本
語
教
育
等
を
実
施
し
て
い
る
国
内
の
機
関
・
施
設
等
の
う
ち
回
答
の
あ
っ
た
も
の
に
つ
い
て
の
み
集
計
し
た
数
値
で
あ
り
、
国
内
の
す
べ
て
の
日
本
語
学
習
者
、
日
本
語
教
育
実
施
機
関
・
施
設
等
及
び

  
日
本
語
教
師
数
を
集
計
し
た
も
の
で
は
な
い
。
【

令
和

6
年

度
：

回
収

率
5
6
.2

%
】

出
典

：
文

部
科

学
省

「
日

本
語

教
育

実
態

調
査

」
（

令
和

６
年

度
）
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6
6

.9
6

7
.5

6
5

.0
6

3
.8

5
9

.3
5

7
.5

4
9

.5
4

9
.3

4
6

.3
4

4
.0

3
8

.9
3

8
.2

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

H
2

5
H

2
6

H
2

7
H

2
8

H
2

9
H

3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

日
本
語
教
室
が
な
い

※
１

※
１

令
和
元
年
度
よ
り
日
本
語
教
育
機
関
の
所
在
地
（
市
区
町
村
）
の
デ
ー
タ
と

都
道
府
県
が
回
答
し
た
域
内
の
空
白
地
域
の
デ
ー
タ
の
双
方
を
使
用
。

「
日

本
語

教
室

空
白

地
域

」
（

＊
）

は
平

成
2
5
年

度
は

6
6
.9

％
で

あ
っ

た
が

、
令

和
６

年
度

は
3
8
.2

％

（
＊

）
「

日
本

語
教

室
空

白
地

域
」

と
は

、
地

域
に

お
け

る
日

本
語

教
育

が
実

施
さ

れ
て

い
な

い
市

区
町

村
を

指
す

。

市
区
町
村
に
お
け
る
日
本
語
教
室
の
有
無
の
推
移

（
日

本
語

教
育

実
態

調
査

令
和

６
年

度
結

果
ま

と
め

）

8
（
注
）
外
国
人
に
対
す
る
日
本
語
教
育
等
を
実
施
し
て
い
る
国
内
の
機
関
・
施
設
等
の
う
ち
回
答
の
あ
っ
た
も
の
に
つ
い
て
の
み
集
計
し
た
数
値
で
あ
り
、
国
内
の
す
べ
て
の
日
本
語
学
習
者
、
日
本
語
教
育
実
施
機
関
・
施
設
等
及
び

  
日
本
語
教
師
数
を
集
計
し
た
も
の
で
は
な
い
。
【

令
和

6
年

度
：

回
収

率
5
6
.2

%
】

出
典

：
文

部
科

学
省

「
日

本
語

教
育

実
態

調
査

」
（

令
和

６
年

度
）

68



日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
す
る
法
律

概
要

目
的
（
第
一
条
関
係
）

（
背
景
）
日
本
語
教
育
の
推
進
は
、

・
我
が
国
に
居
住
す
る
外
国
人
が
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
国
民
と
共
に
円
滑
に
営
む
こ
と
が

で
き
る
環
境
の
整
備
に
資
す
る

・
我
が
国
に
対
す
る
諸
外
国
の
理
解
と
関
心
を
深
め
る
上
で
重
要
で
あ
る

（
目
的
）
多
様
な
文
化
を
尊
重
し
た
活
力
あ
る
共
生
社
会
の
実
現
・
諸
外
国
と
の
交
流
の
促
進

並
び
に
友
好
関
係
の
維
持
発
展
に
寄
与
。

基
本
理
念
（
第
三
条
関
係
）

①
外
国
人
等
に
対
し
、
そ
の
希
望
、
置
か
れ
て
い
る
状
況
及
び
能
力
に
応
じ
た
日
本
語
教
育
を

受
け
る
機
会
の
最
大
限
の
確
保

②
日
本
語
教
育
の
水
準
の
維
持
向
上

③
外
国
人
等
に
係
る
教
育
及
び
労
働
、
出
入
国
管
理
そ
の
他
の
関
連
施
策
等
と
の
有
機
的
な
連
携

④
国
内
に
お
け
る
日
本
語
教
育
が
地
域
の
活
力
の
向
上
に
寄
与
す
る
も
の
で
あ
る
と
の
認
識
の

下
行
わ
れ
る
こ
と

⑤
海
外
に
お
け
る
日
本
語
教
育
を
通
じ
、
我
が
国
に
対
す
る
諸
外
国
の
理
解
と
関
心
を
深
め
、

諸
外
国
と
の
交
流
等
を
促
進

⑥
日
本
語
を
学
習
す
る
意
義
に
つ
い
て
の
外
国
人
等
の
理
解
と
関
心
が
深
め
ら
れ
る
よ
う
に
配
慮

⑦
幼
児
期
及
び
学
齢
期
に
あ
る
外
国
人
等
の
家
庭
に
お
け
る
教
育
等
に
お
い
て
使
用
さ
れ
る
言
語

の
重
要
性
に
配
慮

国
の
責
務
等
（
第
四
条
―
第
九
条
関
係
）

・
国
の
責
務
：

基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
に
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る

・
地
方
公
共
団
体
の
責
務
：

基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
し
、
国
と
の
適
切
な
役
割
分
担
を
踏
ま
え
て
、

そ
の
地
方
公
共
団
体
の
地
域
の
状
況
に
応
じ
た
施
策
を
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る

・
事
業
主
の
責
務
：

基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
実
施
す
る
日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
す
る
施
策
に

協
力
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
雇
用
す
る
外
国
人
等
及
び
そ
の
家
族
に
対
す
る
日
本
語
学
習
の
機
会
の
提
供

そ
の
他
の
日
本
語
学
習
に
関
す
る
支
援
に
努
め
る

・
連
携
の
強
化

・
法
制
上
、
財
政
上
の
措
置
等

・
資
料
の
作
成
及
び
公
表

・
外
国
人
等
で
あ
る
幼
児
、
児
童
、
生
徒
等
に
対
す

る
日
本
語
教
育

・
外
国
人
留
学
生
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育

・
外
国
人
等
の
被
用
者
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育

・
難
民
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育

 

・
地
域
に
お
け
る
日
本
語
教
育

・
日
本
語
教
育
に
つ
い
て
の
国
民
の
理
解
と
関
心
の

増
進基
本
的
施
策
（
第
十
二
条
―
第
二
十
六
条
関
係
）

国
内
に
お
け
る
日
本
語
教
育
の
機
会
の
拡
充

海
外
に
お
け
る
日
本
語
教
育
の
機
会
の
拡
充

・
海
外
に
お
け
る
外
国
人
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育

・
在
留
邦
人
の
子
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育

日
本
語
教
育
の
水
準
の
維
持
向
上
等

・
日
本
語
教
育
を
行
う
機
関
に
お
け
る
教
育
水
準
の

維
持
向
上

・
日
本
語
教
育
に
従
事
す
る
者
の
能
力
・
資
質
の

向
上
等

・
教
育
課
程
の
編
成
に
係
る
指
針
の
策
定
等

・
日
本
語
能
力
の
適
切
な
評
価
方
法
の
開
発

日
本
語
教
育
に
関
す
る
調
査
研
究
等

・
日
本
語
教
育
の
実
態
、
効
果
的
な
日
本
語
教
育

の
方
法
等
に
係
る
調
査
研
究
等

・
外
国
人
等
の
た
め
の
日
本
語
教
育
に
関
す
る
情

報
の
提
供
等 地
方
公
共
団
体
の
施
策

・
地
方
公
共
団
体
は
、
国
の
施
策
を
勘
案
し
、
地

域
の
状
況
に
応
じ
た
日
本
語
教
育
の
推
進
に
必
要

な
施
策
の
実
施
に
努
め
る
。

日
本
語
教
育
推
進
会
議
等
（
第
二
十
七
条
・
第
二
十
八
条
関
係
）

・
政
府
は
、
関
係
行
政
機
関
相
互
の
調
整
を
行
う
た
め
、
日
本
語
教
育
推
進
会
議
を
設
け
る
。

・
関
係
行
政
機
関
は
、
日
本
語
教
育
推
進
関
係
者
会
議
を
設
け
、
関
係
行
政
機
関
相
互
の
調
整
を

行
う
に
際
し
て
そ
の
意
見
を
聴
く
。

・
地
方
公
共
団
体
に
、
地
方
公
共
団
体
の
基
本
的
な
方
針
そ
の
他
の
日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
す

る
重
要
事
項
を
調
査
審
議
さ
せ
る
た
め
、
合
議
制
の
機
関
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

（
令
和
元
年
６
月
2
8
日
公
布
・
施
行
）

検
討
事
項
（
附
則
第
二
条
関
係
）

国
は
、
以
下
の
事
項
そ
の
他
日
本
語
教
育
機
関
に
関
す
る
制
度
の
整
備
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、

そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

一
日
本
語
教
育
を
行
う
機
関
の
う
ち
当
該
制
度
の
対
象
と
な
る
機
関
の
類
型
及
び
そ
の
範
囲

二
外
国
人
留
学
生
の
在
留
資
格
に
基
づ
く
活
動
状
況
の
把
握
に
対
す
る
協
力
に
係
る
日
本
語

教
育
機
関
の
責
務
の
在
り
方

三
日
本
語
教
育
機
関
の
教
育
水
準
の
維
持
向
上
の
た
め
の
評
価
制
度
の
在
り
方

四
日
本
語
教
育
機
関
に
お
け
る
日
本
語
教
育
に
対
す
る
支
援
の
適
否
及
び
そ
の
在
り
方

基
本
方
針
等
（
第
十
条
・
第
十
一
条
関
係
）

・
文
部
科
学
大
臣
及
び
外
務
大
臣
は
、
基
本
方
針
の
案
を
作
成
し
、
閣
議
の
決
定
を
求
め
る
。

・
地
方
公
共
団
体
は
、
基
本
方
針
を
参
酌
し
、
地
方
公
共
団
体
の
基
本
的
な
方
針
を
定
め
る

よ
う
努
め
る
。

定
義
（
第
二
条
関
係

）

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
日
本
語
教
育
」
と
は
、
外
国
人
等
が
日
本
語
を
習
得
す
る
た
め
に
行

わ
れ
る
教
育
そ
の
他
の
活
動
（
外
国
人
等
に
対
し
て
行
わ
れ
る
日
本
語
の
普
及
を
図
る
た
め

の
活
動
を
含
む
。
）
を
い
う
。

そ
こ
で
、
定
義
以
下
に
つ
い
て
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
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日
本

語
教

育
の

推
進

に
関

す
る

施
策

を
総

合
的

か
つ

効
果

的
に

推
進

す
る

た
め

の
基

本
的

な
方

針
【

概
要

】
○

日
本
語
教
育
を
推
進
す
る
た
め
、
令
和
元
年
６
月
2
8
日
に
「
日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」
（
令
和
元
年
法
律
第
4
8
号
）
が
公
布
・
施
行
。

○
同
法
第
1
0
条
の
規
定
に
よ
り
、
令
和
２
年
６
月
2
3
日
に
日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
か
つ
効
果
的
に
推
進
す
る
た
め
の
基
本
的
な
方
針
を
策
定
（
閣
議

決
定
）
。
令
和
７
年
９
月
５
日
に
改
定
。

１
日
本
語
教
育
の
機
会
の
拡
充

（
１
）
国
内
に
お
け
る
日
本
語
教
育
の
機
会
の
拡
充

幼
児
・
児
童
・
生
徒
等
、
留
学
生
、
被
用
者
等
、
難
民
に
対
す
る
日
本
語
教
育
、
地
域
日
本

語
教
育

（
日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
に
対
す
る
「
特
別
の
教
育
課
程
」
の
活
用
、
日
本
語
指
導

に
必
要
な
教
員
定
数
の
安
定
的
な
確
保
、
日
本
語
指
導
補
助
者
・
母
語
支
援
員
の
活
用
、
就

学
状
況
の
把
握
・
指
針
策
定
等
に
よ
る
就
学
機
会
の
確
保
、
留
学
生
の
国
内
就
職
の
た
め
の

日
本
語
教
育
等
、
特
定
技
能
・
育
成
就
労
制
度
に
お
け
る
日
本
語
能
力
向
上
方
策
、
教
材
開

発
や
研
修
等
に
よ
る
専
門
分
野
の
日
本
語
習
得
支
援
、
条
約
難
民
・
補
完
的
保
護
対
象
者
・

第
三
国
定
住
難
民
へ
の
日
本
語
教
育
支
援
、
地
域
日
本
語
教
育
の
体
制
づ
く
り
支
援
、

自
習
可
能
な
日
本
語
学
習
教
材
（

IC
T教

材
）
の
開
発
・
提
供
等
）

（
２
）
海
外
に
お
け
る
日
本
語
教
育
の
充
実

外
国
人
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育
、
海
外
在
留
邦
人
・
移
住
者
の
子
等
に
対
す
る
日
本
語

教
育

（
日
本
語
教
育
専
門
家
等
の
派
遣
、
教
材
開
発
・
提
供
、
海
外
の
日
本
語
教
育
機
関
へ
の

支
援
、
海
外
在
留
邦
人
の
子
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育
の
実
態
把
握
と
支
援
、
在
外
教
育

施
設
へ
の
教
師
派
遣
等
）

第
２
章

日
本
語
教
育
の
推
進
の
内
容
に
関
す
る
事
項

１
日
本
語
教
育
推
進
の
目
的

共
生
社
会
の
実
現
、
諸
外
国
と
の
交
流
、
友
好
関
係
の
維
持
・
発
展
に
寄
与

２
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
責
務

○
国
は
日
本
語
教
育
推
進
施
策
を
総
合
的
に
策
定
・
実
施
、
必
要
な
法
制
上
・
財
政
上
等
の
措
置
を
講
ず
る
。

○
地
方
公
共
団
体
は
地
域
の
状
況
に
応
じ
た
日
本
語
教
育
推
進
施
策
を
策
定
・
実
施
す
る
。

３
事
業
主
の
責
務

国
・
地
方
公
共
団
体
の
日
本
語
教
育
推
進
施
策
に
協
力
、
外
国
人
等
と
そ
の
家
族
に
対
す
る
日
本
語
学
習
機
会
の
提
供
等
の
支
援
に
努
め
る
。

４
関
係
省
庁
・
関
係
機
関
間
の
連
携
強
化

第
１
章

日
本
語
教
育
の
推
進
の
基
本
的
な
方
向

１
推
進
体
制

２
基
本
方
針
の
見
直
し

お
お
む
ね
５
年
ご
と
に
検
討
を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
基
本
方
針
を
変
更
。

第
３
章

そ
の
他
日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
す
る
重
要
事
項

４
教
育
課
程
の
編
成
に
係
る
指
針
の
策
定
等

「
日
本
語
教
育
の
参
照
枠
」
の
諸
制
度
に
お
け
る
活
用
・
普
及
等

５
日
本
語
能
力
の
評
価

試
験
等
の
対
応
付
け
手
続
き
を
含
め
た
「
日
本
語
教
育
の
参
照
枠
」
の
普
及
、
「
日
本

語
能
力
試
験
」
や
「
国
際
交
流
基
金
日
本
語
基
礎
テ
ス
ト
」
の
実
施
等

６
日
本
語
教
育
に
関
す
る
調
査
研
究
及
び
情
報
提
供

３
日
本
語
教
育
の
水
準
の
維
持
向
上
等

（
１
）
日
本
語
教
育
を
行
う
機
関
に
お
け
る
日
本
語
教
育
の
水
準
の
維
持
向
上

日
本
語
教
育
機
関
認
定
制
度
の
実
施
、
認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
活
用
促
進
・
質
向

上
等

（
２
）
日
本
語
教
育
に
従
事
す
る
者
の
能
力
及
び
資
質
の
向
上
等

登
録
日
本
語
教
員
の
登
録
・
活
用
促
進
、
日
本
語
教
師
の
養
成
・
研
修
の
充
実
等

２
国
民
の
理
解
と
関
心
の
増
進

1
0
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1
1こ
れ
ま
で
の
日
本
語
教
育
に
係
る
課
題

教
育
の
質

✓
教

育
の

質
の

確
保

の
た

め
の

仕

組
み

が
不

十
分

✓
専

門
性

を
有

す
る

日
本

語
教

師

の
質

的
・

量
的

確
保

が
不

十
分

✓
学

習
者

、
自

治
体

、
企

業
等

が

日
本

語
教

育
機

関
選

択
の

際
、

教
育

水
準

に
つ

い
て

正
確

・
必

要
な

情
報

を
得

る
こ

と
が

困
難

✓
地

域
に

よ
っ

て
教

育
機

関
や

教

員
養

成
機

関
の

整
備

が
不

十
分

✓
全

国
の

学
習

機
会

提
供

の
た

め

の
オ

ン
ラ

イ
ン

教
育

の
環

境
整

備
が

不
十

分

情
報
発
信

地
域
間
格
差

A
)

学
習

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

①
質

が
確

保
さ

れ
た

「
認

定
日

本
語

教
育

機
関

」
、

②
日

本
語

教
師

の
資

格
化

に
関

す

る
法

整
備

B
)

希
望

す
る

学
習

者
、

企
業

、
自

治
体

等
に

向
け

て
、

文
科

省
と

法
務

省
・

厚
労

省
・

外
務

省
・

経
産

省
・

総
務

省

等
関

係
省

庁
と

の
連

携
に

よ
る

多
言

語
情

報
発

信
等

の
推

進

￮
日
本
語
教
育
の
適
正
か
つ
確
実
な
実
施
を
図
る
た
め
の
日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
（
令
和
６
年
４
月
施
行
）

￮
日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
元
年
６
月
施
行
）

1
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日
本
語
教
育
の
適
正
か
つ
確
実
な
実
施
を
図
る
た
め
の
日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
の
概
要

趣
旨

日
本
語
教
育
の
適
正
か
つ
確
実
な
実
施
を
図
り
、
も
っ
て
我
が
国
に
居
住
す
る
外
国
人
が
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
国
民
と
共
に
円
滑
に
営
む
こ
と
が
で
き
る
環
境

の
整
備
に
寄
与
す
る
た
め
、
①
日
本
語
教
育
機
関
の
う
ち
一
定
の
要
件
を
満
た
す
も
の
を
認
定
す
る
制
度
、
②
認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
教
員
資
格
を
創
設
。

令
和
６
年
４
月
１
日
（
認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
教
員
の
資
格
等
に
つ
い
て
は
経
過
措
置
を
設
け
る
）

概
要

１
．
日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
制
度
の
創
設

２
．
認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
教
員
の
資
格
の
創
設

○
認
定
日
本
語
教
育
機
関
に
お
い
て
日
本
語
教
育
を
行
う
た
め
に
必
要
な
知
識
及
び
技
能
に
つ
い
て
の
①
「
日
本
語
教
員
試
験
」
に
合
格
し
、
②
文
部
科
学
大
臣
の

登
録
を
受
け
た
「
登
録
実
践
研
修
機
関
」
が
実
施
す
る
「
実
践
研
修
」
の
修
了
者
は
、
「
登
録
日
本
語
教
員
」
と
し
て
、
文
部
科
学
大
臣
の
登
録
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

○
日
本
語
教
員
試
験
は
、
「基
礎
試
験
」及
び
「応
用
試
験
」と
で
構
成
し
、
文
部
科
学
大
臣
が
指
定
す
る
「指
定
試
験
機
関
」が
実
施
す
る
。

○
文
部
科
学
大
臣
の
登
録
を
受
け
た
「
登
録
日
本
語
教
員
養
成
機
関
」
が
実
施
す
る
養
成
課
程
の
修
了
者
は
、
申
請
に
よ
り
「基
礎
試
験
」
を
免
除
す
る
。

（
１
）
日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
制
度

○
日
本
語
教
育
機
関
の
設
置
者
は
、
日
本
語
教
育
課
程
を
適
正
か
つ
確
実
に
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
日
本
語
教
育
機
関
で
あ
る
旨
の
文
部
科
学
大
臣
認
定
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
２
）
認
定
の
効
果
等

○
文
部
科
学
大
臣
は
、
認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
情
報
を
、
多
言
語
で
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
等
に
よ
り
公
表
す
る
。

○
認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
設
置
者
は
、
生
徒
の
募
集
の
た
め
の
広
告
等
に
文
部
科
学
大
臣
が
定
め
る
表
示
を
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
３
）
文
部
科
学
大
臣
に
よ
る
段
階
的
な
是
正
措
置

○
文
部
科
学
大
臣
は
、
必
要
な
場
合
に
日
本
語
教
育
の
実
施
に
関
し
報
告
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
ほ
か
、
勧
告
及
び
是
正
命
令
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

※
認
定
基
準
に
関
す
る
法
務
大
臣
へ
の
協
議
、
文
部
科
学
大
臣
と
法
務
大
臣
そ
の
他
の
関
係
行
政
機
関
の
長
と
の
協
力
を
規
定
。

施
行
期
日

※
認
定
基
準

(省
令

)の
協
議

法
務
大
臣

協
議

法
務
大
臣
そ
の
他

関
係
行
政
機
関
の
長

協
力

※
認
定
機
関
に
お
け
る
日
本
語
教
育

の
適
正
か
つ
確
実
な
実
施
を
図
る
た
め
、

相
互
に
連
携
を
図
り
な
が
ら
協
力

1
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認
定
日
本
語
教
育
機
関
制
度
の
概
要

文
部
科
学
省

日
本
語
教
育
機
関

申
請

審
査

・
認

定

＜
認
定
基
準
＞

✓
教
職
員
体
制
や
施
設
設
備
、
課
程
の
編

成
・
実
施
方
法
、
生
徒
の
支
援
体
制

等

定
期

報
告

・
変

更
届

出

段
階

的
に

勧
告

（
命

令
、

取
消

）

（
認

定
時

）

（
認

定
後

）

日
本
語
学
習
を
希
望
す
る
外
国
人
、
生
徒
、
地
域
、
海
外
等

✓
「

認
定

日
本

語
教

育
機

関
認

定
法

ポ
ー

タ
ル

」
を

構
築

し
、

多
言

語
に

よ
り

情
報

を
公

表
（

機
関

の
基

本
的

情
報

や
変

更
届

出
・

定
期

報
告

の
概

要
等

）

✓
文

部
科

学
大

臣
が

定
め

る
表

示
を

付
し

て
生

徒
募

集
等

の
た

め
の

広
告

✓
学

習
環

境
に

関
す

る
情

報
公

表
、

自
己

点
検

評
価

の
結

果
公

表

1
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登
録
日
本
語
教
員
制
度
の
概
要

文
部
科
学
省

指
定
試
験
機
関

✓
指

定
✓

指
定

後
の

報
告

徴
収

・
立

ち
入

り
検

査
等

✓
登

録
✓

登
録

後
の

報
告

徴
収

・
立

ち
入

り
検

査
等

登
録
日
本
語
教
員
養
成
機
関

登
録
実
践
研
修
機
関

原
則

、
試

験
合

格
後

に
実

践
研

修
を

受
講

・
修

了

養
成

課
程

修
了

者
に

対
す

る
基

礎
試

験
の

免
除

•
日
本
語
教
員
試
験

（
日

本
語

教
育

能
力

を
判

定
す

る
試

験
）

を
実

施
￭
基
礎
試
験

：
日

本
語

教
育

を
行

う
た

め
に

必
要

と
な

る
基

礎
的

な
知

識
及

び
技

能
を

測
定

￭
応
用
試
験

：
基

礎
的

な
知

識
及

び
技

能
を

活
用

し
た

問
題

解
決

能
力

を
測

定

•
養
成
機
関

：
登

録
日

本
語

教
員

が
身

に
つ

け
て

お
く

べ
き

基
礎

的
な

知
識

や
理

論
を

学
ぶ

た
め

の
機

関
•
実
践
研
修
機
関

：
身

に
つ

け
た

知
識

や
理

論
を

活
用

し
て

日
本

語
を

教
え

る
実

践
力

を
養

う
た

め
に

教
育

実
習

を
中

心
に

行
う

機
関

1
4

登
録
日
本
語
教
員

国
が

登
録

証
を

交
付

養
成
機
関
ル
ー
ト

※
基

礎
試

験
免

除

試
験
ル
ー
ト

A
)

養
成

機
関

+
実

践
研

修
機

関
（

一
体

的
に

実
施

）
→

 応
用

試
験

B
)

養
成

機
関

→
応

用
試

験
→

 実
践

研
修

機
関

基
礎

試
験

＋
応

用
試

験
→

 実
践

研
修

機
関

合
格

・
修

了
者

が
登

録
申

請

1
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登
録
日
本
語
教
員
養
成
機
関
に
つ
い
て

要
件

を
満

た
せ

ば
通

信
に

よ
る

実
施

も
可

能

３
領
域

５
区
分

必
須
の
教
育
内
容

社 会 ・ 文 化 教 育 言 語

社
会

・
文

化
・

地
域

(1
)世

界
と

日
本

の
社

会
と

文
化

、
(2

)日
本

の
在

留
外

国
人

施
策

、
(3

)多
文

化
共

生
、

(4
)日

本
語

教
育

史
、

(5
)言

語
政

策
、

(6
)日

本
語

の
試

験
、

(7
)世

界
と

日
本

の
日

本
語

教
育

事
情

言
語

と
社

会
(8

)社
会

言
語

学
、

(9
)言

語
政

策
と

「
こ

と
ば

」
、

(1
0
)コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ス
ト

ラ
テ

ジ
ー

、
(1

1
)待

遇
・

敬
意

表
現

、
(1

2
)言

語
・

非
言

語
行

動
、

(1
3
)多

文
化

・
多

言
語

主
義

言
語

と
心

理
(1

4
)談

話
理

解
、

(1
5
)言

語
学

習
、

(1
6
)習

得
過

程
、

(1
7
)学

習
ス

ト
ラ

テ
ジ

一
、

(1
8
)異

文
化

受
容

・
適

応
、

(1
9
)日

本
語

の
学

習
・

教
育

の
情

意
的

側
面

言
語

と
教

育

(2
0
)日

本
語

教
師

の
資

質
・

能
力

、
(2

1
)日

本
語

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

理
解

と
実

践
、

(2
2
)教

室
・

言
語

環
境

の
設

定
、

(2
3
)コ

ー
ス

デ
ザ

イ
ン

、
(2

4
)教

授
法

、
(2

5
)教

材
分

析
・

作
成

・
開

発
、

(2
6
)評

価
法

、
(2

7
)授

業
計

画
、

(2
8
)教

育
実

習
、

(2
9
)中

間
言

語
分

析
、

(3
0
)授

業
分

析
・

自
己

点
検

能
力

、
(3

1
)目

的
・

対
象

別
日

本
語

教
育

法
、

(3
2
)異

文
化

間
教

育
、

(3
3
)異

文
化

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
、

(3
4
)コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

教
育

、
(3

5
)日

本
語

教
育

と
IC

T
、

(3
6
)著

作
権

※
(2

8
)は

養
成

課
程

で
は

な
く

実
践

研
修

で
実

施
さ

れ
る

た
め

、
養

成
課

程
は

全
4
9
項

目
と

な
る

。

言
語

(3
7
)一

般
言

語
学

、
(3

8
)対

照
言

語
学

、
(3

9
)日

本
語

教
育

の
た

め
の

日
本

語
分

析
、

(4
0
)日

本
語

教
育

の
た

め
の

音
韻

•
音

声
体

系
、

(4
1
)日

本
語

教
育

の
た

め
の

文
字

と
表

記
、

(4
2
)日

本
語

教
育

の
た

め
の

形
態

・
語

彙
体

系
、

(4
3
)日

本
語

教
育

の
た

め
の

文
法

体
系

、
(4

4
)日

本
語

教
育

の
た

め
の

意
味

体
系

、
(4

5
)日

本
語

教
育

の
た

め
の

語
用

論
的

規
範

、
(4

6
)受

容
・

理
解

能
力

、
(4

7
)言

語
運

用
能

力
、

(4
8
)社

会
文

化
能

力
、

(4
9
)対

人
関

係
能

力
、

(5
0
)異

文
化

調
整

能
力

「
登
録
日
本
語
教
員
実
践
研
修
・
養
成
課
程
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
」
に
お
い
て
示
さ
れ
た
日
本
語
教
師
【
養
成
】
に
お
け
る
教
育
内
容

登
録
日
本
語
教
員
養
成
機
関
と
は

文
部

科
学

大
臣

の
登

録
を

受
け

た
登

録
日

本
語

教
員

養
成

機
関

に
お

い
て

日
本

語
教

員
養

成
課

程
を

実
施

す
る

。

日
本

語
教

師
と

し
て

の
基

盤
と

な
る

「
日

本
語

教
師

【
養

成
】

に
求

め
ら

れ
る

資
質

・
能

力

（
①

知
識

、
②

技
能

、
③

態
度

）
」

の
育

成
を

目
的

と
す

る
。

「
養

成
課

程
コ

ア
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
」

は
認

定
日

本
語

教
育

機
関

で
働

く
登

録
日

本
語

教
員

と
な

る
者

に
と

っ
て

、

最
低

限
学

ん
で

お
く

べ
き

内
容

を
示

し
て

お
り

、
同

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

に
示

さ
れ

た
「

必
須

の
教

育
内

容
」

の
4
9

項
目

を
網

羅
的

に
学

修
す

る
教

育
課

程
で

あ
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。

高
度

な
専

門
性

と
知

見
を

有
す

る
教

授
者

が
配

置
さ

れ
て

い
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。

養
成

課
程

の
授

業
時

間
は

3
7
5
単

位
時

間
以

上
。

（
１

単
位

時
間

は
4
5
分

以
上

。
大

学
の

単
位

の
場

合
は

2
5
単

位
以

上
。

）

登
録

日
本

語
教

員
養

成
課

程
を

修
了

し
た

場
合

は
、

「
日

本
語

教
員

試
験

」
の

基
礎

試
験

が
免

除
と

な
る

。

1
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実
践
研
修
の
流
れ
（
６
つ
の
学
習
項
目
と
到
達
目
標
）

登
録
実
践
研
修
機
関
と
は

登
録
実
践
研
修
機
関
に
つ
い
て

文
部

科
学

大
臣

の
登

録
を

受
け

た
登

録
実

践
研

修
機

関
に

お
い

て
実

践
研

修
を

実
施

す
る

。

実
践

研
修

で
は

「
実

践
研

修
コ

ア
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
」

等
で

示
さ

れ
た

①
オ

リ
エ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

、
②

授
業

見
学

、
③

授
業

準
備

、
④

模
擬

授
業

、
⑤

教
壇

実
習

、

⑥
振

り
返

り

を
全

て
含

む
4
5
単

位
時

間
（

１
単

位
時

間
は

4
5
分

以
上

。
大

学
の

場
合

は
１

単
位

以
上

）
以

上

の
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
実

施
す

る
。

登
録

実
践

研
修

機
関

は
、

教
壇

実
習

を
行

う
実

習
先

を
選

定
し

、
要

件
を

満
た

し
た

指
導

者
を

確
保

し
た

上
で

、
所

定
の

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

適
切

に
実

施
す

る
こ

と
が

求
め

ら
れ

る
。

実
践

研
修

全
体

の
目

的
・

目
標

を
理

解
し

、
日

本
語

教
師

と
し

て
求

め
ら

れ
る

資
質

・
能

力
と

実
践

研
修

が
ど

の
よ

う
に

関
わ

る
か

理
解

し
て

い
る

。0
1

学
習
項
目

オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

模
擬
授
業

教
壇
実
習

（
4
5
分
以
上
×
2
回
）

実
践
研
修
全
体
総
括

（
振
り
返
り
）

授
業
準
備

教
壇

実
習

の
場

と
な

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

や
コ

ー
ス

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を

踏
ま

え
て

、
授

業
で

扱
う

内
容

を
理

解
し

、
学

習
者

の
学

び
を

計
画

す
る

と
と

も
に

、
そ

の
実

施
の

た
め

に
必

要
な

教
材

・
教

具
等

を
準

備
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

授
業
見
学

授
業

の
流

れ
及

び
学

習
者

や
教

師
の

様
子

を
観

察
し

、
授

業
を

分
析

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

授
業

計
画

や
教

材
・

指
導

方
法

な
ど

の
妥

当
性

を
検

討
す

る
た

め
に

、
模

擬
授

業
を

実
施

し
、

振
り

返
り

や
改

善
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

。

単
独

で
教

壇
に

立
っ

て
ク

ラ
ス

指
導

を
行

う
と

と
も

に
、

授
業

を
客

観
的

に
分

析
し

、
改

善
を

図
る

こ
と

が
で

き
る

。

日
本

語
教

師
と

し
て

自
律

的
に

成
長

し
て

い
く

た
め

に
、

実
践

研
修

全
体

を
振

り
返

り
、

内
省

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

0
2

学
習
項
目

0
3

学
習
項
目

0
4

学
習
項
目

0
5

学
習
項
目

0
6

学
習
項
目

指
導
・
評
価

指
導
者

実
習
生

日
本
語
学
習
者

1
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日
本
語
教
員
試
験
と
は

試
験
の
概
要

出
題
範
囲

日
本
語
教
育
の
適
正
か
つ
確
実
な
実
施
を
図
る
た
め
の
日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
に
よ
り
、
認
定
日
本
語
教
育
機
関
に
お
い
て
日
本
語
教
育
課
程
を
担
当
す
る
者
は
、

登
録
日
本
語
教
員
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
国
家
資
格
で
あ
る
登
録
日
本
語
教
員
と
な
る
こ
と
に
よ
り
、
日
本
語
教
育
を
行
う
た
め
に
必
要
な
知
識
・技

能
及
び
実
践
的
な

技
術
を
習
得
し
て
い
る
こ
と
を
示
す
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

登
録
日
本
語
教
員
に
な
る
に
は
、
日
本
語
教
員
試
験
に
合
格
し
、
登
録
実
践
研
修
機
関
が
実
施
す
る
実
践
研
修
を
修
了
す
る
こ
と
が
必
要
。
な
お
、
令
和
１
１
年
３
月
３
１
日
ま
で
の
間
に

お
い
て
、
一
定
の
資
格
又
は
実
務
経
験
を
有
す
る
者
に
つ
い
て
は
試
験
免
除
や
実
践
研
修
免
除
な
ど
の
経
過
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

受
験
料

通
常
：

1
8
,9

0
0
円

基
礎
試
験
免
除
：

1
7
,3

0
0
円

基
礎
試
験
及
び
応
用
試
験
免
除
（
※
）
：

5
,9

0
0
円

※
基
礎
試
験
と
応
用
試
験
の
両
方
を
免
除
さ
れ
る
場
合
も
、
資
格
取
得
の
た
め
に
は
試
験
に
出
願
す
る
こ
と
が
必
要
。

試
験
時
間

出
題
数

出
題
形
式

配
点

基
礎
試
験

1
2
0
分

1
0
0
問

選
択
式

1
問
1
点

（
計
1
0
0

点
）

応
用
試
験

聴
解
：
5
0
分

（
休
憩
）

読
解
：
1
0
0

分

聴
解
：
5
0
問

読
解
：
6
0
問

選
択
式

1
問
1
点

（
計
1
1
0

点
）

「登
録
日
本
語
教
員

実
践
研
修
・養

成
課
程
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
」（

令
和
６
年
３
月

1
8
 日

中
央
教
育
審
議
会
生
涯
学
習
分
科
会
日
本
語
教
育
部
会
決
定
）
の
養
成
課
程
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に

お
け
る
必
須
の
教
育
内
容
か
ら
出
題
。

合
格
基
準

①
基
礎
試
験

必
須
の
教
育
内
容
で
定
め
ら
れ
た
５
区
分
に
お
い
て
、
各
区
分
で
６
割
の
得
点
が
あ
り
、
か
つ
総
合

得
点
で
８
割
の
得
点
が
あ
る
こ
と
。

②
応
用
試
験

総
合
得
点
で
６
割
の
得
点
が
あ
る
こ
と
。

⚫
試
験
日
：
令
和
６
年
１
１
月
１
７
日
（
日
）

⚫
出
願
受
付
：
令
和
６
年
８
月
１
日

(木
）
～
９
月
６
日
（
金
）

試
験
地
：
全
国
８
地
域

北
海
道
（
北
海
道
札
幌
市
）
、
東
北
（
宮
城
県
仙
台
市
）
、

関
東
（
東
京
都

2
3
区
内
）
、
中
部
（
愛
知
県
名
古
屋
市
）
、

近
畿
（
大
阪
府
堺
市
）
、
中
四
国
（
広
島
県
広
島
市
）
、

九
州
（
福
岡
県
福
岡
市
）
、
沖
縄
（
沖
縄
県
宜
野
湾
市
）

⚫
結
果
通
知
日
：
令
和
６
年
１
２
月
２
０
日
（
金
）

⚫
合
格
発
表
：
日
本
語
教
員
試
験
シ
ス
テ
ム
を
通
じ
て
受
験
者
に
通
知
し
、

合
格
者
に
は
合
格
証
書
を
交
付
。

⚫
受
験
者
数
：
１
７
，
６
５
５
人

⚫
合
格
者
数
：
１
１
，
０
５
１
人
※

⚫
合
格
率
：
６
２
．
６
％

※
「合

格
者
数
」に
は
経
過
措
置
に
よ
る
全
試
験
免
除
者
を
含
む
。
ま
た
、
経
過
措
置
に
よ
る

試
験
免
除
者
の
う
ち
、
出
願
時
点
で
試
験
免
除
要
件
で
あ
る
課
程
修
了
等
が
「見

込
」で
あ

る
者
に
つ
い
て
は
、
試
験
免
除
要
件
を
満
た
す
こ
と
を
証
す
る
書
類
が
令
和
７
年

4
月

3
0
日

ま
で
に
提
出
さ
れ
た
者
に
対
し
て
、
合
格
証
書
を
交
付
す
る
。

な
お
、
当
該
期
日
ま
で
に
必
要
書
類
の
提
出
が
な
か
っ
た
場
合
、
合
格
は
無
効
と
な
る
。

令
和
６
年
度
日
本
語
教
員
試
験
の
実
施
結
果

詳
細
に
つ
い
て
は
、
日
本
語
教
員
試
験
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

→
h
tt

p
s:

//
w

w
w

.m
e
x
t.

g
o
.j

p
/a

_
m

e
n
u
/n

ih
o
n
g
o
_
k
y
o
ik

u
/m

e
x
t_

0
0
0
0
4
.h

tm
l

令
和
７
年
度
日
本
語
教
員
試
験

実
施
日
：
令
和
７
年
1
1
月
２
日
（
日
）

日
本
語
教
員
試
験
に
つ
い
て

1
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日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
の
施
行
状
況
に
つ
い
て

登
録
実
践
研
修
機
関

令
和

６
年

度
 

  
登

録
5
4
機

関
（

申
請

機
関

数
6
4
機

関
）

令
和

７
年

度
（

第
１

回
）

登
録

2
0
機

関
（

申
請

機
関

数
2
4
機

関
）

登
録
日
本
語
教
員
養
成
機
関

令
和

６
年

度
登

録
6
4
機

関
（

申
請

機
関

数
7
7
機

関
）

令
和

７
年

度
（

第
１

回
）

 
  
登

録
2
2
機

関
（

申
請

機
関

数
2
9
機

関
）

◆
登
録
実
践
研
修
機
関
・
登
録
日
本
語
教
員
養
成
機
関
の
登
録
結
果

◆
認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
結
果

令
和

６
年

度
  

 認
定

4
1
機

関
（

申
請

機
関

数
1
2
0
機

関
）

令
和

７
年

度
（

第
１

回
）

 
 認

定
2
3
機

関
（

申
請

機
関

数
7
4
機

関
）

◆
登
録
日
本
語
教
員
の
登
録
状
況
（
令
和
７
年
９
月
末
時
点
）

登
録
者
数

1
0
,1

4
3
名

◆
日
本
語
教
員
試
験
の
結
果
（
令
和
６
年
度
）

受
験

者
数

1
7
,6

5
5
名

合
格

者
数

1
1
,0

5
1
名

合
格

率
 

 
6
2
.6

％
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1
9

日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
ポ
ー
タ
ル

文
部
科
学
大
臣
の
認
定
を
受
け
た
日
本
語
教
育
機
関
と

文
部
科
学
大
臣
の
登
録
を
受
け
た
日
本
語
教
員
養
成
機
関
・実
践
研
修
機
関
を
公
開
し
て
い
ま
す
。

1
9
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「
日
本
語
教
育
の
参
照
枠
」
の
概
要

「
日
本
語
教
育
の
参
照
枠
」
と
は

Ｃ
Ｅ
Ｆ
Ｒ
（
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
言
語
共
通
参
照
枠
）
を
参
考
に
、日
本
語
の
習
得
段
階
に
応
じ
て
求
め
ら
れ
る
日
本
語
教
育
の
内
容
・方
法
を

明
ら
か
に
し
、外
国
人
等
が
適
切
な
日
本
語
教
育
を
継
続
的
に
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
日
本
語
教
育
に
関
わ
る
全
て
の
者
が

参
照
で
き
る
日
本
語
学
習
、
教
授
、
評
価
の
た
め
の
枠
組
み
。文
化
審
議
会
国
語
分
科
会
で
令
和
元
年
か
ら
検
討
を
開
始
し
、国
民

の
意
見
募
集
を
経
て
、
令
和

3
年

1
0
月
に
「
日
本
語
教
育
の
参
照
枠
（
報
告
）
」
を
取
り
ま
と
め
た
。
こ
の
ほ
か
、参
照
枠
活
用
の
た
め

の
手
引
や
「
生
活

C
a

n
 d

o
」
、日
本
語
能
力
自
己
評
価
ツ
ー
ル
「
に
ほ
ん
ご
チ
ェ
ッ
ク
！」
等
を
作
成
・
公
開
し
て
い
る
。

全
体
的
な
尺
度
（
抜
粋
）

日
本
語
能
力
の
熟
達
度
に
つ
い
て
６
レ
ベ
ル
で
示
し
た
も
の

聞
く
こ
と

読
む
こ
と

話
す
こ
と

（
や
り
と
り
）

話
す
こ
と
（
発

表
）

書
く
こ
と

５
つ
の
言
語
活
動

（
言
語
活
動
別
の
熟
達
度
を
示
す
）

期
待
さ
れ
る
効
果

・
各
レ
ベ
ル
に
つ
い
て
の
説
明
は
、
 C

E
F
R
日
本
語
版
（
追
補
版
）
の
訳
文
を
基
に
し
、
C
E
F
R
補
遺
版

を
参
考
に
一
部
修
正
を
加
え
た
。

日
本
語
教
育
の
参
照
枠

＊
Ｃ
Ｅ
Ｆ
Ｒ
と
は

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
言
語
共
通
参
照
枠
（

C
E

F
R

: 
C

o
m

m
o
n
 E

u
ro

p
e
a

n
F

ra
m

e
w

o
rk

 o
f 

R
e
fe

re
n
c
e
 f

o
r 

L
a

n
g

u
a

g
e
s
）
は
、
欧
州
評
議
会

に
よ
っ
て

2
0
年
以
上
に
わ
た
る
研
究
と
検
証
の
末
に
開
発
さ
れ

2
0

0
1
年
に

公
開
さ
れ
た
。
現
在
で
は

4
0
も
の
言
語
で
翻
訳
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
C

E
F

R
は
言
語
資
格
を
承
認
す
る
根
拠
に
も
な
る
た
め
、
国
境
や
言
語
の
枠
を
越
え

て
、
教
育
や
就
労
の
流
動
性
を
促
進
す
る
こ
と
に
も
役
立
っ
て
い
る
。

＊

国
内
外
に
お
け
る
日
本
語
教
育
の
質
の
向
上
を
通
し
て
、

共
生
社
会
の
実
現
に
寄
与
す
る
。

●
国
内
外
共
通
の
指
標
・包
括
的
な
枠
組
み
が
示
さ
れ

た
こ
と
に
よ
り
国
や
教
育
機
関
を
移
動
し
て
も
継
続
し

て
適
切
な
日
本
語
教
育
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

●
生
活
・
就
労
・
留
学
等
の
分
野
別
の
能
力
記
述
文

（
C

a
n
 d

o
）
が
開
発
さ
れ
、
生
活
者
・
就
労
者
・
留
学
生

等
に
対
す
る
具
体
的
か
つ
効
果
的
な
教
育
・
評
価
が

可
能
に
な
る
。

●
日
本
語
能
力
が
求
め
ら
れ
る
様
々
な
分
野
で
共
通
の

指
標
に
基
づ
く
評
価
が
可
能
と
な
り
、
試
験
間
の
通
用

性
が
高
ま
る
。

●
適
切
な
日
本
語
能
力
判
定
の
在
り
方
が
示
さ
れ
た
こ

と
に
よ
り
試
験
の
質
の
向
上
が
図
ら
れ
る
。

熟 達 し た 言 語 使 用 者

C 2

聞
い
た
り
、
読
ん
だ
り
し
た
ほ
ぼ
全
て
の
も
の
を
容
易
に
理
解
す
る

こ
と
が
で
き
る
。
自
然
に
、
流
ち
ょ
う
か
つ
正
確
に
自
己
表
現
が
で

き
、
非
常
に
複
雑
な
状
況
で
も
細
か
い
意
味
の
違
い
、
区
別
を
表

現
で
き
る
。

C 1

い
ろ
い
ろ
な
種
類
の
高
度
な
内
容
の
か
な
り
長
い
テ
ク
ス
ト
を
理

解
す
る
こ
と
が
で
き
、
含
意
を
把
握
で
き
る
。
言
葉
を
探
し
て
い
る

と
い
う
印
象
を
与
え
ず
に
、
流
ち
ょ
う
に
、
ま
た
自
然
に
自
己
表
現

が
で
き
る
。
社
会
的
、
学
問
的
、
職
業
上
の
目
的
に
応
じ
た
、
柔
軟

な
、
し
か
も
効
果
的
な
言
葉
遣
い
が
で
き
る
。

自 立 し た 言 語 使 用 者

B 2

自
分
の
専
門
分
野
の
技
術
的
な
議
論
も
含
め
て
、
具
体
的
な
話

題
で
も
抽
象
的
な
話
題
で
も
複
雑
な
テ
ク
ス
ト
の
主
要
な
内
容
を

理
解
で
き
る
。
お
互
い
に
緊
張
し
な
い
で
熟
達
し
た
日
本
語
話
者

と
や
り
取
り
が
で
き
る
く
ら
い
流
ち
ょ
う
か
つ
自
然
で
あ
る
。

B 1

仕
事
、
学
校
、
娯
楽
で
ふ
だ
ん
出
合
う
よ
う
な
身
近
な
話
題
に
つ

い
て
、
共
通
語
に
よ
る
話
し
方
で
あ
れ
ば
、
主
要
点
を
理
解
で
き

る
。
身
近
で
個
人
的
に
も
関
心
の
あ
る
話
題
に
つ
い
て
、
単
純
な

方
法
で
結
び
付
け
ら
れ
た
、
脈
絡
の
あ
る
テ
ク
ス
ト
を
作
る
こ
と
が

で
き
る
。

基 礎 段 階 の 言 語 使 用 者

A 2

ご
く
基
本
的
な
個
人
情
報
や
家
族
情
報
、
買
い
物
、
近
所
、
仕
事

な
ど
、
直
接
的
関
係
が
あ
る
領
域
に
関
す
る
、
よ
く
使
わ
れ
る
文
や

表
現
が
理
解
で
き
る
。
簡
単
で
日
常
的
な
範
囲
な
ら
、
身
近
で
日

常
の
事
柄
に
つ
い
て
の
情
報
交
換
に
応
じ
る
こ
と
が
で
き
る
。

A 1

具
体
的
な
欲
求
を
満
足
さ
せ
る
た
め
の
、
よ
く
使
わ
れ
る
日
常
的

表
現
と
基
本
的
な
言
い
回
し
は
理
解
し
、
用
い
る
こ
と
も
で
き
る
。

も
し
、
相
手
が
ゆ
っ
く
り
、
は
っ
き
り
と
話
し
て
、
助
け
船
を
出
し
て
く

れ
る
な
ら
簡
単
な
や
り
取
り
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

2
0
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「認
定
日
本
語
教
育
機
関
」及
び
「登
録
日
本
語
教
員
」
の
活
用
に
つ
い
て

○
新
た
な
法
案
「認

定
日
本
語
教
育
機
関
」及

び
「登

録
日
本
語
教
員
」
を
基
に
、
文
部
科
学
省
と
関
係
省
庁
と
の
連
携
の
下
、
各
省
庁
の
制
度
・

事
業
等
の
枠
組
み
に
お
い
て
、
認
定
日
本
語
教
育
機
関
等
の
情
報
を
、
地
方
自
治
体
、
外
国
人
を
受
け
入
れ
る
企
業
、
経
済
団
体
等
に
広
く
提

供
す
る
仕
組
み
を
構
築
し
、
「留

学
」、
「生

活
」、
「就

労
」の
各
分
野
に
お
い
て
、
教
育
の
質
が
保
証
さ
れ
た
日
本
語
教
育
機
関
の
活
用
を
促
進
。

〇
在
留
資
格
「
留
学
」
付
与
の
要
件

・
法
務
省
令
を
改
正
し
、
認
定
日
本
語
教
育
機
関
で
あ
る
こ
と
を
、
在
留

資
格
「
留
学
」
に
よ
る
生
徒
の
受
け
入
れ
を
認
め
る
要
件
と
す
る

〇
日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
に
関
す
る
協
議
等

・
認
定
基
準
の
作
成
及
び
日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
に
あ
た
っ
て
、
法
務

省
と
協
議
す
る
等
関
係
省
庁
と
の
連
絡
協
力
体
制
を
構
築

〇
在
外
公
館
、
独
立
行
政
法
人
（
国
際
交
流
基
金
、
日
本

学
生
支
援
機
構
等
）
等
を
通
じ
た
国
内
・
海
外
発
信

・
多
言
語
で
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
を
通
じ
て
認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
情

報
を
発
信
す
る
と
と
も
に
、
在
外
公
館
（
特
に
留
学
生
担
当
）
や
独
立

行
政
法
人
等
を
通
じ
て
海
外
で
発
信
し
、
国
が
作
成
し
た
リ
ス
ト
を
広

く
普
及
す
る
。

〇
外
国
人
の
こ
ど
も
へ
の
支
援
等

・
国
内
に
い
る
外
国
人
児
童
生
徒
や
、
在
外
教
育
施
設
に
通
う
日
本
人
児

童
生
徒
に
対
し
、
研
修
を
受
け
た
登
録
日
本
語
教
員
を
積
極
的
に
活
用

す
る
仕
組
み
を
検
討

・
現
地
採
用
教
員
の
人
材
育
成
に
あ
た
っ
て
は
、
国
際
交
流
基
金
に
よ
る

海
外
日
本
語
教
師
研
修
等
の
活
用
も
検
討

留
学
関
係

〇
「
技
能
実
習
」
「
特
定
技
能
」
制
度
に
お
け
る
活
用

・
技
能
実
習
制
度
に
お
い
て
、
優
良
な
実
習
実
施
者
、
及
び
、
監
理
団
体
の
基
準
の
一
つ
で
あ
る

「
地
域
社
会
と
の
共
生
」
に
お
い
て
、
認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
活
用
を
加
点
要
素
と
す
る

方
向
で
検
討

・
特
定
技
能
制
度
の
受
入
れ
機
関
が
作
成
す
る
「
１
号
特
定
技
能
外
国
人
支
援
計
画
」
に
お
い
て
、

認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
活
用
を
推
進
す
る
ほ
か
、
「
事
前
ガ
イ
ダ
ン
ス
」
の
際
に
、
認
定
日

本
語
教
育
機
関
の
情
報
を
提
供

〇
地
方
公
共
団
体
、
国
際
交
流
団
体
、
経
済
団
体
、
企
業
等
と
の
連
携
に

よ
る
日
本
語
学
習
機
会
の
提
供

・
「
地
域
日
本
語
教
育
の
総
合
的
な
体
制
づ
く
り
推
進
事
業
」
に
お
い
て
、
認
定
日
本
語
教
育

機
関
と
の
連
携
を
支
援

・
認
定
機
関
で
の
活
用
を
想
定
し
た
、
教
育
モ
デ
ル
の
開
発
と
日
本
語
教
師
研
修
の
推
進

・
法
務
省
、
厚
生
労
働
省
等
の
各
種
会
議
等
で
活
用
の
周
知

〇
「
認
定
日
本
語
教
育
機
関
」
等
の
複
数
言
語
に
よ
る
情
報
提
供

・
外
国
人
在
留
支
援
セ
ン
タ
ー
（

FR
ES

C
）
と
の
連
携

・
外
国
人
雇
用
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
の
情
報
提
供

・
地
方
公
共
団
体
多
文
化
共
生
担
当
部
署
で
の
情
報
提
供
、
ボ
イ
ス
ト
ラ
等
の

多
言
語
音
声
翻
訳
技
術
に
関
す
る
情
報
提
供

・
高
度
外
国
人
材
活
躍
推
進
ポ
ー
タ
ル
（
JE
T
R
O
）
を
活
用
し
た
情
報
提
供

就
労
・
生
活
関
係

法
務
省

厚
労
省

総
務
省

外
務
省

文
科
省

法
務
省

法
務
省

文
科
省

文
科
省

法
務
省

厚
労
省

厚
労
省

法
務
省

経
産
省

外
務
省

文
科
省

教
育
関
係

令
和
４
年
１
２
月

日
本
語
教
育
推
進
会
議

※
は
制
度
・
施
策
の
主
務
官
庁

2
1
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③
省
庁
連
携
日
本
語
教
育
基
盤
整
備
事
業
等

現
状
・
課
題

事
業
内
容

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
活
動
目
標
）

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

中
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・地
域
日
本
語
教
育
の
全
国
展
開

・日
本
語
教
育
の
人
材
の
質
を
高
め
る
取
組
の
展
開

日
本
語
学
習
者
の
増

（
日
本
語
教
育
環
境
の
整
備
）

・
日
本
語
教
育
の
質
の
維
持
及
び
向
上

・
外
国
人
と
の
共
生
社
会
へ
の
寄
与

外
国
人
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育
の
推
進

我
が
国
の
在
留
外
国
人
は
令
和
６
年
末
で
約

3
7
7
万
人
。
過
去

3
0
年
で
約

2
.7

8
倍
に
増
加
し
、
日
本
語
学
習
者
も
令
和
５

年
で
約

2
6
万
人
で
あ
る
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
る
入
国
規
制
等
で
在
留
外
国
人
数
の
伸
び
は
一
時
鈍
化
し

た
が
、
今
後
更
に
外
国
人
労
働
者
や
留
学
生
数
は
拡
大
す
る
見
込
み
。

政
府
と
し
て
、
外
国
人
等
と
の
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
、
「外

国
人
材
の
受
入
れ
・共

生
の
た
め
の
総
合
的
対
応
策
」
（
令

和
７
年
度
改
訂
）
、
円
滑
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
た
め
の
「
日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」

（
令
和
元
年
６
月
施
行
）
、
「
日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
」
（
令
和
６
年
４
月
施
行
）
に
よ
る
日
本
語
教
育
機
関
の
認

定
制
度
や
登
録
日
本
語
教
員
の
資
格
制
度
の
創
設
等
を
踏
ま
え
、
日
本
語
教
育
の
環
境
整
備
を
計
画
的
に
推
進
。

日
本
語
教
育
の
全
国
展
開
・

学
習
機
会
の
確
保
が
必
要

１ ２

①
外
国
人
材
の
受
入
れ
・
共
生
の
た
め

の
地
域
日
本
語
教
育
の
推
進
(拡

充
)

地
域

日
本

語
教

育
の

中
核

を
担

う
都

道
府

県
・

政
令

指
定

都
市

が
、

市
区

町
村

や
関

係
機

関
と

連
携

し
教

育
環

境
を

強
化

す
る

た
め

の
総

合
的

な
体

制
づ

く
り

を
支

援
。

令
和

８
年

度
に

は
6
2
自

治
体

（
全

体
の

９
割

）
ま

で
支

援
。

B
1
レ

ベ
ル

の
体

系
的

な
日

本
語

教
育

に
は

補
助

率
を

加
算

。

②
日
本
語
教
室
空
白
地
域
解
消
の
推

進
強
化

日
本

語
教

室
空

白
地

域
の

市
区

町
村

に
対

し
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
を

派
遣

、
日

本
語

教
室

の
開

設
・

安
定

化
に

向
け

て
支

援
。

IC
T
を

活
用

し
た

日
本

語
学

習
教

材
の

開
発

・
提

供
。

「
日

本
語

教
育

の
参

照
枠

」
に

基
づ

く
B
1
レ

ベ
ル

の
動

画
コ

ン
テ

ン
ツ

を
追

加
開

発
。

③
「
生
活
者
と
し
て
の
外
国
人
」
の

た
め
の
特
定
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た

日
本
語
教
育
事
業

N
P
O

法
人

、
公

益
法

人
、

大
学

等
が

行
う

、
広

域
で

共
通

す
る

「
特

定
の

課
題

に
対

す
る

学
習

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

先
進

的
な

取
組

を
創

出
。

（
障

害
を

有
す

る
外

国
人

に
対

す
る

日
本

語
教

育
、

文
化

や
宗

教
上

の
理

由
に

よ
り

学
習

へ
の

ア
ク

セ
ス

が
困

難
な

外
国

人
へ

の
日

本
語

教
育

等
）

④
日
本
語
教
育
に
関
す
る
調
査
及
び
調
査
研
究

日
本

語
教

育
を

推
進

す
る

た
め

の
課

題
に

対
応

し
た

調
査

研
究

を
実

施
。

条
約
難
民
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育

条
約

難
民

、
第

三
国

定
住

難
民

、
補

完
的

保
護

対
象

者
に

対
す

る
日

本
語

教
育

を
実

施
。

6
5
2
百
万
円
（
5
5
0
百
万
円
）

1
4
1
百
万
円
（
1
4
7
百
万
円
）

1
8
百
万
円
（
1
8
百
万
円
）

2
3
6
百
万
円
（
2
3
6
百
万
円
）

1
7
百
万
円
（
1
7
百
万
円
）

１ ２

日 本 語 教 育 の 全 国

展 開 ・ 学 習 機 会 の

確 保

日 本 語 教 育 の 質 の

向 上 等
⑤
日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
等
の
施
行
事
務
に

必
要
な
経
費
(拡

充
)

日
本

語
教

育
機

関
認

定
法

等
に

基
づ

き
、

以
下

を
実

施
。

•
日

本
語

教
育

機
関

の
審

査
等

•
日

本
語

教
員

試
験

の
実

施
、

改
善

•
日

本
語

教
員

試
験

の
免

除
を

受
け

る
た

め
の

講
習

の
実

施
•
日

本
語

教
育

機
関

認
定

法
ポ

ー
タ

ル
の

運
用

保
守

4
8
3
百
万
円
（
3
9
2
百
万
円
）

日
本
語
学
習
者
の
増

（
日
本
語
教
育
環
境
の
整
備
）

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
日
本
語
教
育
課
）

②
日
本
語
教
師
の
養
成
及
び
現
職
日
本
語
教
師
の
研
修

事
業
(拡

充
)

日
本

語
教

育
人

材
の

資
質

・
能

力
の

向
上

を
図

る
た

め
、

日
本

語
教

師
の

資
格

取
得

後
の

キ
ャ

リ
ア

形
成

、
及

び
養

成
・

研
修

へ
の

高
度

か
つ

専
門

的
な

教
育

研
究

・
手

法
の

反
映

に
向

け
、

以
下

を
実

施
。

•
日

本
語

教
師

の
養

成
に

必
要

な
研

修
の

改
善

・
実

施
、

及
び

新
規

研
修

の
開

発
の

企
画

・
検

証

•
地

域
の

日
本

語
教

育
関

係
者

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
構

築
、

登
録

日
本

語
教

員
養

成
・

実
践

研
修

の
担

当
教

員
向

け
研

修
の

継
続

実
施

、
各

地
域

の
課

題
・

ニ
ー

ズ
等

を
踏

ま
え

た
特

色
あ

る
取

組
の

開
発

・
展

開

3
3
7
百
万
円
（
2
2
9
百
万
円
）

①
「
日
本
語
教
育
の
参
照
枠
」
等
に
基
づ
く
教
育
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
編
成
・
質
向
上
支
援
事
業
（
新
規
）

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

の
派

遣
等

を
通

じ
た

課
題

改
善

支
援

、
日

本
語

教
育

機
関

と
関

係
者

が
連

携
し

た
質

向
上

に
向

け
た

支
援

を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
教

育
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

質
向

上
プ

ロ
セ

ス
・

モ
デ

ル
等

を
確

立
・

普
及

す
る

。

•
「

日
本

語
教

育
の

参
照

枠
」

を
踏

ま
え

た
教

育
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

構
築

•
目

的
・

出
口

志
向

の
教

育
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

構
築

等

日
本
語
教
育
の
質
を
維
持
向

上
さ
せ
る
た
め
の
施
策
が
必
要

8
百
万
円
（
9
百
万
円
）

日
本

語
教

育
を

推
進

す
る

た
め

、
以

下
を

実
施

。
•
日

本
語

教
育

推
進

関
係

者
会

議
の

開
催

•
日

本
語

教
育

大
会

の
開

催
•
日

本
語

教
育

コ
ン

テ
ン

ツ
共

有
シ

ス
テ

ム
（

N
E
W

S
）

の
運

用
保

守

令
和

8
年
度
要
求
・要

望
額

2
,2

4
6
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

1
,5

9
8
百
万
円
）

3
5
3
百
万
円
（
新
規
）

2
2
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１
企
画
評
価
会
議
の
実
施

6
百
万
円
（

6
百
万
円
）

２
地
域
日
本
語
教
育
の
総
合
的
な
体
制
づ
く
り
推
進

【補
助
】

6
1
5
百
万
円
（

5
1
3
百
万
円
）

対
象
：
都
道
府
県
・
政
令
指
定
都
市

件
数
：

6
2
件
（

5
3
件
）

３
総
合
的
な
体
制
づ
く
り
の
優
良
事
例
等
の
普
及
・
連
携
強
化

【委
託
】

3
1
百
万
円
（

3
1
百
万
円
）

都
道
府
県
・政

令
指
定
都
市
日
本
語
教
育
担
当
者
連
絡
会
議
等
を
開
催
す
る
。

外
国
人
材
の
受
入
れ
・
共
生
の
た
め
の

地
域
日
本
語
教
育
推
進
事
業

背
景
・
課
題

事
業
内
容

補
助
率
：
２
分
の
１

※
（
２
）
◇
ⅰ
・
ⅱ
を
実
施
す
る
団
体
に
は

補
助
率
加
算

【
最
大
３
分
の
２
】

域
内
の
地
方
公
共
団
体
や
関
係
機
関
と
連
携
し
て
行
う
、
広
域
で
の
日
本
語
教
育
の
体
制
づ
く
り
の
推
進

・
日
本
語
教
育
推
進
施
策
の
協
議
を
行
う
「
総
合
調
整
会
議
」
設
置

・
地
域
全
体
の
日
本
語
教
育
を
総
括
す
る
「
総
括
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
」
配
置

・
日
本
語
教
室
へ
の
指
導
・
助
言
を
行
う
 「
地
域
日
本
語
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
」
配
置

・
市
町
村
が
都
道
府
県
等
の
関
係
機
関
（
民
間
団
体
等
）
と
連
携
し
て
行
う
日
本
語
教
育
等
の
取
組
へ
の
支
援

◇
「
生
活
」
に
関
す
る
日
本
語
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供
を
目
的
と
し
た
取
組
の
開
発
・
試
行

ⅰ
「
日
本
語
教
育
の
参
照
枠
」
に
基
づ
く
「
生
活

C
a
n
 d

o
」
を
参
照
し
た
質
の
高
い
日
本
語
教
育

ⅱ
「
地
域
に
お
け
る
日
本
語
教
育
の
在
り
方
に
つ
い
て

(報
告

)」
で
示
す
レ
ベ
ル

(B
1
）
時
間
数

(3
5
0
h
以
上

)に
応
じ
た
体
系
的
な
日
本
語
教
育

（
１
）
広
域
で
の
総
合
的
な
体
制
づ
く
り
【
普
通
交
付
税
措
置
】

（
２
）
地
域
の
日
本
語
教
育
水
準
の
維
持
向
上

【
普
通
交
付
税
措
置
】

（
３
）
都
道
府
県
等
を
通
じ
た
市
町
村
へ
の
支
援
（
間
接
補
助
）
【
特
別
交
付
税
措
置
】

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
活
動
目
標
）

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

中
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・都
道
府
県
・政

令
指
定
都
市
に
対
す
る

本
事
業
に
よ
る
支
援
の
実
施

・各
地
域
で
の
日
本
語
教
育
支
援
体
制

の
整
備

・日
本
語
教
育
の
機
会
提
供
に
係
る
関
係

機
関
と
の
連
携
の
強
化

・
日
本
語
教
育
環
境
の
醸
成
と
外
国
人
と
の
共
生

社
会
に
対
す
る
意
識
の
向
上

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
日
本
語
教
育
課
）

令
和

8
年
度
要
求
・
要
望
額

6
5
2
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

5
5
0
百
万
円
）

在
留
外
国
人
の
増
加
に
伴
い
、
日
本
語
教
師
、
日
本
語
学
習
支
援
者
の
不
足
や
学
習
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
日
本
語
教
育
の
実
施
が

不
十
分
な
ど
の
課
題
が
あ
る
中
、
令
和
元
年
に
「日

本
語
教
育
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」が
公
布
・施

行
さ
れ
、
そ
れ
に
基
づ
く国

の
基
本
方

針
が
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
そ
れ
ら
に
基
づ
き
、
地
方
公
共
団
体
の
責
務
を
踏
ま
え
、
外
国
人
を
日
本
社
会
の
一
員
と
し
て
受
け
入
れ
る
社
会
包

摂
を
念
頭
に
置
き
、
地
域
の
状
況
に
応
じ
た
日
本
語
教
育
施
策
を
確
実
に
実
施
し
、
生
活
等
に
必
要
な
日
本
語
能
力
を
身
に
付
け
ら
れ
る

仕
組
み
づ
くり
を
推
進
で
き
る
よ
う
、
地
域
に
お
け
る
日
本
語
教
育
環
境
を
強
化
す
る
た
め
の
体
制
整
備
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

「外
国
人
と
の
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
」に
は
、
日
本
語
教
育
が
重
点
事
項
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
、
「経

済
財
政
運
営
と

改
革
の
基
本
方
針

2
0
2
5
」や
「成

長
戦
略
等
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」で
も
、
地
域
の
日
本
語
教
育
の
体
制
整
備
推
進
が
明
記
さ
れ
て
い
る
。

市
区
町
村
・
大
学

日
本
語
教
育
機
関

企
業
・
経
済
団
体

外
国
人
住
民

等
の
県
内
外
の
有
識
者

地
域
日
本
語
教
育

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

日
本
語

教
室

日
本
語

教
室

日
本
語

教
室

日
本
語

教
室

A
市

＜
取
組
事
例
＞

•
複
数
市
町
村
に
よ
る
連
携
促
進

•
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
広
域
的
な
日
本
語

教
育
等

▼
地
域
日
本
語
教
育
の
環
境
強
化
の
た
め
の

総
合
的
な
体
制
づ
く
り
連
携
イ
メ
ー
ジ

日
本
語

教
室

日
本
語

教
室

地
域
日
本
語
教
育

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

複
数
地
域
連
携

都
道
府
県
等

連
携
・
協
働

総
合
調
整
会
議

●
司
令
塔
機
能
の
整
備

プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発
や

人
材
育
成
等

総
括

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

B
市

C
町

認
定
日
本
語
教
育
機
関
、
大
学
、

N
P
O
法
人
・
任
意
団
体
、
企
業
・
経
済
団
体

等

※
オ
ン
ラ
イ
ン
を
積
極
的
に
活
用 2

3
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●

●
●
●
●
●

●
●

●

●

●

●
●

●

●

●
●

●

令
和
７
年
度
外
国
人
材
の
受
入
れ
・
共
生
の
た
め
の
地
域
日
本
語
教
育
推
進
事
業

地
域
日
本
語
教
育
の
総
合
的
な
体
制
づ
く
り
推
進
事
業
採
択
団
体

【
参
考
】

過
去
の
実
施
団
体

令
和
６
年
度
５
７

令
和
５
年
度
５
４

令
和
４
年
度
４
８

令
和
３
年
度
４
２

令
和
２
年
度
３
５

令
和
元
年
度
１
７

・
北
海
道

・
岩
手
県

・
宮
城
県

・
秋
田
県
【
新
】

・
山
形
県

・
福
島
県
【
新
】

・
茨
城
県

・
栃
木
県

・
群
馬
県

・
埼
玉
県
＊

・
千
葉
県

・
東
京
都

・
神
奈
川
県

・
新
潟
県

・
富
山
県

・
石
川
県

・
山
梨
県
＊

・
長
野
県

・
岐
阜
県

・
静
岡
県

・
愛
知
県

都
道
府
県

4
2
団
体 ・
三
重
県

・
滋
賀
県

・
京
都
府

・
大
阪
府

・
兵
庫
県

・
奈
良
県

・
和
歌
山
県

・
鳥
取
県
＊

・
島
根
県
＊

・
岡
山
県

・
広
島
県

・
山
口
県

・
徳
島
県

・
香
川
県

・
愛
媛
県

・
高
知
県

・
福
岡
県

・
佐
賀
県

・
長
崎
県

・
大
分
県

・
宮
崎
県

・
仙
台
市

・
さ
い
た
ま
市

・
千
葉
市
＊

・
横
浜
市

・
川
崎
市

・
静
岡
市
国
際
交
流
協
会

・
浜
松
市
＊

・
名
古
屋
市

・
京
都
市
国
際
交
流
協
会

・
大
阪
市

・
神
戸
市

・
岡
山
市

・
広
島
市

・
北
九
州
国
際
交
流
協
会

・
福
岡
市

・
熊
本
市
＊

政
令
指
定
都
市

1
6
団
体

【
対
象
】
都
道
府
県
４
７
・指
定
都
市
２
０

【
採
択
】
合
計
５
８
（
う
ち
、補
助
率
調
整
７
）

〇
相
模
原
市
：
神
奈
川
県
の
間
接
補
助
事
業
と
し
て
実
施
予
定

〇
以
下
の
団
体
は
過
去
に
実
施
実
績
が
あ
る
が
、
現
在
は
自
立
し
て
運
営

・
青
森
県
：
令
和
６
年
度
実
施

・
沖
縄
県
国
際
交
流
・
人
材
育
成
財
団
：
令
和
３
年
度
、
令
和
４
年
度
実
施

＊
「
日
本
語
教
育
の
参
照
枠
」
に
基
づ
く
「
生
活

C
a

n
 d

o
」

を
活
用
し
た
日
本
語
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
・
試
行

を
計
画
に
含
む
団
体
（
補
助
率
を
３
分
の
２
に
調
整
）

●

2
4
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概
要
日
本
語
教
室
が
な
い
空
白
地
域
に
暮
ら
し
、
日
本
語
学
習
機
会
が
な
い
外
国
人
が

独
学
で
習
得
で
き
る
日
本
語
学
習
コ
ン
テ
ン
ツ
を
開
発
・
公
開

（
開
発
・
運
営
：
文
部
科
学
省
、
委
託
：
T
O
P
P
A
N
株
式
会
社
）

内
容

・
生
活
場
面
の
動
画
中
心
、
日
本
語
・
外
国
語
字
幕
表
示
、

表
現
・
語
彙
、
文
型
の
確
認
、
生
活
に
必
要
な
情
報
等
を
掲
載
し
た
学
習
サ
イ
ト

・
活
用
方
法
等
の
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
、
広
報
活
動

対
応
言
語

＜
全
２
０
言
語
＞

中
国
語
(簡
体
字
)
、
中
国
語
(繁
体
字
)、
英
語
、
フ
ィ
リ
ピ
ノ
語
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
語
、

ク
メ
ー
ル
（
カ
ン
ボ
ジ
ア
）
語
、
韓
国
語
、
モ
ン
ゴ
ル
語
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
語
、
ネ
パ
ー
ル
語
、

ポ
ル
ト
ガ
ル
語
、
ロ
シ
ア
語
、
ス
ペ
イ
ン
語
、
タ
イ
語
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
語
、
ベ
ト
ナ
ム
語
、
日
本
語

フ
ラ
ン
ス
語
、
シ
ン
ハ
ラ
語
、
ベ
ン
ガ
ル
語
【令
和
７
年
度
対
応
予
定
】

使
い
方
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
等
の
作
成

活
用
促
進
の
た
め
、
広
報
ツ
ー
ル
を
作
成
・
公
開

・
使
い
方
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク

・
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、
ポ
ス
タ
ー
各
種

・
広
報
用
動
画

等

実
績

＜
令
和
６
年
度
＞

約
３
６
０
万
ア
ク
セ
ス

＜
令
和
５
年
度
＞

約
２
１
６
万
ア
ク
セ
ス

2
5
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認
定
日
本
語
教
育
機
関
活
用
促
進
事
業

•
全

体
統

括
機

関
が

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
を

行
い

、
認

定
日

本
語

教
育

機
関

を
中

核
と

し
た

企
業

や
自

治
体

、
大

学
・

専
門

学
校

等
と

の
連

携
体

制
を

構
築

し
、

企
業

等
か

ら
の

教
育

投
資

に
よ

り
認

定
日

本
語

教
育

機
関

が
ニ

ー
ズ

に
応

じ
た

質
の

高
い

教
育

を
提

供
す

る
モ

デ
ル

を
確

立
。

•
国

は
連

携
体

制
の

構
築

を
支

援
し

、
確

立
し

た
自

走
可

能
な

モ
デ

ル
を

普
及

。
こ

れ
に

よ
り

産
業

界
等

か
ら

の
教

育
投

資
と

日
本

語
教

育
の

質
向

上
の

好
循

環
を

創
出

。

※
出

典
：

出
入

国
在

留
管

理
庁

令
和

6
年
度
補
正
予
算
額

4
億
円

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
日
本
語
教
育
課
）

＜
経

済
財

政
運

営
と

改
革

の
基

本
方

針
2
0
2
4
＞

（
令

和
６

年
６

月
2
1
日

閣
議

決
定

）

（
外

国
人

材
の

受
入

れ
）

「
外

国
人

材
の

受
入

れ
・

共
生

の
た

め
の

総
合

的
対

応
策

」
等

に
基

づ
き

、
（

中
略

）
認

定
日

本
語

教
育

機
関

の
体

制
整

備
・

活
用

、
生

活
日

本
語

の
モ

デ
ル

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
活

用
し

た
地

域
の

日
本

語
教

育
や

外
国

人
児

童
生

徒
の

教
育

の
体

制
整

備
、

オ
ン

ラ
イ

ン
に

よ
る

学
習

機
会

の
確

保
等

に
取

り
組

む
。

•
我

が
国

の
在

留
外

国
人

は
急

増
。

（
H

2
5
：

2
0
7
万

人
→

R
５

：
3
4
1
万

人
※
）

育
成

就
労

制
度

の
創

設
等

、
今

後
も

外
国

人
労

働
者

等
の

増
加

が
見

込
ま

れ
る

。
•

経
済

成
長

・
共

生
社

会
の

実
現

の
た

め
日

本
語

教
育

の
重

要
性

が
高

ま
る

中
、

教
員

の
処

遇
改

善
等

、
日

本
語

教
育

の
質

の
向

上
が

課
題

。
•

外
国

人
に

対
す

る
日

本
語

教
育

か
ら

受
益

す
る

産
業

界
等

か
ら

、
日

本
語

教
育

機
関

に
対

す
る

教
育

投
資

を
促

進
し

、
教

育
の

質
向

上
に

繋
げ

る
好

循
環

の
創

出
が

必
要

。

連
携
体
制

認
定
日
本
語

教
育
機
関

企
業
、
自
治
体
、

大
学
・専

門
学
校
等

教
育

投
資

教
育

提
供

・
人

材
輩

出

全
体
統
括
機
関

認
定

日
本

語
教

育
機

関
と

連
携

機
関

の
取

組
を

ハ
ン

ズ
オ

ン
支

援

【
国

か
ら

の
支

援
に

よ
り

実
施

】
✓

認
定

日
本

語
教

育
機

関
を

中
核

と
し

た
体

制
構

築
✓

出
口

側
の

ニ
ー

ズ
に

応
じ

た
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

開
発

✓
教

育
投

資
促

進
の

ス
キ

ー
ム

確
立

等

モ
デ
ル
の
確
立

【
企

業
等

か
ら

の
投

資
に

よ
り

実
施

】
✓

出
口

側
の

ニ
ー

ズ
に

応
じ

た
教

育
の

提
供

✓
教

員
の

処
遇

改
善

等

産 業 界 等 の 投 資 と 教 育 質 向 上 の 好 循 環 創 出

【
事

業
ス

キ
ー

ム
】

✓
委

託
先

：
民

間
事

業
者

（
全

体
統

括
機

関
）

（
全

体
統

括
機

関
か

ら
認

定
日

本
語

教
育

機
関

を
中

核
と

す
る

連
携

体
制

に
一

部
再

委
託

）
✓

規
模

：
１

機
関

1
,0

0
0
万

円
程

度
（

再
委

託
先

）
✓

件
数

：
2
2
件

程
度

（
再

委
託

先
日

本
語

教
育

機
関

数
）

✓
企

業
等

の
連

携
先

か
ら

認
定

日
本

語
教

育
機

関
へ

の
教

育
投

資
（

教
育

提
供

の
対

価
等

）
、

及
び

そ
れ

を
原

資
と

し
た

日
本

語
教

員
の

給
与

水
準

の
改

善
が

採
択

要
件

地 域 経 済 の 活 性 化 ・ 共 生 社 会 の 実 現

モ デ ル の 普 及

背
景
・
課
題

事
業
概
要

2
6
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連
携
モ
デ
ル
構
築
実
施
団
体
（
認
定
日
本
語
教
育
機
関
活
用
促
進
事
業
）

代
表
機
関
・
連
携
日
本
語
教
育
機
関
名

事
業
計
画
概
要

1
学
校
法
人
北
工
学
園

東
川
国
際
文
化
福
祉
専
門
学
校

企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
を
活
用
し
た
外
国
人
介
護
人
材
に
対
す
る
日
本
語
教
育
等
に
よ
る
地
域
定
着
支
援

2
公
益
財
団
法
人
名
古
屋

Y
W

C
A

外
国
ル
ー
ツ
の
高
校
生
・留

学
生
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
等
を
支
え
る
教
育
連
携
モ
デ
ル

3
学
校
法
人
ア
リ
ス
国
際
学
園

専
門
学
校
ア
リ
ス
学
園

地
元
企
業
が
受
け
入
れ
る
イ
ン
ド
人
エ
ン
ジ
ニ
ア
へ
の
就
労
前
後
一
体
型
の
日
本
語
教
育
支
援
モ
デ
ル

4
Ib

is
株
式
会
社
・Y

A
M

A
S
A
言
語
文
化
学
院

外
国
籍
人
材
支
援
育
成
機
関
と
日
本
語
教
育
機
関
に
よ
る
、
就
労
現
場
で
活
き
る
日
本
語
教
育
・定

着
支

援
強
化
の
実
践
型
プ
ロ
グ
ラ
ム

5
一
般
社
団
法
人
国
際
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
セ
ン
タ
ー
・上

山
学
院
日
本
語

学
校
・名

古
屋
国
際
日
本
語
学
校

地
域
経
済
団
体
と
連
携
し
た
日
本
語
教
育
機
関
に
よ
る
企
業
へ
の
教
育
提
供
モ
デ
ル
の
普
及

6
学
校
法
人
香
川
学
園

メ
ロ
ス
言
語
学
院

自
治
体
と
連
携
し
た
地
域
の
外
国
人
就
労
者
・生

活
者
向
け
の
日
本
語
教
育
基
盤
の
整
備

7
一
般
財
団
法
人
日
本
国
際
協
力
セ
ン
タ
ー

宿
泊
業
、
自
動
車
運
送
業
等
の
業
界
団
体
と
連
携
し
た
業
種
別
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
日
本
語
教
育
モ
デ
ル
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
の
開
発

8
株
式
会
社
ア
イ
・シ
ー
・エ
イ

外
国
人
留
学
生
の
地
元
旅
館
業
へ
の
就
職
を
目
指
す
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
組
み
込
ん
だ
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

9
学
校
法
人
ア
ジ
ア
の
風

岡
山
外
語
学
院

地
域
の
経
済
団
体
と
連
携
し
た
育
成
就
労
制
度
を
見
据
え
た
オ
ン
ラ
イ
ン
日
本
語
講
習
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
開
発

1
0

与
野
学
院
日
本
語
学
校

自
治
体
と
連
携
し
た
生
活
者
向
け
プ
レ

A
1
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
開
発

1
1

株
式
会
社

T
C
Jグ
ロ
ー
バ
ル

企
業
へ
の
外
国
人
材
紹
介
と
就
労
前
後
の
日
本
語
教
育
等
の
一
体
型
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
モ
デ
ル

1
2

学
校
法
人
千
駄
ヶ
谷
教
育
学
園

千
駄
ヶ
谷
外
語
学
院

ビ
ジ
ネ
ス
日
本
語

e
ラ
ー
ニ
ン
グ
教
材
と
企
業
交
流
イ
ベ
ン
ト
を
組
み
合
わ
せ
た
外
国
人
留
学
生
の
国
内
企
業
就

職
支
援

1
3

一
般
社
団
法
人
全
日
本
教
育
研
究
会
・ミ
ッ
ド
リ
ー
ム
日
本
語
学
校

A
Iを
活
用
し
た
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
界
向
け
の
発
話
型
学
習
教
材
の
開
発

2
7

委
託
先
機
関
：
デ
ロ
イ
ト
ト
ー
マ
ツ
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
合
同
会
社
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新
制
度
に
お
け
る
日
本
語
教
育
人
材
の
役
割
・
段
階
・
活
動
分
野
に
応
じ
た
養
成
・
研
修
の
イ
メ
ー
ジ

日
本
語
教
育

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

等
段
階

養
成
等

登
録
日
本
語
教
員

初
任
（
活
動
分
野
別
）

中
堅

日 本 語 教 師

登 録 日 本 語 教 員 日 本 語 教 師

大
学
の
日
本
語
教
師

養
成
課
程

（
2
6
単
位
以
上
）

専
門
学
校
等
の

日
本
語
教
師

養
成
研
修

（
4
2
0
単
位
時
間
以
上
）

生
活
者
と
し
て
の
外
国
人

に
対
す
る
日
本
語
教
師

初
任
研
修

留
学
生

に
対
す
る
日
本
語
教
師

初
任
研
修

児
童
生
徒
等

に
対
す
る
日
本
語
教
師

初
任
研
修

就
労
者

に
対
す
る
日
本
語
教
師

初
任
研
修

難
民
等

に
対
す
る
日
本
語
教
師

初
任
研
修

海
外

に
赴
く
日
本
語
教
師

初
任
研
修

日
本
語
教
師

【
中
堅
】
研
修

日
本
語

教
員
試
験

合
格

実
践
研
修

修
了

登 録 日 本 語 教 員 （ 資 格 取 得 ）

地
域
日
本
語
教
育

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

研
修

主
任
教
員

研
修 ・・・

登
録
養
成
機
関

日
本
語
学
習
支
援
者
は
、

○
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
や
日

本
語
教
師
と
共
に
、
日
本

語
教
育
の
現
場
に
参
加
し
、

日
本
語
学
習
を
支
援
し
促

進
す
る
役
割
が
期
待
さ
れ

る
。

○
地
方
自
治
体
等
が
主

催
す
る
研
修
が
全
国
で
実

施
さ
れ
て
い
る
。

日
本
語
教
師
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス

日 本 語 教 師

上
記
の
研
修
ま
た
は

他
の
研
修
を
受
講
し
た
者

な
ど

日 本 語 教 育 人 材

日
本
語
教
師

日
本
語
学
習
者
に
直
接
日
本
語
を
指
導
す
る
者

日
本
語
教
育

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー

日
本
語
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
・
教
室
運
営
・
改
善
、

日
本
語
教
師
等
に
対
す
る
指
導
・
助
言
を
行
う
ほ
か
、

多
様
な
機
関
と
の
連
携
・
協
力
を
担
う
者

日
本
語
学
習

支
援
者

日
本
語
教
師
や
日
本
語
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
共

に
日
本
語
学
習
者
の
日
本
語
学
習
を
支
援
し
、
促
進

す
る
者
(ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
し
て
参
加
)

○
日
本
語
教
師
が
キ
ャ
リ
ア
形
成
を
描
け
る
よ
う
な
養
成
・
資
格
取
得
・
登
録
日
本
語
教
員
・
初
任
・
中
堅
・
日
本
語
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
等
の
研
修

な
ど
の
仕
組
み
を
構
築

○
あ
わ
せ
て
、
地
域
日
本
語
教
育
を
支
え
る
、
地
域
日
本
語
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
、
日
本
語
学
習
支
援
者
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
な
ど
）
の
育
成
・
確
保
を
推
進

登
録
日
本
語
教
員

を
目
指
す
者

（
条
件
な
し
）

登 録 養 成 課 程 修 了 者 は

基 礎 試 験 免 除

※
基
礎
試
験
：
日
本
語
教
育
に
つ
い
て
の
基
礎
的
な
知
識
及
び
技
能
に
関
す
る
区
分
、
応
用
試
験
：
日
本
語
教
育
に
必
要
な
知
識
及
び
技
能
の
応
用

2
8
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地
域
日
本
語
教
育
関
係
研
修
（
現
職
日
本
語
教
師
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
普
及
事
業
）

◆
地
域
日
本
語
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
研
修
（
３
コ
ー
ス
）

◆
「生
活
者
と
し
て
の
外
国
人
」に
対
す
る
日
本
語
教
師
【
初
任
】

 研
修

「生
活
者
と
し
て
の
外
国
人
」に
対
す
る
日
本
語
教
師
【初

任
】に
求
め
ら
れ
る
資
質
・能

力
を
「日

本
語
教
育
人
材
の
養
成

・研
修
の
在
り
方
に
つ
い
て
」（

報
告
）
に
あ
る
教
育
内
容
を
基
に
養
成
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
「日

本
語
教
育
の
参
照
枠
」及

び
「生

活
C
a
n
 d

o
」を
研
修
の
中
で
学
び
、
教
育
実
践
と
し
て
活
用
で
き
る
よ
う
に
な
る
こ
と
を
目
指
す
研
修
。

2
9

・
地
域
日
本
語
教
育
の
総
合
的
な
体
制
づ
く
り
推
進
の
た
め
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
コ
ー
ス

文
部
科
学
省
「地

域
日
本
語
教
育
の
総
合
的
な
体
制
づ
く
り
推
進
事
業
」に
お
け
る
総
括
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
主
な
対
象
者
と

し
て
想
定
し
、
地
域
日
本
語
教
育
シ
ス
テ
ム
の
構
築
、
「地

域
日
本
語
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
」

 育
成
な
ど
の
取
組
み
を
通
じ

て
、
多
文
化
共
生
社
会
の
形
成
に
寄
与
す
る
人
材
（
「総

合
的
な
体
制
づ
く
り
推
進
の
た
め
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
」
）
の
育
成

を
目
的
と
し
た
研
修
。

・
日
本
語
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
デ
ザ
イ
ン
コ
ー
ス

「地
域
日
本
語
教
育
の
総
合
的
な
体
制
づ
く
り
推
進
事
業
」を
実
施
し
て
い
る
地
方
公
共
団
体
、
国
際
交
流
協
会
等
に
お
い

て
日
本
語
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
編
成
・実

施
を
担
う
地
域
日
本
語
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
等
を
対
象
と
し
て
、
「日

本
語
教
育
プ

ロ
グ
ラ
ム
デ
ザ
イ
ン
」に
関
す
る
資
質
・能

力
に
つ
い
て
理
解
を
深
め
、
そ
の
向
上
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
研
修
。

◆
日
本
語
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
【主
任
教
員
】研
修

「日
本
語
教
育
の
参
照
枠
」に
基
づ
く
学
習
成
果
の
評
価
と
手
法
を
理
解
し
、
実
践
に
生
か
す
力
を
養
う
と
と
も
に
、
人
材
育
成

の
目
的
や
考
え
方
を
知
り
、
育
成
方
法
を
考
え
実
践
す
る
研
修
。

・
地
域
日
本
語
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
コ
ー
ス

地
方
公
共
団
体
、
国
際
交
流
協
会
、
地
域
の
日
本
語
教
室
等
で
日
本
語
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
編
成
・実

施
及
び
日
本
語
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
に
必
要
な
地
域
の
関
係
機
関
と
の
連
携
・調

整
に
携
わ
っ
て
い
る
人
を
対
象
に
「地

域
日
本
語
教
育
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
」に
必
要
な
資
質
・能

力
に
つ
い
て
理
解
を
深
め
、
そ
の
向
上
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
研
修
。
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共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
教
育
の
推
進
に
つ
い
て

文
部
科
学
省
総
合
教
育
政
策
局
国
際
教
育
課

外
国
人
集
住
都
市
会
議
そ
う
じ
ゃ

2
0

2
5

令
和
７
年
１
１
月
１
９
日
（
水
）
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外
国
人
児
童
生
徒
等
に
対
す
る
日
本
語
指
導
の
現
状

ポ
ル
ト
ガ
ル
語

1
1
,0
5
4
人

中
国
語

1
0
,6
5
2
人

フ
ィ
リ
ピ
ノ
語

7
,6
3
0
人

そ
の
他

9
,4
5
2
人

(出
典

)文
部
科
学
省
「
日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
の
受
入
状
況
等
に
関
す
る
調
査
（
令
和
５
年
度
）
」

在
籍
な
し

1
7
,4
9
8
校

6
3
%

1
人

3
,5

1
0

校

2
人

1
,8

6
6

校

5
人
以
上

3
,1
2
3
校

在
籍
あ
り

1
0
,2
6
6
校

3
7
%

外
国
籍
児
童
生
徒

日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
は
多
様
化
し
て
い
る

1

日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
は
集
住
化
・散
在
化
の
傾
向
が
み
ら
れ
る

2

日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
が
在
籍
す
る
学
校
数

都
道
府
県
別
日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
数

5
,0

0
0
人
～

1
,0

0
0
人
～

1
0

0
人
～

～
9

9
人

※
1
0
0
人
以
上
は

全
都
道
府
県
で

1
3
校

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
語

ウ
ル
ド
ゥ
語

タ
イ
語

ネ
パ
ー
ル
語

ベ
ン
ガ
ル
語

モ
ン
ゴ
ル
語

ロ
シ
ア
語

ア
ラ
ビ
ア
語

ウ
ク
ラ
イ
ナ
語

パ
シ
ュ
ト
ゥ
ー
語
等

「
そ
の
他
」
の
言
語

※
公
立
小
・
中
学
校

5
1

,5
1

0
人

ス
ペ
イ
ン
語

3
,3

5
3
人

英
語

2
,9

5
4
人

日
本
語

2
,4

9
4
人

韓
国
・
朝
鮮
語

0
,4

1
7
人

ベ
ト
ナ
ム
語

3
,5

0
4
人

※
公
立
小
・
中
学
校

2
7

,7
6

4
校

3
人

1
,0

9
4
校

4
人

6
7

3
校

日
本
語

3
,3
1
9
人

フ
ィ
リ
ピ
ノ
語

1
,9
9
5
人

中
国
語

1
,7
5
5
人

英
語

1
,5
7
8
人

日
本
国
籍
児
童
生
徒

※
公
立
小
・
中
学
校

1
0

,5
8

9
人

ポ
ル
ト
ガ
ル
語

5
0

5
人

ス
ペ
イ
ン
語

3
3

9
人

ベ
ト
ナ
ム
語

2
1

3
人

韓
国
・
朝
鮮
語

1
6

9
人

そ
の
他

7
1

6
人
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8
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2
,0

6
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4

,8
0

4
 

1
3
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8
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4
8

 
1

,7
6

7
 

4
0

5
 

5
,0

4
0

 
1

,8
3

2
 

3
2

9
 

6
8

 
5

6
 

2
2

5
 

2
5

2
 

1
,0

5
3

 
1

7
6

 
1

1
0

 
1

9
8

 
8

3
 

4
3

 
9

8
3

 
1

1
4

 
7

8
 

1
6

4
 

1
4

5
 

7
0

 
8

4
 

6
2

2
 

0
1

,0
0

0
2

,0
0

0
3

,0
0

0
4

,0
0

0
5

,0
0

0
6

,0
0

0
7

,0
0

0
8

,0
0

0
9

,0
0

0
1

0
,0

0
0

1
1

,0
0

0
1

2
,0

0
0

1
3

,0
0

0
1

4
,0

0
0

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

小
学
校

中
学
校

高
等
学
校

義
務
教
育
学
校

中
等
教
育
学
校

特
別
支
援
学
校

日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
の
学
校
種
別
在
籍
状
況
（
都
道
府
県
別
）
※
日
本
国
籍
・外
国
籍
合
計

（
児
童
・
生
徒
数
：
人
）

（
令
和
５
年
度
）

（
出
典
）
文
部
科
学
省
「
日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
の
受
入
状
況
等
に
関
す
る
調
査
（
令
和
５
年
度
）
」
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
外
国
人
材
の
受
入
れ
・
共
生
の
た
め
の
総
合
的
対
応
策

（
外

国
人

材
の

受
入

れ
・
共

生
に

関
す

る
関

係
閣

僚
会

議
決

定
。
令

和
7

年
６

月
6

日
改

訂
）


日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
4
8
号
)
及
び
「
基
本
方
針
」
（
令

和
7

年
9

月
5

日
閣

議
決

定
）


中
央
教
育
審
議
会
答
申

（
令

和
３

年
１
月

2
6

日
）

※
項

目
の

一
つ

に
「
増

加
す

る
外

国
人

児
童

生
徒

等
へ

の
教

育
の

在
り

方
」
が

位
置

づ
け

帰
国
・外
国
人
児
童
生
徒
等
教
育
に
関
す
る
主
な
施
策

指
導
体
制
の

確
保
・充
実


日

本
語

指
導

が
必

要
な

児
童

生
徒

に
対

す
る
「
特
別
の
教
育
課
程
」
の
制
度
化

（
義

務
教

育
段

階
：
平

成
2

6
年

度
～

、
高

等
学

校
段

階
：
令

和
５

年
度

～
）


義

務
標

準
法

に
基

づ
く
日
本
語
指
導
に
必
要
な
教
員
の
基
礎
定
数
化

（
児

童
生

徒
1
8

人
に

１
人

、
平

成
2

9
年

度
～

令
和

８
年

度
ま

で
計

画
的

に
措

置
）


「
帰

国
・
外

国
人

児
童

生
徒

等
に

対
す

る
き

め
細

か
な

支
援

事
業

」
に

よ
り

、
日
本
語
指
導
補
助
者
・
母
語
支
援
員
の
派
遣

、
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た

教
育
・
支
援

等
を

推
進


高
等
学
校
「
特
別
の
教
育
課
程
」
の
制
度
周
知
及
び
資
料
作
成

（
令

和
５

年
度

）

日
本
語
指
導
担
当
教
師

等
の
指
導
力
の
向
上
、

支
援
環
境
の
改
善


(独

)教
職

員
支

援
機

構
に

お
け

る
「
指
導
者
養
成
研
修
」
の

実
施


外

国
人

児
童

生
徒

等
教

育
を

担
う

教
員

等
の

養
成

・
研

修
の

た
め

の
「
モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
の
開
発

（
令

和
元

年
度

）


外
国
人
児
童
生
徒
等
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

の
教

育
委

員
会

等
へ

の
派

遣
（
令

和
元

年
度

～
）


「
か

す
た

ね
っ

と
」
（
教

材
等

の
情

報
検

索
サ

イ
ト

）
の

運
営


日
本
語
指
導
を
担
当
す
る
教
員
・
支
援
者
向
け
研
修
動
画

を
制

作
し

、
文

科
省

H
P

に
お

い
て

公
開


日
本
語
能
力
評
価
方
法
の
研
究

(令
和

４
年

度
)及

び
改
善
の
た
め
の
調
査
研
究

の
実

施
(令

和
５

年
度

・
令

和
６

年
度

)


児
童
生
徒
の
実
態
把
握
の
た
め
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
に
向
け
た
調
査
研
究

（
令

和
５

年
度

・
６

年
度

）


高
等
学
校
に
お
け
る
日
本
語
指
導
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
づ
く
り
等
の
た
め
の
指
導
資
料

の
開

発
（
令

和
３

年
度

・
令

和
４

年
度

）

就
学
状
況
の
把
握
、

就
学
の
促
進


「
外

国
人

の
子

供
の

就
学

促
進

事
業

」
に

よ
り

、
就
学
状
況
・
進
学
状
況
の
調
査

等
を

実
施

す
る

自
治

体
を

支
援


外

国
人

の
子

供
の

就
学

促
進

に
関

す
る

先
進

事
例

を
自

治
体

に
提

供
（
令

和
２

年
３

月
）


日

本
語

教
育

推
進

法
の

基
本

方
針

に
基

づ
き

、
地
方
公
共
団
体
が
講
ず
べ
き
事
項
に
関
す
る
指
針

を
発

出
(令

和
２

年
７

月
)。

学
齢

簿
の

編
製

に
あ

た
り

外
国

人
の

子
供

の
就

学
状

況
の

一
体

的
な

管
理

・
把

握
、
個

別
の

就
学

勧
奨

等
を

推
進


外

国
人

の
子

供
・
保

護
者

に
対

し
、
日
本
の
学
校
生
活
に
つ
い
て
紹
介
す
る
動
画

を
制

作
し

、
文

科
省

H
P

に
お

い
て

公
開


夜
間
中
学

の
設

置
促

進
（
学

齢
を

超
過

し
た

外
国

人
へ

の
対

応
等

）

中
学
生
・高
校
生
の

進
学
・キ
ャ
リ
ア
支
援

の
充
実


「
帰

国
・
外

国
人

児
童

生
徒

等
に

対
す

る
き

め
細

か
な

支
援

事
業

」
に

よ
り

、
進
路
指
導
・
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
充
実
、
生
活
相
談
・
心
理
サ
ポ
ー
ト

に
資

す
る

取
組

、
放
課
後
や
学
校
内
外
で
の
居
場
所
づ
く
り

に
資

す
る

取
組

等
を

推
進


上

記
「
指

針
」
に

お
い

て
、
進

路
ガ

イ
ダ

ン
ス

・
進

路
相

談
等

の
実

施
や

、
公

立
高

等
学

校
入

学
者

選
抜

に
お

け
る
外
国
人
生
徒
を
対
象
と
し
た

特
別
定
員
枠
の
設
定

や
受

検
に

際
し

て
の

配
慮

等
の

取
組

を
推

進
（
令

和
２

年
７

月
）

異
文
化
理
解
、

母
語
・母
文
化
支
援
、

幼
児
に
対
す
る
支
援


異
文
化
理
解
・
多
文
化
共
生
の
考
え
方
に
基
づ
く
教
育
の
在
り
方

に
つ

い
て

、
大

学
や

教
育

委
員

会
、
学

校
等

の
協

力
を

得
て
調
査
研
究

を
実

施
（
令

和
２

年
度

～
令

和
４

年
度

）


日

本
の

幼
稚

園
に

つ
い

て
7

言
語

で
説

明
し

て
い

る
「
幼
稚
園
の
就
園
ガ
イ
ド
」
及

び
「
外
国
人
幼
児
等
の
受
入
れ
に
お
け
る
配
慮
に
つ
い
て
」

を
作

成
し

周
知

1 2 3 4 5
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外
国
人
児
童
生
徒
等
の
受
入
れ
・日
本
語
指
導
に
お
け
る
参
考
情
報

効
果
的
に
日
本
語
指
導
・
教
科
指
導
等
を

行
え
る
環
境
づ
く
り
を
支
援
す
る
た
め
の
情
報

検
索
サ
イ
ト
で
す
。

外
国
人
児
童
生
徒
等
の
受
入
れ
実
績
豊
富

な
教
育
委
員
会
等
が
作
成
し
た
「
外
国
人
児

童
生
徒
等
教
育
の
た
め
の
教
材
」
や
「
多
言

語
の
学
校
文
書
」
等
を
、
地
域
の
実
践
事
例

と
し
て
検
索
で
き
ま
す
。

教
職
員
・
支
援
者
向
け
研
修
動
画

全
国
の
学
校
教
育
関
係
職
員
を
始
め
、
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
教
育
に
携
わ

る
支
援
者
等
を
対
象
に
、
学
校
で
の
円
滑
な
受
け
入
れ
や
指
導
・支
援
に
つ
い
て
、

必
要
な
知
識
を
学
ん
で
い
た
だ
く
た
め
の
研
修
動
画
で
す
。

情
報
検
索
サ
イ
ト
「
か
す
た
ね
っ
と
」

外
国
人
児
童
生
徒
受
入
れ
の
手
引

研
修
内
容

文
科
省
公
式
チ
ャ
ン
ネ
ル
か
ら
ご
覧
く
だ
さ
い
。

こ
れ
か
ら
日
本
の
学
校
に
通
う
外
国
人
児
童
や
そ
の
保
護
者
な
ど
を
対
象
に
、

日
本
の
小
学
校
の
学
校
生
活
の
様
子
に
つ
い
て
、
ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン
で
紹
介
し
て

い
ま
す
。就
学
案
内
や
プ
レ
ス
ク
ー
ル
で
活
用
い
た
だ
け
ま
す
。

外
国
人
児
童
・保
護
者
向
け
動
画

外
国
人
児
童
生
徒
受
入
れ
の
手
引

h
tt

p
s
:/

/w
w

w
.m

e
x
t.

g
o

.j
p

/a
_m

e
n

u
/s

h
o

to
u

/
c
la

ri
n

e
t/

0
0

2
/1

3
0

4
6

6
8

.h
tm

h
tt

p
s
:/

/c
a

s
ta

-
n
e
t.

m
e
x
t.

g
o
.j

p
/

h
tt

p
s
:/

/w
w

w
.m

e
x
t.

g
o

.j
p

/a
_m

e
n

u
/

s
h

o
to

u
/c

la
ri

n
e

t/
0

0
3

_0
0

0
0

4
.h

tm


外
国
人
児
童
生
徒
等
の
受
け
入
れ


外
国
人
児
童
生
徒
等
教
育
の
考
え
方


日
本
語
指
導
の
方
法
１


日
本
語
指
導
の
方
法
２


外
国
人
児
童
生
徒
等
の
キ
ャ
リ
ア
教
育

外
国
人
児
童
生
徒
等
教
育
に
か
か
わ
る
様
々

な
人
々
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
で
具
体
的
に
ど

の
よ
う
な
視
点
を
持
ち
、
ど
の
よ
う
な
取
組
を
行

う
こ
と
が
必
要
か
を
示
し
て
い
ま
す
。


都
道
府
県
・市
町
村
教
育
委
員
会
の
役
割


学
校
管
理
職
・
日
本
語
指
導
担
当
教
師
・

在
籍
学
級
担
任
の
役
割


支
援
体
制
の
構
築


先
進
的
な
自
治
体
の
取
組
事
例

1
5
言
語
に

対
応

各
動
画

1
0
分
程
度

h
tt

p
s
:/

/w
w

w
.m

e
x
t.

g
o

.j
p

/a
_m

e
n

u
/s

h
o

to
u

/c
la

ri
n

e
t/

0
0

3
_0

0
0

0
4

.h
tm

動
画
内
容


「
は
じ
め
ま
し
て
！今
日
か
ら
と
も
だ
ち
」

外
国
か
ら
来
た
主
人
公
が
、は
じ
め
て

小
学
校
に
登
校
し
た
日
の
お
話


「
お
し
え
て
！日
本
の
小
学
校
」

小
学
校
に
お
け
る
学
校
生
活
の
様
子
や

習
慣
な
ど
に
つ
い
て
紹
介
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Ⅰ
．
帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
等
に
対
す
る

き
め
細
か
な
支
援
事
業

（
事
業
期
間
：
H
2
5
~
）

要
求
・
要
望
額
：
1
,7
7
7
百
万
円
（
1
,1
5
4
百
万
円
）

補
助
対
象

 
：
都
道
府
県
・
市
区
町
村

※
指
定
都
市
・中

核
市
以
外
の
市
区
町
村
は

都
道
府
県
を
通
じ
た
間
接
補
助

補
助
率

：
１
／
３

帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
等
教
育
の
推
進
支
援
事
業

✔
公
立
学
校
で
日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
は
約
6
.9
万
人
(約
1
0
年
間
で
1
.9
倍
)と
増
加
し
、
多
様
化
に
加
え
集
住
化
・
散
在
化
が
進
行

✔
学
校
生
活
に
必
要
な
日
本
語
等
を
身
に
付
け
る
た
め
の
特
別
な
指
導
を
受
け
て
い
な
い
児
童
生
徒
が
約
１
割
存
在

✔
学
齢
相
当
の
外
国
人
の
子
供
の
う
ち
不
就
学
、
又
は
不
就
学
の
可
能
性
の
あ
る
者
は
約
８
千
６
百
人

事
業
内
容

（
参
考
）
令
和
７
年
度
補
助
実
績

⇒
外
国
人
の
子
供
の
就
学
促
進
を
図
る
と
と
も
に
、
帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
学
校
で
の
教
育
環
境
を
整
備
す
る
た
め
に
は
、
日
本
語
指

導
補
助
者
や
母
語
支
援
員
の
派
遣
等
の
指
導
体
制
の
構
築
や
、
き
め
細
か
な
指
導
を
行
う
た
め
の
I
C
T
を
活
用
し
た
支
援
等
、
各
地
方
公
共

団
体
が
行
う
取
組
み
に
対
す
る
支
援
を
拡
充
す
る
こ
と
が
不
可
欠

Ⅱ
．
外
国
人
の
子
供
の
就
学
促
進
事
業

(事
業
期
間
：
H
2
7
~
)

要
求
・
要
望
額
：
1
3
5
百
万
円
（
9
5
百
万
円
）

補
助
対
象

：
都
道
府
県
・
市
区
町
村

補
助
率

：
１
／
３

【
実
施
項
目
】

〇
不
就
学
等
の
外
国
人
の
子
供
に
対
す
る
日
本
語
、

教
科
等
の
指
導
の
た
め
の
教
室

〇
上
記
教
室
に
て
指
導
を
行
う
指
導
員
の
研
修

〇
就
学
状
況
や
進
学
状
況
に
関
す
る
調
査

〇
日
本
の
生
活
・
文
化
へ
の
適
応
を
目
指
し
た
地
域

社
会
と
の
交
流

等

【
き
め
細
事
業
実
施
】

３
３
都
道
府
県

１
９
指
定
都
市

３
１
中
核
市

１
３
８
市
区
町
村

【
就
学
事
業
実
施
】

２
都
道
府
県

６
指
定
都
市

４
中
核
市

２
３
市
区
町
村

背
景
・
課
題

〇
学
校
に
お
け
る
帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
受
入
れ
体

制
を
整
備
す
る
自
治
体
の
取
組
を
支
援
す
る
た
め
、
公
立
学
校

に
お
け
る
指
導
・
支
援
体
制
の
構
築
及
び
受
入
促
進
に
関
す
る

事
業
実
施
の
地
域
数
を
増
加
（
Ⅰ
．
帰
国
・
外
国
人
児
童
生

徒
等
に
対
す
る
き
め
細
か
な
支
援
事
業
）

〇
外
国
人
の
子
供
の
就
学
促
進
に
取
り
組
む
自
治
体
を
支
援

す
る
た
め
、
外
国
人
の
子
供
の
就
学
促
進
事
業
実
施
数
を
増
加

（
Ⅱ
．
外
国
人
の
子
供
の
就
学
促
進
事
業
）

〇
日
本
語
指
導
等
の
体
制
整
備
が
進
み
、
外
国

人
児
童
生
徒
等
の
増
加
・
多
様
化
に
関
わ
ら
ず
、

き
め
細
か
な
指
導
が
提
供
さ
れ
る

〇
き
め
細
か
な
支
援
事
業
の
取
組
成
果
が
全
国

に
普
及
し
、
多
く
の
自
治
体
で
き
め
細
か
な
指
導

が
提
供
さ
れ
る

〇
全
国
ど
の
地
域
の
公
立
学
校

に
お
い
て
も
充
実
し
た
日
本
語

指
導
等
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
に

な
る

初
期
（
令
和
６
年
頃
）

中
期
（
令
和
８
年
頃
）

長
期
（
令
和
１
０
年
頃
）

〇
全
国
の
自
治
体
で
就
学
管
理
の
改
善
が
図
ら

れ
る

〇
全
国
の
自
治
体
で
全
て
の
外
国
人
の
子
供

の
就
学
状
況
が
一
体
的
に
管
理
・
把
握
で
き
る

よ
う
に
な
り
、
就
学
促
進
の
取
組
が
推
進
さ
れ
る

〇
公
立
学
校
小
・
中
学
校
等
へ

の
就
学
を
希
望
す
る
全
て
の
外
国

人
の
子
供
が
就
学
す
る

〇
全
国
の
高
校
で
「
特
別
の
教

育
課
程
」
の
編
成
・
実
施
に
よ
る

日
本
語
指
導
を
受
け
る
生
徒
の

割
合
が
増
え
る

〇
全
て
の
日
本
語
指
導
が
必
要

な
児
童
生
徒
が
希
望
に
応
じ
て

高
校
・
大
学
等
に
進
学
し
て
適

切
な
教
育
を
受
け
、
日
本
社
会

で
自
立
し
て
生
活
し
、
自
己
実

現
を
図
る
こ
と
が
で
き
る

令
和
8
年
度
概
算
要
求
・
要
望
額

1
,9
1
1
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

1
,2
4
9
百
万
円
）

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
活
動
目
標
）

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

中
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
国
際
教
育
課
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

き
め
細
、
就
学
促
進
両
方
：
黄
色

き
め
細
の
み

：
青
色

＜
関
連
す
る
政
府
方
針
(抄
)＞

・(
質
の
高
い
公
教
育
の
再
生
)

多
様
な
児
童
生
徒
の
教
育
機
会
を
保
障
す

る
た
め
、
（
略
）
外
国
人
児
童
生
徒
へ
の
支

援
体
制
の
強
化
（
略
）
を
推
進
す
る
。
「経

済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
2
5
」

(
R
7
.6
.1
3
閣
議
決
定
)

・外
国
人
児
童
生
徒
の
就
学
機
会
の
適
切
な

確
保
に
向
け
て
、
就
学
状
況
の
把
握
・就

学
促
進
の
た
め
の
取
組
を
更
に
充
実
さ
せ
る
必
要

が
あ
る
。
ま
た
、
就
学
促
進
を
図
る
た
め
に
も
、

学
校
に
お
け
る
受
入
れ
体
制
の
充
実
や
き
め

細
か
な
日
本
語
指
導
の
充
実
に
取
り
組
む
必

要
が
あ
る
。
「外
国
人
材
の
受
入
れ
・
共
生
の

た
め
の
総
合
的
対
応
策
」
(R
7
.6
.6
関
係
閣

僚
会
議
決
定
)

・地
域
に
お
け
る
外
国
人
と
の
共
生
に
向
け
た

担
い
手
の
支
援
・育

成
の
た
め
、
（
略
）
グ
ロ

ー
カ
ル
人
材
の
育
成
、
外
国
人
生
徒
・学

生
の
受
入
れ
と
キ
ャ
リ
ア
支
援
（
就
職
・進

学
）

の
取
組
を
進
め
る
こ
と
で
、
地
域
に
お
け
る
多

文
化
共
生
の
推
進
を
図
る
。
「地
方
創
生

2
.0
基
本
構
想
」
(R
7
.6
.1
3
閣
議
決
定
)

【
実
施
項
目
】

〇
運
営
協
議
会
・
連
絡
協
議
会
の
実
施

〇
日
本
語
指
導
補
助
者
、
母
語
支
援
員
の
派
遣

〇
幼
児
や
保
護
者
を
対
象
と
し
た
プ
レ
ス
ク
ー
ル

〇
親
子
日
本
語
教
室

〇
オ
ン
ラ
イ
ン
指
導
や
多
言
語
翻
訳
シ
ス
テ
ム
な
ど
IC
T

を
活
用
し
た
教
育
・
支
援

〇
高
校
生
等
に
対
す
る
包
括
的
な
教
育
・
支
援

等
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群
馬
県

●
前
橋
市

伊
勢
崎
市

太
田
市

大
泉
町

玉
村
町

伊
勢
崎
市

(北
海
道

★
札
幌
市

茨
城
県

●
水
戸
市

栃
木
県

鹿
沼
市

真
岡
市

茂
木
町

下
野
市

那
須
塩
原
市

壬
生
町

小
山
市

栃
木
市

足
利
市

大
田
原
市

野
木
町

埼
玉
県

千
葉
県

★
千
葉
市

●
船
橋
市

●
柏
市

四
街
道
市

山
武
市

野
田
市

市
原
市

八
街
市

松
戸
市

習
志
野
市

我
孫
子
市

冨
里
市

（
東
京
都
）

●
八
王
子
市

墨
田
区

目
黒
区

大
田
区

北
区

板
橋
区

足
立
区

江
戸
川
区

町
田
市

狛
江
市

東
大
和
市

羽
村
市

（
東
京
都
）

●
八
王
子
市

台
東
区

大
田
区

板
橋
区

練
馬
区

葛
飾
区

清
瀬
市

羽
村
市

神
奈
川
県

★
横
浜
市

★
川
崎
市

★
相
模
原
市

●
横
須
賀
市

厚
木
市

藤
沢
市

秦
野
市

平
塚
市

海
老
名
市

愛
川
町

中
井
町

★
横
浜
市

★
川
崎
市

福
井
県

越
前
市

鯖
江
市

静
岡
県

★
静
岡
市

★
浜
松
市

★
浜
松
市

焼
津
市

湖
西
市

小
笠
地
区
連
絡
協
議
会

牧
之
原
市

岐
阜
県

●
岐
阜
市

岐
阜
県

大
垣
市

美
濃
加
茂
市

可
児
市

愛
知
県

★
名
古
屋
市

●
豊
橋
市

●
岡
崎
市

●
豊
田
市

瀬
戸
市

小
牧
市

豊
明
市

岩
倉
市

知
多
市

安
城
市

西
尾
市

知
立
市

み
よ
し
市

半
田
市

大
府
市

高
浜
市

蒲
郡
市

刈
谷
市

稲
沢
市

日
進
市

新
城
市

田
原
市

三
重
県

桑
名
市

四
日
市
市

鈴
鹿
市

亀
山
市

津
市

松
阪
市

伊
賀
市

鈴
鹿
市

滋
賀
県

●
大
津
市

彦
根
市

長
浜
市

近
江
八
幡
市

甲
賀
市

湖
南
市

東
近
江
市

栗
東
市

米
原
市

東
近
江
市

（
京
都
府
）

★
京
都
市

宇
治
市

八
幡
市

京
田
辺
市

大
山
崎
町

大
阪
府

★
大
阪
市

★
堺
市

●
豊
中
市

●
吹
田
市

●
高
槻
市

●
八
尾
市

●
東
大
阪
市

★
大
阪
市

●
東
大
阪
市

兵
庫
県

★
神
戸
市

●
姫
路
市

芦
屋
市

三
木
市

丹
波
篠
山
市

鳥
取
県

●
鳥
取
市

琴
浦
町

北
栄
町

境
港
市

湯
梨
浜
町

島
根
県

●
松
江
市

出
雲
市

大
田
市

邑
南
町
★
広
島
市

●
福
山
市

★
北
九
州
市

★
福
岡
市

●
久
留
米
市

★
福
岡
市

佐
賀
県

伊
万
里
市

大
分
県

●
大
分
市

別
府
市

中
津
市

日
田
市

佐
伯
市

臼
杵
市

竹
田
市

豊
後
高
田
市

宇
佐
市

由
布
市

国
東
市

九
重
町

★
新
潟
市

●
福
島
市

●
郡
山
市

●
長
野
市

●
松
本
市

飯
田
市

（
愛
媛
県
）

●
松
山
市

西
条
市

●
長
崎
市

和
歌
山
県

●
和
歌
山
市

熊
本
県

★
熊
本
市

菊
陽
町

菊
陽
町

令
和
７
年
度
帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
等
に
対
す
る
き
め
細
か
な
支
援
事
業

及
び
外
国
人
の
子
供
の
就
学
促
進
事
業
＜
実
施
自
治
体
一
覧
＞

青
・・
・き
め
細
実
施
自
治
体
名

緑
・・
・就
学
促
進
実
施
自
治
体
名

★
・・
・指
定
都
市

●
・・
・中
核
市

石
川
県

小
松
市

徳
島
県

徳
島
市

鳴
門
市

小
松
島
市

阿
南
市

吉
野
川
市

阿
波
市

石
井
町

松
茂
町

板
野
町

上
板
町

藍
住
町

北
島
町

【
き
め
細
実
施
自
治
体
数
】

３
３
都
道
府
県

１
９
指
定
都
市

３
１
中
核
市

１
３
８
市
区
町
村

（
宮
城
県
）

★
仙
台
市

名
取
市

栗
原
市

大
崎
市

富
谷
市

柴
田
町

美
里
町

大
郷
町

★
名
古
屋
市

●
豊
田
市

豊
川
市

碧
南
市

西
尾
市

蟹
江
町

富
山
県

き
め
細
、
就
学
促
進
両
方

:
き
め
細
の
み

：

●
鹿
児
島
市

【
令
和

7
年

4
月

1
日
時
点
】

【
就
学
促
進
実
施
自
治
体
数
】

２
都
道
府
県

６
指
定
都
市

４
中
核
市

２
３
市
区
町
村

山
口
県

山
口
市

岩
国
市

柳
井
市

沖
縄
県

★
岡
山
市

青
森
県

●
青
森
市

高
知
県

香
美
市

宮
崎
県

宮
崎
市

都
城
市

延
岡
市

小
林
市

日
向
市

西
都
市

え
び
の
市

三
股
町

国
富
町

●
高
松
市

6
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【
参
考
】
第
４
期
教
育
振
興
基
本
計
画
に
お
け
る
共
生
社
会
の
実
現
に
関
す
る
記
載

（
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
）

○
日
本
や
外
国
の
言
語
や
文
化
を
理
解
し
、日
本
へ
の
愛
着
や
誇
り
を
持
ち
つ
つ
、グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
野
で
活
躍
す
る
た
め
の
資
質
・能
力
の
育
成
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、コ
ロ

ナ
禍
で
激
減
し
た
日
本
人
学
生
・生
徒
の
海
外
留
学
や
、よ
り
若
年
段
階
か
ら
の
国
際
的
な
交
流
活
動
の
推
進
、外
国
人
留
学
生
の
受
入
れ
環
境
、大
学
等
の
グ
ロ
ー
バ

ル
化
の
基
盤
・ル
ー
ル
の
整
備
、
外
国
語
教
育
の
充
実
、外
国
人
へ
の
教
育
の
充
実
、国
際
理
解
教
育
の
推
進
な
ど
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

○
ま
た
、産
学
官
を
あ
げ
て
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
を
育
成
す
る
取
組
の
推
進
や
、優
れ
た
外
国
人
材
の
受
入
れ
を
図
る
視
点
、
外
国
に
つ
な
が
る
子
供
の
持
つ
多
様
性
を
「
長

所
・強
み
」
と
し
て
生
か
す
視
点
、海
外
で
学
ぶ
日
本
人
の
子
供
へ
の
教
育
を
保
障
す
る
在
外
教
育
施
設
の
魅
力
を
高
め
る
取
組
も
重
要
で
あ
る
。あ
わ
せ
て
、距
離
や
場

所
、時
間
の
制
約
を
克
服
す
る
デ
ジ
タ
ル
の
活
用
に
よ
り
様
々
な
国
際
交
流
・教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
展
開
の
可
能
性
が
生
ま
れ
て
お
り
、遠
隔
・オ
ン
ラ
イ
ン
と
リ
ア
ル
を
組
み

合
わ
せ
た
取
組
の
推
進
が
求
め
ら
れ
る
。

❶
グ
ロ
ー
バ
ル
化
す
る
社
会
の
持
続
的
な
発
展
に
向
け
て
学
び
続
け
る
人
材
の
育
成

（
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
教
育
の
考
え
方
）

○
・・
・地
域
社
会
の
国
際
化
が
進
む
中
、我
が
国
で
学
ぶ
外
国
人
の
子
供
や
海
外
で
学
ぶ
日
本
人
の
子
供
の
学
び
も
保
障
さ
れ
る
と
と
も
に
、
多
文
化
共
生
の
考
え
方
も
取

り
入
れ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

○
誰
一
人
取
り
残
さ
れ
ず
、相
互
に
多
様
性
を
認
め
、高
め
合
い
、他
者
の
ウ
ェ
ル
ビ
ー
イ
ン
グ
を
思
い
や
る
こ
と
が
で
き
る
教
育
環
境
を
個
々
の
状
況
に
合
わ
せ
て
整
備
す
る
こ

と
で
、つ
ら
い
様
子
の
子
供
が
笑
顔
に
な
り
、そ
の
結
果
と
し
て
自
分
の
目
標
を
持
っ
て
学
習
等
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る
場
面
を
一
つ
で
も
多
く
作
り
出
す
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
。

○
そ
の
際
、支
援
を
必
要
と
す
る
子
供
や
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
の
子
供
の
他
の
子
供
と
の
差
異
を
「
弱
み
」
と
し
て
捉
え
、そ
こ
に
着
目
し
て
支
え
る
と
い
う
視
点
だ
け
で
は
な
く
、そ
う
し
た

子
供
た
ち
が
持
っ
て
い
る
「
長
所
・強
み
」
に
着
目
し
、可
能
性
を
引
き
出
し
て
発
揮
さ
せ
て
い
く
視
点
（
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
）
を
取
り
入
れ
る
こ
と
も
大
切
で
あ
る
。こ
の
こ
と
に
よ

り
、マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
の
子
供
の
尊
厳
を
守
る
と
と
も
に
、
周
り
の
子
供
や
大
人
が
多
様
性
を
尊
重
す
る
こ
と
を
学
び
、誰
も
が
違
い
を
乗
り
越
え
共
に
生
き
る
共
生
社
会
の
実
現
に

向
け
た
マ
ジ
ョ
リ
テ
ィ
の
変
容
に
も
つ
な
げ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

❷
誰
一
人
取
り
残
さ
れ
ず
、
全
て
の
人
の
可
能
性
を
引
き
出
す
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
教
育
の
推
進
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外
国
人
児
童
生
徒
等
の
教
育
の
充
実
に
関
す
る
有
識
者
会
議
の
開
催
に
つ
い
て

１
．
指
導
内
容
の
深
化
・
充
実

・
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
資
質
・
能
力
を
育
成
す
る
た
め
の
指
導
の
在
り
方

（
母
語
の
力
の
活
用
、
子
供
の
持
つ
多
様
性
を
「
長
所
・
強
み
」
と
し
て
生
か
す
視
点
、

障
害
の
あ
る
子
供
へ
の
対
応
を
含
む
）

・
す
べ
て
の
教
師
や
支
援
員
等
が
子
供
た
ち
に
質
の
高
い
学
び
を
提
供
で
き
る
よ
う
に
す
る

た
め
の
方
策

（
指
導
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
、
教
材
の
効
果
的
な
活
用
を
含
む
）

２
．
指
導
体
制
の
確
保
・
充
実

・
指
導
体
制
の
在
り
方

（
集
住
地
域
・
散
在
地
域
に
お
け
る
支
援
の
在
り
方
、
校
内
体
制
の
整
備
を
含
む
）

・
日
本
語
指
導
担
当
教
師
の
配
置
や
キ
ャ
リ
ア
パ
ス

・
日
本
語
指
導
補
助
者
（
登
録
日
本
語
教
員
を
含
む
）
や
母
語
支
援
員
と
の
連
携

・
関
係
機
関
（
支
援
団
体
、
大
学
、
企
業
等
）
と
の
連
携

３
．
日
本
語
指
導
担
当
教
師
等
の
指
導
力
の
向
上

・
管
理
職
・
日
本
語
指
導
担
当
教
師
・
在
籍
学
級
担
任
や
日
本
語
指
導
補
助
者
等
の
資
質
能

力
向
上
の
た
め
の
方
策

（
日
本
語
指
導
担
当
教
師
等
の
養
成
・
採
用
・
研
修
の
在
り
方
や
登
録
日
本
語
教
員
の
活
用
に

向
け
た
方
策
を
含
む
）

４
．
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
就
学
・
進
学
・
就
職
機
会
の
確
保

・
就
学
促
進
の
た
め
の
方
策
の
在
り
方
（
プ
レ
ス
ク
ー
ル
等
の
取
組
の
推
進
）

・
外
国
人
生
徒
の
進
学
・
就
職
の
促
進
方
策
（
企
業
と
連
携
し
た
キ
ャ
リ
ア
教
育
や
キ
ャ
リ
ア

支
援
、
保
護
者
へ
の
対
応
を
含
む
）

我
が
国
の
公
立
学
校
に
在
籍
し
て
い
る
日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
は
令
和
５
年
５
月
時
点
で
約

6
.9

 万
人
と
、
約

1
0

 年
前
に
比
べ
て
約

1
.9

 倍
と
大
幅
に
増
加
し
て
お

り
、
支
援
の
充
実
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

文
部
科
学
省
で
は
令
和
元
年
５
月
に
「
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
教
育
の
充
実
に
関
す
る
有
識
者
会
議
」
を
設
置
し
、
令
和
２
年
３
月
に
報
告
を
と
り
ま
と
め
、
外
国
人
児
童
生
徒

等
の
教
育
に
関
す
る
制
度
改
正
等
が
進
ん
だ
と
こ
ろ
。
ま
た
、
令
和

5
 年

6
 月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
教
育
振
興
基
本
計
画
に
お
い
て
、
外
国
に
つ
な
が
る
子
供
の
持
つ
多
様
性
を

「
長
所
・
強
み
」
と
し
て
生
か
す
視
点
や
、
誰
も
が
違
い
を
乗
り
越
え
共
に
生
き
る
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
マ
ジ
ョ
リ
テ
ィ
の
変
容
に
も
つ
な
げ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る

こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

現
在
、
中
央
教
育
審
議
会
に
お
い
て
「
初
等
中
等
教
育
に
お
け
る
教
育
課
程
の
基
準
等
の
在
り
方
に
つ
い
て
」
及
び
「
多
様
な
専
門
性
を
有
す
る
質
の
高
い
教
職
員
集
団
の
形
成

を
加
速
す
る
た
め
の
方
策
に
つ
い
て
」
の
諮
問
が
な
さ
れ
て
い
る
中
、
外
国
人
児
童
生
徒
等
教
育
の
観
点
で
も
検
討
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
少
子
高
齢
化

時
代
に
お
け
る
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
全
国
的
な
増
加
を
見
据
え
、
外
国
人
児
童
生
徒
等
教
育
に
初
め
て
携
わ
る
教
師
を
含
め
、
す
べ
て
の
教
師
や
支
援
員
等
が
子
供
た
ち
に
質
の

高
い
学
び
を
提
供
で
き
る
よ
う
、
総
合
的
な
見
地
か
ら
今
後
の
取
り
組
む
べ
き
施
策
等
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
有
識
者
会
議
を
設
置
す
る
（
令
和
７
年
３
月
）
。

オ
チ
ャ
ン
テ
村
井
ロ
サ
メ
ル
セ
デ
ス

桃
山
学
院
教
育
大
学
人
間
教
育
学
部

人
間
教
育
学
科
准
教
授

工
藤
和
志

葛
飾
区
立
青
葉
中
学
校
校
長

小
島
祥
美

東
京
外
国
語
大
学
多
言
語
多
文
化
共
生

セ
ン
タ
ー
長
准
教
授

齋
藤
ひ
ろ
み

東
京
学
芸
大
学
教
育
学
部
教
授

佐
古
秀
一

鳴
門
教
育
大
学
学
長

佐
藤
郡
衛

国
際
交
流
基
金

日
本
語
国
際
セ
ン
タ
ー
所
長

東
京
学
芸
大
学
名
誉
教
授

高
階
章
一

大
阪
府
立
大
阪
わ
か
ば
高
校
学
校
校
長

徳
永
智
子

筑
波
大
学
人
間
系
准
教
授

野
口
晃
菜

一
般
社
団
法
人

U
N

IV
A

 理
事

バ
ト
ラ
ー
後
藤
裕
子

ペ
ン
シ
ル
バ
ニ
ア
大
学
教
育
大
学
院

言
語
教
育
学
部
教
授

浜
田
麻
里

京
都
教
育
大
学
国
文
学
科
教
授

平
田
郁
美

群
馬
県
教
育
委
員
会
教
育
長

横
溝
亮

横
浜
市
教
育
委
員
会
事
務
局
学
校

教
育
企
画
部
小
中
学
校
企
画
課
指
導
主
事

吉
田
美
穂

弘
前
大
学
大
学
院
教
育
学
研
究
科
教
授

趣
旨

委
員
一
覧

検
討
事
項
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外
国
人
児
童
生
徒
等
の
教
育
の
充
実
に
関
す
る
有
識
者
会
議
を
踏
ま
え

〇
今
年
（
令
和
７
年
４
月
）
か
ら
連
続
的
に
開
催
。現
在
８
回
ま
で
。

〇
有
識
者
会
議
の
議
論
を
踏
ま
え

①
指
導
内
容
の
深
化
・充
実

資
質
・
能
力
を
育
成
す
る
た
め
の
指
導
の
在
り
方

次
期
学
習
指
導
要
領
へ
の
反
映
等

②
指
導
体
制
の
確
保
・充
実

校
内
体
制
の
整
備
、支
援
員
と
の
連
携
、関
係
機
関
と
の
連
携
等

③
日
本
語
指
導
担
当
教
師
等
の
指
導
力
の
向
上

養
成
・
採
用
・研
修
の
在
り
方
等

④
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
就
学
・進
学
・就
学
機
会
の
確
保

就
学
促
進
、進
学
・就
職
の
促
進
、キ
ャ
リ
ア
支
援
等

に
つ
な
げ
て
い
き
た
い
。

→
来
年
の
春
頃
、
と
り
ま
と
め
予
定
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外
国
人
留
学
生
の
受
入
れ

0
8

1
1

1
3

1
5

1
7

1
9

2
1
年

外
国
人
留
学
生
の
国
別
割
合

（出
典

）独
立

行
政

法
人

日
本

学
生

支
援

機
構

「外
国

人
留

学
生

在
籍

状
況

調
査

」
及

び
文

部
科

学
省

「高
等

学
校

等
国

際
交

流
状

況
等

調
査

」
（出

典
）独

立
行

政
法

人
日

本
学

生
支

援
機

構
「外

国
人

留
学

生
進

路
状

況
調

査
」

外
国
人
留
学
生
の
受
入
れ

（出
典

）文
部

科
学

省
「高

等
学

校
等

国
際

交
流

状
況

等
調

査
」

外
国

人
高

校
生

の
受

入
れ

人
数

う
ち

３
か

月
未

満
（
研

修
旅

行
）

う
ち

３
か

月
以

上
（
留

学
）

日
本
人
の
海
外
留
学

我
が

国
の

成
長

の
た

め
に

は
、
世

界
的

な
企

業
を

つ
く

る
力

、
国

際
共

同
研

究
を

行
う

力
、

外
交

等
世

界
と

対
等

に
交

渉
す

る
力

な
ど

を
有

す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
が
急
務

で
あ

り
、
そ

の
核

に
は

、
国

際
対

応
能

力
（
グ

ロ
ー

バ
ル

・
コ

ン
ピ

テ
ン

シ
ー

）
の

育
成

が
あ

り

ま
す

。

そ
の

た
め

、
よ
り
多
く
の
日
本
人
を
留
学
に
送
り
出
す
こ
と
に
よ
り
、
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
を

確
立
し
な
が
ら
、
多
様
な
価
値
観
を
持
っ
た
他
者
と
の
協
働
の
中
で
新
た
な
価
値
を
見
出
し
、

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
創
り
出
す
経
験
が
必
要

で
す

。

ま
た

、
我

が
国

の
競

争
力

向
上

の
た

め
、
優

秀
な

留
学

生
・
人

材
を

惹
き

つ
け

る
こ

と
も

不

可
欠

で
あ

り
、
そ

の
た

め
に

は
、
大
学
の
教
育
研
究
や
そ
れ
を
支
え
る
キ
ャ
ン
パ
ス
の
質
及
び

魅
力
の
向
上
が
重
要

で
す

。
同

時
に

、
外
国
人
子
弟
が
安
心
し
て
学
べ
る
環
境
を
提
供

す
る

な
ど

、
誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
し
て
学
び
、
個
々
の
能
力
を
最
大
限
発
揮
で
き
る
共
生
社
会
を

構
築

す
る

こ
と

も
求

め
ら

れ
て

い
ま

す
。

さ
ら

に
、
研

究
分

野
で

は
学

生
に

留
ま

ら
ず

国
際

頭
脳

循
環

を
促

進
し

、
優

秀
な

若
者

が

世
界

で
活

躍
す

る
と

と
も

に
、
優

秀
な

人
材

を
我

が
国

に
惹

き
つ

け
、

国
際
的
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
強
化

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。

こ
れ

を
実

行
す

る
た

め
、
複
数
年
度
に
わ
た
る
支
援
に
よ
り
、

教
育
及
び
研
究
を
軸
と
し
た
国
際
交
流
を
抜
本
的
に
改
革
し
、

我
が
国
及
び
我
が
国
の
教
育
・
研
究
の
持
続
的
な
発
展
、

成
長
へ
と
繋
げ
ま
す

。

世
界

経
済

に
占

め
る

日
本

の
G

D
P

は
今

後
低

下
し

続
け

る
と

の
予

想
が

あ
る

。

日
本

の
国

際
共

同
研

究
数

は
少

な
く

、
国

際
頭

脳
循

環
の

輪
に

入
っ

て
い

な
い

。

IM
D

に
よ

る
最

新
の

世
界

競
争

力
ラ

ン
キ

ン
グ

に
お

い
て

、
日

本
は

過
去

最
低

の
3

5
位

を
記

録
。

「
せ
か
い
」
で
ま
な
ぶ
・
「
せ
か
い
」
と
ま
な
ぶ
・
「
に
ほ
ん
」
が
か
わ
る

留
学

生
の

戦
略

的
受

入
れ

日
本

人
の

留
学

教
育

の
国

際
化

デ
ー
タ
で
見
る
留
学
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O
I:

h
tt

p
:s

/
/
d

o
i.
o

rg
/
1
0

.1
5

1
0

8
/
rm

3
1
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O
E

C
D

 “
S

c
ie

n
c
e

,
T

e
c
h

n
o

lo
g

y
a
n

d
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d
u

s
tr

y
S

c
o

re
b

o
a
rd

 2
0

1
7

”

0
8

1
1

1
3

1
5

1
7

1
9

2
1
年

1
0
,9
9
9

9
,1
1
8

1
,2
0
8

4
7
2

1
1
5
,1
4
6

3
5
,8
8
0

2
,0
3
4

7
6
,5
4
5

3
,1
1
8

1
,2
1
7

1
,9
0
1

4
6
,8
6
9

4
2
,7
9
3

4
,0
7
6

（出
典

）文
部

科
学

省
「高

等
学

校
等

国
際

交
流

状
況

等
調

査
」

（
出

典
）独

立
行

政
法

人
日

本
学

生
支

援
機

構
「外

国
人

留
学

生
在

籍
状

況
調

査
」

6
,6
3
1

4
,9
6
6

1
,6
6
5

8
9
2

3
3

8
5
9

※
国

内
進

学
者

除
く

3
1
.93

5
.74

0
.64

2
.24

4
.24

8
.0

 
4

7
.6 3

9
.94

6
.5

中
国

5
0
%

モ
ン
ゴ

ル
5
%

韓
国

4
%

タ
イ

4
%

ベ
ト
ナ ム

４
%

そ
の 他

3
2
%

高
校

（
2

0
2

1
年

）

中
国

4
5
%

ベ
ト
ナ

ム

1
6
%

ネ
パ
ー

ル

1
0
%

韓
国

6
%

イ
…

台
湾
2
%

ス
リ
ラ
…

ミ
ャ
…

バ
ン
グ
ラ
デ
…

タ
イ
1
%

そ
の
他

1
2
%

大
学

等
（
2

0
2

2
年

）

日
本

の
ユ

ニ
コ

ー
ン

企
業

は
７

社
。

ア
メ

リ
カ

6
６

１
社

、
中

国
1
7

３
社

、
イ

ン
ド

7
０

社
に

大
き

く
遅

れ
る

。
※

2
0

2
3

年
7

月
現

在

（
出

所
）

C
B

 I
n

s
ig

h
ts

 “
T

h
e

 C
o

m
p

le
te

 L
is

t 
O

f
 U

n
ic

o
rn

 C
o

m
p

a
n

ie
s
”

各
種

の
英

語
資

格
・検

定
試

験
に

お
い

て
、
日

本
の

平
均

ス
コ

ア
は

諸
外

国
の

中
で

最
下

位
ク

ラ
ス

。
（
出

所
）

文
部

科
学

省
「
英

語
教

育
・
日

本
人

の
対

外
発

信
力

の
改

善
に

向
け

て
（
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
）
」
よ

り
引

用

大
学

等
が

把
握

し
て

い
る

日
本

人
留

学
生

数
（
期

間
不

明
含

む
）

う
ち

1
か

月
未

満

う
ち

1
か

月
以

上
1
年

未
満

う
ち

1
年

以
上

高
校

生
の

海
外

派
遣

人
数

う
ち

３
か

月
未

満
（
研

修
旅

行
）

う
ち

３
か

月
以

上
（
留

学
）

外
国

人
留

学
生

数
う

ち
高

等
教

育
機

関
う

ち
日

本
語

教
育

機
関

3
1
2
,2
1
4

2
2
8
,4
0

3

8
3
,8
1
1

2
3
1
,1
4 6

4
9
,4
0
5

1
8
1
,7
4 1

外
国
人
留
学
生
の
就
職
率

※
本
プ
ラ
ン
の
実
現
に
必
要
な
経
費
に
つ
い
て
、
令
和
6
年
度
概
算
要
求
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

相
互
に
作
用
し
、
循
環
す
る
、
グ
ロ
ー
バ
ル
・
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
構
築
が
不
可
欠

（
出

典
）
独

立
行

政
法

人
日

本
学

生
支

援
機

構
「日

本
人

学
生

留
学

状
況

調
査

」

1
0

100



優
秀
な

留
学
生
や

人
材
の

受
入
れ
・定
着

世
界

と
対

等
に

渡
り

合
え

る
人

材
や

、
世

界
に

開
か

れ
た

地
域

社
会

を
牽

引
す

る
日

本
人

の
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

を
育

成
す

る
と

と
も

に
、
高

等
教

育
の

国

際
通

用
性

・競
争

力
向

上
や

将
来

の
高

度
外

国
人

材
獲

得
に

向
け

、
外

国
人

留
学

生
が

安
心

し
て

日
本

で
学

べ
る

環
境

の
整

備
を

行
い

ま
す

。

質
の

高
い

本
格

的
な

留
学

・
人

材
の

交
流

大
学 等

日
本
か
ら
の

留
学
・

人
材
の
交
流

教
育
の

国
際
化

質
の
高
い
本
格
的
な
留
学
・
人
材
の
交
流

大
学

等

国
際
理
解
を
深
め
、
国
際
社
会
と
向
き
合
う
我
が
国
の

一
員
と
し
て
の
自
覚
を
高
め
る
と
と
も
に
、
国
際
協
調

の
精
神
を
養
う

左
記
に
加
え
、
よ
り
早
期
か
ら
の
国
際
交
流
経
験
を

通
じ
て
、
留
学
へ
の
意
識
を
形
成

国
際
社
会
の
一
員
と
し
て
の
意
識
形
成

小
中 高

留
学
へ
の
意
欲
喚
起
・
能
力
育
成

特
に

高
校


社

会
総

が
か

り
で

行
う

高
校

生
国

際
交

流
促

進
事

業


ト

ビ
タ

テ
！

留
学

J
A

P
A

N
（高

校
生

等
コ

ー
ス

）


さ

く
ら

サ
イ

エ
ン

ス
プ

ロ
グ

ラ
ム

≫
地
域
で
の
海
外
経
験
・
留
学
支
援
に
係
る
体
制

づ
く
り
や
留
学
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
な
ど
の

取
組
を
促
進

≫
留

学
に

関
す

る
情

報
発

信
や

関
心

喚
起

に
向

け
た

取
組

な
ど

を
推

進
し

、
留

学
へ

の
機

運
を

醸
成

≫
生

徒
同

士
の

人
的

交
流

を
通

し
て

、
留

学
へ

の
意

欲
喚

起
に

寄
与

≫
海

外
と

の
連

携
も

見
据

え
た

ア
ン

ト
レ

プ
レ

ナ
ー

シ
ッ

プ
教

育
を

推
進


小

・中
・高

等
学

校
を

通
じ

た
英

語
教

育
強

化
事

業


社

会
総

が
か

り
で

行
う

高
校

生
国

際
交

流
促

進
事

業

≫
児

童
生

徒
の

英
語

力
向

上
の

た
め

の
取

組
を

支
援

≫
「話

す
こ

と
」等

の
発

信
力

向
上

に
向

け
、
A

I等
デ

ジ
タ

ル
を

活
用

し
た

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
テ

ス
ト

の
実

施
促

進

≫
教

師
の

英
語

力
・
指

導
力

向
上

の
た

め
の

オ
ン

ラ
イ

ン
研

修
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
実

施

≫
中

学
・
高

校
段

階
に

お
け

る
オ

ン
ラ

イ
ン

等
を

利
用

し
た

国
際

交
流

活
動

の
促

進

多
様
な
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
の
学
習
環
境
整
備

小
中 高

留
学
生
交
流
が
自
然
と
発
生
す
る
環
境
整
備

大
学

等

留
学
へ
の
機
運
を
醸
成
し
た
上
で
、
本
格
的
な
留
学
へ
の
送
り
出
し
・
頭
脳
循
環
へ
の
参
画
を
推
進

多
様
な
他
者
と
協
働
し
、
新
た
な
価
値
を
生
み
出
す
人
材
を
育
成

奨
学
金
の
充
実

国
際
頭
脳
循
環

民
間
と
の
連
携

大
学
の
国
際
化

つ
の
ア
ク
シ
ョ
ン

3
 A

c
ti

o
n

s


イ

ン
タ

ー
ナ

シ
ョ

ナ
ル

ス
ク

ー
ル

の
資

源
活

用

【新
規

要
求

】


国

際
バ

カ
ロ

レ
ア

の
推

進

≫
高

度
外

国
人

材
の

子
弟

等
の

学
習

環
境

や
国

際
交

流
活

動
の

推
進

、
高

校
段

階
に

お
け

る
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

育
成

に
資

す
る

拠
点

校
の

整
備

、
海

外
で

学
ぶ

日
本

の
子

供
た

ち
の

学
び

の
充

実

外
国
人
が
日
本
で
学
習
す
る
た
め
の
基
盤
整
備

日
本

語
教

育

優
秀
な
外
国
人
留
学
生
の
本
格
的
な
受
入
れ
・
国
際
頭
脳
循
環

大
学

等

よ
り
多
く
の
優
秀
な
留
学
生
を
受
け
入
れ
、
日
本
と
世
界
の
成
長
や
発
展
、
高
等
教
育
の
国
際
通
用
性
・
競
争
力
の
向
上
と
と
も
に
、

国
際
社
会
に
開
か
れ
た
日
本
社
会
を
共
に
つ
く
る
一
員
と
し
て
留
学
生
を
受
け
入
れ
る
た
め
、
以
下
に
一
体
的
に
取
り
組
む

外
国
人
子
弟
等
、
外
国
に
つ
な
が
り
の
あ
る
児
童
生
徒

が
安
心
し
て
学
べ
る
社
会
の
基
盤
を
形
成

左
記
に
加
え
、
よ
り
若
い
層
へ
日
本
を
ア
ピ
ー
ル
す

る
こ
と
に
よ
り
、
大
学
段
階
で
の
日
本
留
学
や
優
秀

な
留
学
生
の
早
期
獲
得
へ
繋
げ
る

共
生
社
会
の
基
盤
構
築

小
中 高

優
秀
な
留
学
生
獲
得
の
素
地
形
成

特
に

高
校


高

度
外

国
人

子
弟

の
教

育
環

境
整

備
に

係
る

調
査

研
究

事
業

【新
規

要
求

】


高

度
外

国
人

材
子

弟
受

入
れ

先
及

び
好

事
例

の
収

集
・整

理

【新
規

要
求

】


帰

国
・外

国
人

児
童

生
徒

等
に

対
す

る
き

め
細

か
な

支
援

事
業


外

国
人

の
子

供
の

就
学

促
進

事
業

≫
外

国
人

の
子

供
の

就
学

促
進

、
日

本
語

指
導

が
必

要
な

児
童

生
徒

に
対

す
る

指
導

・
支

援
体

制
の

充
実

に
よ

り
共

修
環

境
を

実
現

≫
高

度
外

国
人

材
に

と
っ

て
魅

力
的

な
教

育
環

境
整

備
の

モ
デ

ル
の

創
出

等

≫
A
S
E
A
N
、
G
７
な
ど
を
中
心
に
、
よ
り
効
果
的
な
国

際
交
流
の
仕
組
み
を
構
築
、
留
学
生
と
日
本
人
が
共

同
生
活
を
行
う
機
会
の
創
出
等

≫
英

語
で

学
ぶ

こ
と

が
で

き
る

な
ど

、
高

度
外

国
人

材
等

の
子

弟
の

進
学

先
と

な
り

得
る

国
内

大
学

の
学

科
・
コ

ー
ス

等
や

留
学

生
の

キ
ャ

リ
ア

形
成

に
資

す
る

専
門

学
校

の
情

報
を

収
集

・
発

信

≫
外

国
人

等
に

対
す

る
日

本
語

教
育

の
推

進


社

会
総

が
か

り
で

行
う

高
校

生
国

際
交

流
促

進
事

業


ア

ジ
ア

高
校

生
架

け
橋

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

＋


高

校
入

試
で

の
外

国
人

特
別

枠
の

設
定


さ

く
ら

サ
イ

エ
ン

ス
プ

ロ
グ

ラ
ム

留
学
生
誘
致
機
能
強
化


教

師
を

志
す

学
生

の
留

学
支

援

大
学

内
部

に
留

ま
ら

な
い

更
な

る
国

際
化

を
推

進
す

る
た

め
、
「
国

際
的

な
大

学
に

よ
る

ソ
ー

シ
ャ

ル
イ

ン
パ

ク
ト

創
出

支
援

事
業

」
を

新
た

に
展

開世
界
と
日
本
・地
域
を
結
ぶ

「
大
学
」
の
国
際
拠
点
化
の
推
進

1
・
日

本
人

の
中

長
期

留
学

の
た

め
の

海
外

留
学

支
援

制
度

等
を

大
幅

拡
大

・
貸

与
奨

学
金

の
代

理
返

還
制

度
の

利
用

促
進

・
高

校
生

の
国

際
経

験
の

た
め

、
「
社

会
総

が
か

り
で

行
う

高
校

生
国

際
交

流
促

進
事

業
」
の

拡
充

・
「
ト

ビ
タ

テ
！

留
学

J
A

P
A

N
」
第

2
ス

テ
ー

ジ
の

推
進

産
官
学
を
挙
げ
た

高
校
・
大
学
段
階
の
留
学
支
援
強
化

2
・
「
大

学
の

世
界

展
開

力
強

化
事

業
」
に

よ
り

、
G

7
、

A
S

E
A

N
と

の
共

同
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

作
成

を
実

施

・
G

7
、
A

S
E

A
N

、
イ

ン
ド

か
ら

の
留

学
生

受
入

れ
の

た
め

の
奨

学
金

を
重

点
的

に
拡

充

・
「
ア

ジ
ア

高
校

生
架

け
橋

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

＋
」
の

拡
充

・
G

7
、
A

S
E

A
N

等
と

の
持

続
的

な
成

長
に

向
け

た
科

学
技

術
・
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

連
携

の
強

化

G
7
、
A
S
E
A
N
等
重
点
地
域
と
の

戦
略
的
連
携
強
化

3
先

進
国

や
A

S
E

A
N

等
と

の
国

際
共

同
研

究
や

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

構
築

へ
の

支
援

を
通

じ
、
若

手
研

究
者

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

強
化

。

国
際
頭
脳
循
環

の
促
進

4
・
J
A

S
S

O
の

諸
外

国
の

情
報

収
集

・
分

析
機

能
の

抜
本

的
強

化

・
大

学
、
J
A

S
S

O
、
在

外
公

館
、
関

係
機

関
が

一
体

と
な

り
重

点
地

域
で

の
早

期
か

ら
の

受
入

強
化

等
を

推
進

戦
略
的
な
国
際
展
開
の
た
め
の

情
報
収
集
・留
学
生
誘
致
機
能
強
化

５
将

来
の

日
本

を
支

え
る

「
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

の
原

石
」
で

あ
る

在
留

邦
人

の
子

の
学

び
の

保
障

、
国

内
同

等
の

学
び

の
環

境
整

備
、
在

外
教

育
施

設
な

ら
で

は
の

教
育

の
充

実
を

推
進

在
外
教
育
施
設
の

機
能
強
化

６


W

W
L
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

構
築

支
援

事
業


在

外
教

育
施

設
の

機
能

強
化

重 点 施 策 の

ポ イ ン ト

R
6

概
算
要
求

G
7
や
A
S
E
A
N
と
の
連
携

奨
学
金
の
戦
略
的
活
用

就
職
・
定
着
支
援

≫
民

間
企

業
等

か
ら

の
寄

付
金

に
よ

り
奨

学
金

を
支

援

≫
海

外
で

活
躍

す
る

日
本

人
等

と
連

携
し

た
支

援


ト

ビ
タ

テ
！

留
学

J
A

P
A

N
（
大

学
生

等
コ

ー
ス

）


J
A

S
S

O
貸

与
奨

学
金

の
代

理
返

還
制

度
の

活
用


国

際
的

な
大

学
に

よ
る

ソ
ー

シ
ャ

ル
イ

ン
パ

ク
ト

創
出

支
援

事
業

【新
規

要
求

】


人

文
・社

会
科

学
系

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

型
大

学
院

構
築

事
業


国

際
バ

カ
ロ

レ
ア

を
活

用
し

た
大

学
入

試
の

推
進


留

学
生

の
授

業
料

設
定

柔
軟

化
や

定
員

管
理

の
弾

力
化

≫
教
育
の
海
外
展
開
に
よ
る
留
学
生
誘
致
や
、
地
域
と
共
に
国
際

化
を
図
る
こ
と
に
よ
る
留
学
生
が
定
着
し
や
す
い
環
境
の
ソ
フ

ト
・ハ
ー
ド
一
体
の
整
備

≫
人

文
・社

会
科

学
系

大
学

院
の

国
際

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

形
成

に
よ

る
海

外
と

の
学

位
プ

ロ
グ

ラ
ム

実
施

等
を

通
じ

て
、
国

際
機

関
な

ど
世

界
で

活
躍

す
る

新
た

な
高

度
人

材
養

成
モ

デ
ル

を
構

築

≫
国

際
共

同
研

究
や

研
究

者
の

派
遣

・
受

入
れ

を
通

じ
て

国
際

頭
脳

循
環

を
促

進
≫

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
創

出
や

国
際

会
議

の
誘

致
な

ど
研

究
分

野
を

国
際

化


先

端
国

際
共

同
研

究
推

進
事

業


海

外
特

別
研

究
員

事
業


日

本
語

教
育

機
関

の
認

定
・日

本
語

教
員

の
登

録
制

度
の

開
始

（留
学

・就
労

・生
活

）

≫
J
A
S
S
O
に
留
学
生
誘
致
の

た
め
の
情
報
収
集
・
戦
略

立
案
を
行
う
部
署
を
設
置

≫
大

学
、
J
A

S
S

O
、
在

外
公

館
、

国
際

交
流

基
金

と
の

一
体

と
な

っ
た

戦
略

的
受

入
れ

を
行

う
海
外
拠
点
の
強
化


J
A

S
S

O
運

営
費

交
付

金


日

本
留

学
促

進
の

た
め

の
海

外
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
機

能
強

化
事

業


海

外
留

学
支

援
制

度


フ

ル
ブ

ラ
イ

ト
奨

学
金

事
業

（米
国

大
学

院
で

の
学

位
取

得
)

≫
留
学
向
け
給
付
奨
学
金
を
拡
充
（
中
長
期
留
学
の
重
点
的
促
進
）

≫
教

育
委

員
会

と
連

携
し

た
学

位
取

得
留

学
の

促
進

≫
貸

与
奨

学
金

の
活

用
と

企
業

等
の

代
理

返
還

制
度

の
利

用
促

進

≫
S

T
E

M
分

野
の

高
専

生
・
大

学
院

学
生

の
留

学
支

援
の

充
実

≫
国

際
卓

越
研

究
大

学
を

選
定

し
、
英

語
と

日
本

語
を

共
通

言
語

と
し

て
、
海

外
ト

ッ
プ

大
学

と
日

常
的

に
連

携
し

て
い

る
世

界
標

準
の

教
育

研
究

環
境

を
目

指
す

。

≫
大

学
に

お
け

る
秋

季
入

学
や

４
学

期
制

な
ど

学
事

暦
・
修

業
年

限
の

多
様

化
・
柔

軟
化

も
推

進

≫
多

様
で

優
秀

な
留

学
生

を
獲

得
す

る
た

め
、

G
７
、
A
S
E
A
N
、
イ
ン
ド

等
を
中
心
に
重
点
的

拡
充


外

国
人

留
学

生
奨

学
金

制
度

≫
日

本
語

教
育

、
キ

ャ
リ

ア
教

育
、
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
を

体
系

的
に

提
供

≫
地
域
・
企
業
と
大
学
が
協
働

し
て
国
際
化
を
図
り
、
留
学

生
が
定
着
し
や
す
い
環
境
を

実
現


留

学
生

就
職

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム


国

際
的

な
大

学
に

よ
る

ソ
ー

シ
ャ

ル

イ
ン

パ
ク

ト
創

出
支

援
事

業
【新

規
要

求
】


外

国
人

留
学

生
キ

ャ
リ

ア
形

成
促

進
プ

ロ
グ

ラ
ム

（専
門

学
校

）

≫
G

7
や

A
S

E
A

N
と

の
大
学
間
共
同
教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
支
援

≫
マ
レ
ー
シ
ア
海
外
分
校
開
校
、
タ
イ
高
専

を
含
め
た
交
流
支
援

≫
国
費
留
学
生
の
奨
学
金
の
重
点
強
化
等

≫
研

究
分

野
に

お
い

て
、

国
際

共
同

研
究

や
研

究
者

の
受

入
れ

を
通

じ
た
国
際

頭
脳
循
環
を
促
進


大

学
の

世
界

展
開

力
強

化
事

業


国
費

留
学

生
支

援
制

度


日
A

S
E

A
N

科
学

技
術

・
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

協
働

連
携

【新
規

要
求

】


先
端

国
際

共
同

研
究

推
進

事
業


外

国
人

研
究

者
招

へ
い

事
業


日

本
語

教
育

に
関

す
る

多
言

語
情

報
発

信
サ

イ
ト

の
公

開

※
「
●
」
は
予
算
事
業
(令
和
６
年
度
概
算
要
求
を
予
定
)、
「
□
」
は
制
度
・
非
予
算
事
業
（
今
後
検
討
）


E

D
G

E
-P

R
IM

E
 I

n
it

ia
ti

v
e

1
1
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0
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在
外
教
育
施
設
数
・
児
童
生
徒
数
・
派
遣
教

師
数
の
推
移

日
本
人
学
校
児
童
生
徒
数

補
習
授
業
校
児
童
生
徒
数

日
本
人
学
校
数

補
習
授
業
校
数

○
「
在
外
教
育
施
設
に
お
け
る
教
育
の
振
興
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
く
「
在
外
教
育
施
設
に
お
け
る
教
育
の
振
興
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
か
つ
効
果
的
に
推
進
す
る
た
め
の

基
本
的
な
方
針
」
を
踏
ま
え
、
在
留
邦
人
の
子
の
学
び
の
保
障
、
国
内
同
等
の
学
び
の
環
境
整
備
、
在
外
教
育
施
設
な
ら
で
は
の
教
育
の
充
実
を
図
る
。

○
我
が
国
の
国
際
的
活
動
の
進
展
に
伴
い
、
海
外
に
長
期
間
在
留
す
る
邦
人
が
同
伴
す
る
義
務
教
育
段
階
の
子
供
は
、
日
本
人
学
校
に
1
5
,6
8
0
人
、
補
習
授
業
校
に

2
1
,0
4
7
人
、
私
立
在
外
教
育
施
設
に
1
2
2
人
（
2
0
2
5
年
4
月
1
5
日
在
外
教
育
施
設
在
籍
児
童
生
徒
数
調
査
）
。

○
在
外
教
育
施
設
は
、
海
外
に
在
留
す
る
日
本
人
の
子
供
の
た
め
に
、
日
本
国
内
の
学
校
教
育
に
準
じ
た
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
を
主
な
目
的
と
し
て
海
外
に
設
置
さ
れ

た
も
の
で
あ
り
、
①
日
本
人
学
校
、
②
補
習
授
業
校
、
及
び
③
私
立
在
外
教
育
施
設
の
３
種
類
が
あ
る
。
日
本
人
学
校
及
び
私
立
在
外
教
育
施
設
に
つ
い
て
は
、

文
部
科
学
大
臣
か
ら
、
日
本
の
小
学
校
、
中
学
校
、
又
は
高
等
学
校
と
同
等
の
課
程
を
有
す
る
旨
の
認
定
を
受
け
て
い
る
。

①
日
本
人
学
校
（
9
4
校
：
4
9
か
国
１
地
域
）

海
外
に
お
い
て
我
が
国
の
教
育

関
係
法
令
に
準
拠
し
て
、
国
内
の

小
学
校
、
中
学
校
等
に
お
け
る

教
育
と
同
等
の
教
育
を
行
う
こ
と

を
目
的
と
す
る
全
日
制
の
在
外
教

育
施
設
。

②
補
習
授
業
校
（
2
4
2
校
：
5
1
か
国
１
地
域
）

文
部
科
学
省
に
よ
る
教
師
派
遣
に
つ
い
て

在
外
教
育
施
設
と
は

③
私
立
在
外
教
育
施
設
（
６
校
：
４
か
国
）現
地
校
、
国
際
学
校
な
ど
に

通
学
し
て
い
る
日
本
人
の
子
供

に
対
し
、
国
内
の
小
学
校
、
中

学
校
の
一
部
の
教
科
（
国
語
、

算
数
（
数
学
）
が
中
心
）
に
つ

い
て

授
業
を
行
う
在
外
教
育
施
設
。

※
派
遣
教
師
が
い
る
補
習
授
業
校
は
4
4
校

日 本 人 学 校 補 習 授 業 校 私 立 在 外

施 設 数 ・ 児 童 生 徒 数 ・ 派 遣 教 師 数 推 移

派 遣 区 分

国
内
の
学
校
法
人
な
ど
が
母
体
と
な
り
、
国
内
の
学
校
教
育
と
同
等
の
教
育
を
行
う
こ
と

を
目
的
と
し
て
設
置
さ
れ
た
全
日
制
の
在
外
教
育
施
設
。

（
※
３
）
在
外
教
育
施
設
在
籍
児
童
生
徒
数
調
査
等
か
ら
作
成

※
３

ア
ジ
ア

1
,4
8
9

人 7
.1
%

大
洋
州

1
3
1
9
人

6
.3
%

北
米

1
2
,5
2
4

人
5
9
.5
%

中
南
米

2
7
6
人

1
.3
%

欧
州

5
,2
5
4

人
2
5
.0
%

中
東

1
0
9
人

0
.5
%

ア
フ
リ

カ

7
6
人

0
.4
%

2
1
,0
4
7
人

ア
ジ
ア

大
洋
州

北
米

中
南
米

欧
州

中
東

ア
ジ
ア

1
2,
4
14

人
79
.2
%

大
洋
州

89
人

0
.6
%

北
米

2
3
5
人

1
.5
%

中
南
米

5
2
4
人

3
.3
%

欧
州

2
,1
1
6

人
1
3
.5
%

中
東

2
1
9
人

1
.4
%

ア
フ
リ

カ

8
3
人

0
.5
%

1
5
,6
8
0
人

ア
ジ
ア

大
洋
州

北
米

中
南
米

欧
州

中
東

ア
フ
リ
カ

出
典
：
在
外
教
育
施
設
在
籍
児
童
生
徒
数
調
査
（
令
和
７
年
４
月
）

出
典
：
在
外
教
育
施
設
在
籍
児
童
生
徒
数
調
査
（
令
和
７
年
４
月
）

文
部
科
学
省
か
ら
日
本
人
学
校
、
及
び
大
規
模
補
習
授
業
校
に
対
し
、
教
師
を
派
遣

し
て
い
る
。

①
現
職
教
師
（
2
0
2
5
年
度
派
遣
教
師
定
員
：
1
,0
0
5
人
）

各
都
道
府
県
・指

定
都
市
教
育
委
員
会
等
か
ら
推
薦
さ
れ
た
国
内
の
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
師
。

②
シ
ニ
ア
派
遣
教
師
（
2
0
2
5
年
度
派
遣
教
師
定
員
：
3
2
5
人
）

応
募
時
の
年
齢
が
6
４
歳
以
下
の
退
職
教
師
。
2
0
0
7
年
度
か
ら
開
始
。

③
プ
レ
派
遣
教
師
（
2
0
2
5
年
度
派
遣
教
師
定
員
：
3
1
人
）

正
規
教
師
を
目
指
す
臨
時
採
用
教
師
等
。
2
0
1
8
年
度
か
ら
開
始
。

※
1

※
1

（
※
１
）
学
校
数
は
令
和
7
年
4
月
1
日
時
点

※
1

在
外
教
育
施
設
の
現
状

1
2
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○
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
進
展
す
る
中
、
①
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
の
育
成
、
②
帰
国
・
外
国
人
で
あ
る
児
童
生
徒
等
へ
の
対
応
が
更
に
求
め
ら

れ
て
お
り
、
学
校
教
育
を
担
う
教
員
に
つ
い
て
も
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
感
覚
・
知
識
・
技
能
が
必
要
と
な
っ
て
い
る
。

○
そ
の
た
め
に
は
、
教
員
の
養
成
・
採
用
、
採
用
後
の
資
質
向
上
等
、
あ
ら
ゆ
る
段
階
で
教
員
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
を
支
援
す
る
こ
と
が
必
要
。

【
背
景
】

教
員
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
促
進
に
つ
い
て
（
在
外
教
育
施
設
へ
の
派
遣
促
進
）

養 成 ・ 採 用 資 質 向 上

在
外
教
育
施
設
教
員
派
遣
（
ト
ビ
タ
テ
！
教
師
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

○
外
国
に
お
け
る
日
本
人
学
校
・
補
修
授
業
校
な
ど
の
在
外
教
育
施
設
へ
の
小
中

学
校
教
員
の
派
遣
に
係
る
費
用
（
国
内
給
与
・
手
当
等
）
を
支
援

✔
国
公
私
全
て
の
教
員
が
対
象
。
ま
た
、
現
職
教
員
に
加
え
、
シ
ニ
ア
・
プ
レ
段
階
の

教
員
も
対
象
。

✔
派
遣
中
の
戦
略
的
な
グ
ロ
ー
バ
ル
教
育
活
動
の
実
施
促
進
に
よ
る
資
質
向
上
、

派
遣
後
の
戦
略
的
な
帰
国
教
師
の
活
用
の
促
進
（
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
）

【
支
援
内
容
等
】

教
育
委
員
会

へ
の
御
願
い

【
在
外
施
設
教
員

派
遣
関
係
】

グ
ロ
ー
バ
ル
教
員
養
成
の
促
進

○
教
育
実
習
先
と
し
て
日
本
人
学
校
へ
の
受
入
れ
を
可
能
と
す
る
制
度
の
創
設

○
大
学
生
等
の
留
学
に
係
る
経
済
支
援
等
の
実
施

国
際
的
な
経
験
を
有
す
る
教
員
の
積
極
的
な
採
用
促
進

国
際
理
解
教
育
の
充
実
・
外
国
に
つ
な
が
る
児
童
生
徒
等
へ
の

対
応
に
係
る
研
修
の
充
実

✔
在
外
教
育
施
設
で
の
教
育
経
験
は
、
教
師
が
グ
ロ
ー
バ
ル
な
感
覚
の
涵
養
、
知
識
・技

能
の
習
得
に
資
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
シ
ニ
ア
・
プ
レ
段
階
・
管
理

職
も
含
め
派
遣
を
希
望
す
る
教
師
の
送
り
出
し
を
支
援
す
る
な
ど
、
積
極
的
な
対
応
を
御
検
討
い
た
だ
き
た
い
。

✔
各
個
人
の
在
外
教
育
施
設
へ
の
派
遣
希
望
を
支
え
る
た
め
、
在
外
教
育
施
設
に
お
け
る
勤
務
に
対
す
る
適
切
な
評
価
と
帰
国
後
に
お
け
る
専
門
性
に
基
づ

い
た
活
用
（
外
国
語
教
育
の
改
善
の
み
な
ら
ず
、
国
際
理
解
教
育
や
外
国
に
つ
な
が
る
児
童
・
生
徒
等
へ
の
対
応
の
中
心
的
な
役
割
を
担
う
こ
と
が
期
待
）

等
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
た
だ
き
た
い
。

○
「教

師
の
採
用
等
の
改
善
に
係
る
取
組
に
つ
い
て
（
通
知
）
」
等
に
お
い
て
、
下
記
の
内

容
を
含
む
採
用
等
に
係
る
留
意
事
項
を
通
知
。

✔
外
国
語
教
育
の
改
善
の
観
点
か
ら
、
日
本
人
学
校
等
で
の
勤
務
な
ど
の
海
外
経
験

を
考
慮
し
た
加
点
な
ど
、
外
国
語
の
指
導
法
等
の
専
門
性
を
考
慮
し
た
採
用
選
考
の

実
施
。

✔
社
会
人
等
の
教
師
と
し
て
の
積
極
的
な
活
用
の
観
点
か
ら
、
日
本
人
学
校
等
で
の

勤
務
経
験
な
ど
国
際
的
な
活
動
経
験
を
有
す
る
者
等
に
対
し
、
一
部
試
験
免
除
・

特
別
の
選
考
な
ど
、
こ
れ
ら
の
経
験
や
技
能
・
実
績
を
考
慮
し
た
採
用
選
考
の
実
施
。

○
都
道
府
県
・指

定
都
市
教
育
委
員
会
の
担
当
指
導
主
事
等
に
対
し
て
国

際
理
解
教
育
の
意
義
及
び
そ
の
展
開
に
つ
い
て
説
明
し
、
各
学
校
ま
で
周
知

い
た
だ
くよ
う
依
頼
。

○
外
国
人
児
童
生
徒
等
教
育
を
担
う
教
員
等
の
養
成
・研

修
の
た
め
の
「モ
デ

ル
・プ
ロ
グ
ラ
ム
」を
開
発
。

○
「モ
デ
ル
・プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
普
及
を
図
る
た
め
、
(独
)教
職
員
支
援
機
構
等
の

「外
国
人
児
童
生
徒
に
対
す
る
日
本
語
指
導
指
導
者
養
成
研
修
」に
お
い

て
、
同
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
活
用
方
法
に
係
る
講
義
・演

習
を
実
施
す
る
。

1
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育
成
就
労
制
度
の
概
要

令
和
６
年
６
月
２
１
日
、
「
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
及
び
外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
」
が
公
布
さ
れ
ま
し
た
。

そ
れ
に
よ
り
、
技
能
移
転
に
よ
る
国
際
貢
献
を
目
的
と
す
る
技
能
実
習
制
度
を
抜
本
的
に
見
直
し
、
我
が
国
の
人
手
不
足
分
野
に
お
け
る
人
材
の
育
成
・
確
保
を
目
的

と
す
る
育
成
就
労
制
度
が
創
設
さ
れ
ま
す
（
育
成
就
労
制
度
は
令
和
６
年
６
月
２
１
日
か
ら
起
算
し
て
３
年
以
内
の
政
令
で
定
め
る
日
に
施
行
さ
れ
ま
す
。
）
。

｢育
成
就
労
産
業
分
野
（
育
成
就
労
制
度
の
受
入
れ
分
野
）
」
（
※
）
に
お
い
て
、
我
が
国
で
の
３
年
間
の
就
労
を
通
じ
て
特
定
技
能
１
号

水
準
の
技
能
を
有
す
る
人
材
を
育
成
す
る
と
と
も
に
、
当
該
分
野
に
お
け
る
人
材
を
確
保
す
る
こ
と
。

（
※
）
特
定
産
業
分
野
（
特
定
技
能
制
度
の
受
入
れ
分
野
）
の
う
ち
就
労
を
通
じ
て
技
能
を
修
得
さ
せ
る
こ
と
が
相
当
な
も
の

育
成
就
労
制
度
の

目
的

育
成
就
労
制
度
の
基
本
方
針
及
び
育
成
就
労
産
業
分
野
ご
と
の
分
野
別
運
用
方
針
を
策
定
す
る
（
策
定
に
当
た
っ
て
は
、
有
識
者
や
労
使
団
体

の
会
議
体
か
ら
意
見
を
聴
取
）
。

分
野
別
運
用
方
針
に
お
い
て
、
生
産
性
向
上
及
び
国
内
人
材
確
保
を
行
っ
て
も
な
お
不
足
す
る
人
数
に
基
づ
き
分
野
ご
と
の
受
入
れ
見
込
数
を

設
定
し
、
こ
れ
を
受
入
れ
の
上
限
数
と
し
て
運
用
す
る
。

基
本
方
針
・

分
野
別
運
用
方
針

（
育
成
就
労
外
国
人
と
育
成
就
労
実
施
者
の
間
の
雇
用
関
係
の
成
立
の
あ
っ
せ
ん
や
）
育
成
就
労
が
適
正
に
実
施
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
監
理

を
行
う
な
ど
の
役
割
を
担
う
監
理
支
援
機
関
を
許
可
制
と
す
る
（
許
可
基
準
は
厳
格
化
。
技
能
実
習
制
度
の
監
理
団
体
も
監
理
支
援
機
関
の
許

可
を
受
け
な
け
れ
ば
監
理
支
援
事
業
を
行
う
こ
と
は
で
き
な
い
。
）
。

監
理
支
援
機
関
の

許
可
制
度

育
成
就
労
外
国
人
ご
と
に
作
成
す
る
「
育
成
就
労
計
画
」
を
認
定
制
と
す
る
（
育
成
就
労
計
画
に
は
育
成
就
労
の
期
間
（
３
年
以
内
）
、
育
成

就
労
の
目
標
（
業
務
、
技
能
、
日
本
語
能
力
等
）
、
内
容
等
が
記
載
さ
れ
、
外
国
人
育
成
就
労
機
構
に
よ
る
認
定
を
受
け
る
）
。

育
成
就
労
計
画
の

認
定
制
度

・
送
出
国
と
二
国
間
取
決
め
（
Ｍ
Ｏ
Ｃ
）
の
作
成
や
送
出
機
関
に
支
払
う
手
数
料
が
不
当
に
高
額
に
な
ら
な
い
仕
組
み
の
導
入
な
ど
、
送
出
し

の
適
正
性
を
確
保
す
る
。

・
育
成
就
労
外
国
人
の
本
人
意
向
に
よ
る
転
籍
を
一
定
要
件
の
下
で
認
め
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
労
働
者
と
し
て
の
権
利
保
護
を
適
切
に
図
る
。

・
地
域
協
議
会
を
組
織
す
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
地
域
の
受
入
環
境
整
備
を
促
進
す
る
。

適
正
な
送
出
し
や

受
入
環
境
整
備
の

取
組

1

104



育
成
就
労
制
度
及
び
特
定
技
能
制
度
の
イ
メ
ー
ジ

（
注
１
）
特
定
技
能
１
号
の
試
験
不
合
格
と
な
っ
た
者
に
は
再
受
験
の
た
め
の
最
長
１
年
の
在
留
継
続
を
認
め
る
。

（
注
２
）
育
成
就
労
制
度
の
受
入
れ
対
象
分
野
は
特
定
技
能
制
度
と
原
則
一
致
さ
せ
る
が
、
特
定
技
能
の
受
入
れ
対
象
分
野
で
あ
り
つ
つ
も
、
国
内
で
の

育
成
に
な
じ
ま
な
い
分
野
に
つ
い
て
は
、
育
成
就
労
の
対
象
外
。

高
技
能
レ
ベ
ル

（
就
労
開
始
ま
で
に
）

○
日
本
語
能
力
A
１

相
当
以
上
の
試
験

（
日
本
語
能
力
試
験

（
Ｊ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
）
の
Ｎ

５
等
）
合
格

o
r

○
そ
れ
に
相
当
す
る

日
本
語
講
習
の
受
講

受
入
れ
の
範
囲
：
育
成
就
労
産
業
分
野

（
注
２
）

○
技
能
検
定
基
礎
級
等

＋
○

日
本
語
試
験
（
A
１
相
当
以
上
の
水

準
か
ら
特
定
技
能
１
号
移
行
時
に
必
要

と
な
る
日
本
語
能
力
の
水
準
ま
で
の
範

囲
内
で
各
分
野
ご
と
に
設
定
）

⇒
こ
れ
ら
の
試
験
へ
の
合
格
が

本
人
意
向
の
転
籍
の
条
件

○
技
能
検
定
試
験
３
級
や
特
定
技
能
１
号
評
価
試
験

＋
○

日
本
語
能
力
Ａ
２
相
当
以
上
の
試
験
(Ｊ
Ｌ
Ｐ
Ｔ

の
Ｎ
４
等
)

※
育
成
就
労
を
経
ず
に
外
国
で
試
験
を
受
験
し
て

特
定
技
能
１
号
で
入
国
す
る
こ
と
も
可
。

○
特
定
技
能
２
号
評
価
試
験

＋
○

日
本
語
能
力
Ｂ
１
相
当

以
上
の
試
験
（
Ｊ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
の

Ｎ
３
等
）

育
成
就
労

（
３
年
間
）

特
定
技
能
１
号

（
５
年
間
）

特
定
技
能
２
号

（
制
限
な
し
）

（
注
１
）

2
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〇
．
育
成
就
労
制
度
に
お
け
る
日
本
語
能
力
向
上
の
た
め
の
施
策

（
３
年
間
）

入
国
前

(入
国
前
講
習
な
ど
)

育
成
就
労

日
本
語
レ
ベ
ル

※
各
段
階
の
日
本
語
能
力
の
水
準
は
分
野
ご
と
に
よ
り
高
い
水
準
を
設
定
可

特
定
技
能

【
Ａ
２
目
標
講
習
】

（
Ａ
２
合
格
を
目
標
と
し
た
講
習
受
講
）

【
Ａ
１
相
当
講
習
】

（
Ａ
１
合
格
に
相
当
す
る
講
習
受
講
）

内
容

※
入
国
後
講
習
に
お
い
て
は
、
日
本
語
の
ほ
か
に
も
本
邦
で
の

生
活
一
般
に
関
す
る
知
識
等
の
科
目
に
つ
い
て
講
習
を
行
う
。

日
本
語
能
力
向
上
の
フ
ロ
ー
（
イ
メ
ー
ジ
）

入
国
後
講
習

育
成
就
労
実
施
者
に
お
い
て
就
労

認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
「
就
労
」
課
程

（
経
過
措
置
と
し
て
登
録
日
本
語
教
員
の
講
習
）

A
１

（
JL
P
T
の
N
５
等
）

A
２

（
JL
P
T
の
N
４
、
JF
T
-B
a
si
c等
）

１
０
０
時
間
以
上

時
間

内
容

１
０
０
時
間
以
上

時
間

認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
「
就
労
」
課
程

（
経
過
措
置
と
し
て
登
録
日
本
語
教
員
の
講
習
）

A
１
相
当
講
習
・
A
２
目
標
講
習
を
提
供
す
る
こ
と
は

育
成
就
労
実
施
者
の
義
務
（
費
用
の
負
担
が
必
要
）

※
A
1
・
A
２
相
当
の
試
験
に
事
前
に
合
格
し
て
い
る
者
に
は

受
講
さ
せ
る
必
要
は
な
い
。

A
１
相
当
講
習
・
A
２
目
標
講
習
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で

受
講
す
る
こ
と
も
可
能
だ
が
、
双
方
向
で
同
時
に

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
取
れ
る
も
の
で
あ
る
な
ど

一
定
の
要
件
を
満
た
す
必
要
が
あ
る
。
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３
実
施
主
体
等

２
事
業
の
概
要
・
ス
キ
ー
ム

１
事
業
の
目
的

外
国
人
就
労
・
定
着
支
援
事
業

対
象
者
：
身
分
に
基
づ
く
在
留
資
格
の
外
国
人
等

対
象
者

受
講
者
の
能
力
に
応
じ
て
複
数
の
レ
ベ
ル
を
設
定

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ナ
ー
や
我
が
国
の
雇
用
慣
行
等
に
関
す
る
講
義
、
職

場
体
験
の
実
施
（
全
レ
ベ
ル
共
通
）

１
コ
ー
ス
あ
た
り
の
総
研
修
時
間
は
1
0
0
時
間
に
設
定
（
概
ね

２
ヶ
月
）

実
施
地
域
の
実
情
や
受
講
者
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、
夜
間
や
土
日
に

開
講
す
る
コ
ー
ス
も
設
定

研
修
内
容

外
国
人
を
初
め
て
雇
用
し
た
事
業
主
等
と
外
国
人
労
働
者
と
の
円

滑
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
図
る
た
め
の
コ
ツ
を
ま
と
め
た

「
外
国
人
従
業
員
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
コ
ツ
」
を
作
成

し
、
公
共
職
業
安
定
所
に
お
け
る
求
人
開
拓
や
就
職
後
の
職
場
定

着
支
援
に
活
用

地
域
の
外
国
人
支
援
団
体
等
と
連
携
し
、
修
了
者
に
対
す
る
定
着

支
援
を
実
施

修
了
者
に

対
す
る

就
労
・
定

着
支
援

定
住
外
国
人
が
集
住
す
る
地
域
を
中
心
に
、

全
国
1
1
2
地
域
2
8
0
コ
ー
ス
、
受
講
者
5
,6
0
0
名
規
模
で
実
施

[参
考
]
令
和
６
年
度
実
績

実
施
地
域
数

…
1
1
5
地
域

実
施
コ
ー
ス
数
…

2
8
0
コ
ー
ス

受
講
者
数

…
4
,1
3
1
名

実
施
規
模

日
系
人
等
の
定
住
外
国
人
は
、
日
本
の
職
場
に
お
け
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
の
不
足
や
我
が
国
の
雇
用
慣
行
に
不
案
内
で
あ
る
こ
と
等
か
ら
、
不
安
定
な
雇
用
形
態
で
働

く
者
も
多
く
、
安
定
的
な
職
業
に
就
く
た
め
の
支
援
を
行
う
こ
と
が
必
要
。

身
分
に
基
づ
く
在
留
資
格
の
外
国
人
等
を
対
象
に
、
日
本
の
職
場
に
お
け
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
の
向
上
や
、
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ナ
ー
、
雇
用
慣
行
、
労
働
関
係
法
令
及
び
社

会
保
障
制
度
等
に
関
す
る
知
識
の
習
得
を
目
的
と
す
る
研
修
及
び
修
了
者
に
対
す
る
就
労
・
定
着
支
援
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
国
内
企
業
に
お
け
る
安
定
的
な
就
職
と
職
場

定
着
の
促
進
を
図
る
。

●
事
業
の
概
要

国
か
ら
委
託
を
受
け
た
民
間
団
体
が
、
研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
策
定
や
研
修
の
実

施
、
修
了
者
に
対
す
る
就
労
・
定
着
支
援
等
を
行
う
。

○
身
分
に
基
づ
く
在
留
資
格
の
外
国
人
等
を
対
象
と
す
る
。

○
研
修
は
受
講
者
の
能
力
に
応
じ
て
複
数
の
レ
ベ
ル
を
設
定
し
、
全
レ
ベ
ル
に
お

い
て
、
日
本
の
職
場
に
お
け
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
の
向
上
の
み
な
ら
ず
、

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ナ
ー
、
日
本
の
雇
用
慣
行
、
労
働
関
係
法
令
及
び
社
会
保
険
制
度
に
関

す
る
知
識
の
習
得
を
目
的
と
す
る
研
修
、
職
場
見
学
を
併
せ
て
実
施
。

○
実
施
地
域
の
実
情
や
受
講
者
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、
夜
間
や
土
日
に
開
講
す
る

コ
ー
ス
を
設
定
。

○
研
修
の
実
施
と
併
せ
て
、
公
共
職
業
安
定
所
や
地
域
の
N
P
O
団
体
等
と
連
携
し
、

修
了
者
に
対
す
る
就
労
・
定
着
支
援
を
行
う
。

●
事
業
ス
キ
ー
ム

委
託

4
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